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日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発して

ゆく開発工学が対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものでありま

す。従来は、既存の工学諸分野がそれぞれの専門分野内の海洋工学につい

て学問や技術の進歩を図Ｄ、多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡

大してゆくには、より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目

標に挑戦してゆくことが必要であり、このためには広範な既存工学分野の

有機的な協力、既存工学分野間にある境界領域の発展、関係の深い先端技

術を取り込むことによる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に

沿った活動をするために、「海洋工学連絡会」を１９８８年（昭和６３年）

に設立致しました。以来、海洋工学連絡会では、情報交換、学際的課題の

発掘、共同研究をめざして、それぞれの学協会の活動を紹介する３回の活

動報告会、続いて第１回から第１９回までの海洋工学パネルを開催してま

いりました。

そして、平成１１年４月１日より名称を日本海洋工学会と変更し、学協

会を会員とする連合体学会としての体制を明確にし、今後これまで以上に

海洋工学分野での情報交換、学際的課題の発掘、共同研究の実現につとめ、

さらに日本の海洋工学に関係の深い学協会に参加を呼びかけ、充実した構

成にしたいと考えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします。
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第ｚう回海洋工学パネル

パネルテーマ：２１世紀の海洋利用の基本戦略

１．海洋における調査・研究の将来展望と課題

堀田平海洋科学技術センターフロンティア研究推進室室長

地球温暖化や異常気象、地震・津波など地球規模の変動現象は海洋において、もしくは

海洋を介して発生しており、これを的確に把握（観測）し、予測するための努力が内外の

関係機関で進められている。しかしながら、海はいかにも広く、深く、多様であり、これ

を把握するには宇宙から、深海底から、そして海中で自在に観測し、そのプロセスを解明

し、変動をシミュレートするための技術、体制、制度が必要である。本講演においては、

海洋の観測、解析、予測における先端的な技術開発、科学研究の動向と将来の展望を紹介

する一方で、このような計画の推進における国や関係機関の方針や制度そして問題点、海

外への展開における課題などについて講演者の思うところを述べる。

２．ＭＯＤＥＣの成長戦略

山田健司三井海洋開発株式会社代表取締役社長

当社の前身である旧三井海洋開発㈱が最初にFPSＯプロジェクトを受注した１９８５年か

ら約１８年が経過しました。当社はこれまでにFPSO/FSO１６基（うち建造中４基)、ＴＬＰ２

基（うち建造中１基）のプロジェクトに携わり、現在FPSＯ業界シェアで世界第２位に位

置するまで成長を遂げてきました。この成長の背景にある数々の挑戦と今後の展望を交え

ながら、当社の事業戦略を説明します。

１．プロジェクトの変遷～Challenge～

２．成長のための戦略～プロジェクトマネジメント～

2-1．技術とマネジメント

2-2．円高と国際競争力

2-3．現状の世界展開

３．今後のビジョン～StrongWorldNo2～

３．水産を中心とした海洋利用戦略

小野征一郎近畿大学農学部国際資源管理科教授

水産基本法は２１世紀の水産業の基本的戦略・枠組みを方向づけているが、これを出発

点として、以下の３点が指摘できよう。

１．食料供給産業として

特に説明の必要はなかろう。ただ一点、海洋のみならず陸上産業に起因する海洋

汚染が、持続的利用をますます困難にしていることに注意したい。

２．フィッシュビジネスとして

狭義の漁業のみならず、流通・加工・外食、さらには海レクを含めた「６次産業」

として水産業を展望する。これは農業にも共通する。

３．環境保全産業として

１．２の大前提であると同時に、水産業がマイナーながらも固有の存在根拠を主張
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する重要な立脚点になりうると思われる。

討論１

海洋工学関連会議報告等

４．管轄海域の拡大戦略一鉄砲を使わず領土を広げる－

谷伸海上保安庁海洋情報部大陸棚調査室室長

国連海洋法条約が定める管轄海域の一つに「大陸棚」がある。基本的に２００海里までの

排他的経済水域の海底および海底下に関する権利であるが、地形・地質が一定の条件を満

たせば延伸することが可能である。海上保安庁は昭和５８年から調査を行い、約６５万平方

キロの海域（国土面積の１．７倍）について延長の可能性を確認した。延長のためには、平

成２１年５月までに調査データ等を添えて国連の「大陸棚の限界に関する委員会」に提出

し、その後、審査を受けることが必要となる。わが国の大陸棚の状況、産業との関わり、

今後の方向などを国際情勢も含め解説する。

５．新技術を用いた海上輸送及び海上空間利用高度化戦略

大坪新一郎国土交通省海事局造船課課長補佐

超高速ＴＳＬが小笠原に就航することになり、また、超大型浮体構造物（メガフロート）

が羽田空港拡張の工法候補となるなど、海上輸送及び海上空間利用の高度化を目指した大

規模プロジェクトが実用化段階に進んでいる。また、小口・高付加価値貨物及び旅客を高

速輸送するＴＳＬとは異なり、石油やセメントなど国内太宗貨物の輸送につきコスト・

環境負荷の低減及び船員労働環境の改善等を図ろうとするスーパーエコシップ（次世代内

航船）の開発も進められている。このような新技術を用いた海上輸送等の変革の戦略と技

術的・制度的課題を紹介する。

６．２１世紀におけるわが国の海洋政策に関する提言

寺島紘士シップ・アンド・オーシャン財団海洋政策研究所所長

国連海洋法条約の発効とリオの地球サミットにおける「持続可能な開発」原則および行

動計画アジェンダ２１の採択を契機として、世界の国々で海洋管理に向けた取り組みが始

まっている。しかし、わが国は、海洋政策を疎かにしていて、諸外国の取り組みとの間に

大きな較差が生じている。２１世紀には海洋資源、海上交通をはじめとして海洋に対する

依存度はますます高まる。わが国は、早急に海洋政策・海洋基本法の制定や海洋関係閣僚

会議の設置などを行い、総合的に海洋問題に対処する必要がある。海洋を発展基盤とする

わが国は、世界で６番目の広大な管轄海域の海洋環境の保全と持続可能な開発利用に真剣

に取り組むとともに、海洋管理の制度協議、人材育成、技術移転、資金協力などの分野で

国際的なリーダーシップを発揮すべきである。

討論２
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会 挨拶開

日本海洋工学会会長寺本俊彦

おはようございます。ただいまご紹介頂きましたように、本年から海洋調査

技術学会が幹事学会ということで、私が海洋調査技術学会の会長を仰せつかっ

ている関係で、この工学会の会長も務めることになりました。

ところで､先ほどのご紹介のように日本海洋工学会は８学協会が集う学会で、

海洋に関する工学より少し広く取った理学、工学の分野が糾合して新しいこれ

からの海洋への取り組み、あるいは地球環境への取り組みを目指しています。

皆さま方からもこういう学会や協会を取り入れたらどうかというご提案があり

ましたら、いつでも事務局に申し入れて頂ければと思います。また、日本海洋

工学会の重要な事業の一つがこの本日のパネルですが、学協会間のいろいろな

新しい情報のやりとりを目指したいと考えています。次のパネルではこういう

議題についてやれとか、あるいはこういうことをやってはどうかという提案が

ありましたら、ご遠慮なく事務局に提案いただきたいと思います。そしてます

ますこの日本海洋工学会が発展していくことを望む次第です。このようなお願

いをしまして、本日のご挨拶にかえさせて頂きます。どうもありがとうござい

ました。

－７－



海洋における調査・研究の将来展望と課題

堀田平

海洋科学技術センターフロンティア研究推進室長

１．はじめに

四方を海に囲まれ、世界第６位の面積の排他的経済水域を有する我が国は「海洋国家」として自負

している。しかし、歴史的には多くの時代を「海」を外敵から守り、通商を制限するための「防壁」

として利用してきたばかりであり、英国やスペインのように世界に展開するために利用してきたので

はなかった。世界への展開は僅か半世紀少し前に起きた「不幸な展開」とその後の世界経済の中での

産業の発展における利用であった。その経済も崩壊し、世界の軍事バランスも変わり、一方で地球規

模の環境問題が顕在化するなど社会の変化は急速である。今まきにそのような情勢において、「海」

を世界の人々と共有し、世界の人々のために利用するためのパイオニアとしての役目を、我が国が期

待きれているということは、我々海洋に係わる仕事を持つ者の共通の認識であろう。

「海を利用する」ためには、「海を知る」ことが不可欠である。そのためには広大かつ深い海の様

子、そこで起こっている事象を正確に把握しなければならない。しかし、海の広きや深さに比ぺ、ま

だまだ人類は非力であり、これからも「海を知る」ための技術開発や人材の育成、政策の策定、制度

の整備など多くの課題に対して相当の努力を注ぎ込むことが必要であろう。これには我が国の関係省

庁、関係機関、研究者、技術者、行政官そして国民が一体となって、様々な困難を克服していかなけ

ればならない。けれども、そこには技術的、制度的、社会的な障壁が幾つも待ち受けている。２１世

紀は我が国が海洋の分野で世界をリードする国とするためにも、次世代の国民に希望と尊厳を持たせ

るためにも、今、我々はその障壁を打破する勇気と、行動力を持つことが必要となっているのだろう。

本稿においては、海洋の調査・研究のための機材、機器等について現状と役割、課題について概要

を紹介し、それらを用いて推進すべき海洋調査・研究における問題点、将来展望について、著者の私

見（所謂「独断と偏見｣）を交えながら概説し、幾つかの提言を行う。

２．海洋調査・研究に求めるもの

広大かつ深海までの、そして海上、海底下までも含む空間を対象に、そこで時々刻々変動する様々

な現象を、可能な限り他項目にわたり、空間的にも時間的にも高密度かつ高精度に、長期にわたって

把握（観測）することが望まれるが、当然のことながら観測を遂行するための資源（予算、人員とそ

の能力、観測機材など）には「制約」があり、研究目的に応じて必要なデータの取得に絞りこむこと

になる。この絞り込みにおいては、理論的検討に基づいて構築された仮説を検証するために必要な観

測の項目、場所（空間)、期間、精度（分解度）を、予算規模、観測体制、使用機材、制度的（排他

的経済水域の規制など）制約などの範囲の中で決めるのが、これまでの通常の方法である。

しかし、今後の海洋科学技術の進展においては、従来の発想にはないような規模の仮説の提唱や、
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理論的には想定できないような特異の現象の発見、解明のため、従来の「制約」を乗り越えた新たな

メカニズムのもとでの観測が期待されるようになるであろう。そのような場合には、「制約」の概念

を越えた観測システムを構築することが必要となろう。以下に、将来、期待されるであろう観測シス

テムの概念を述べる。

２．１広域・立体・同時観測

海洋（海中）及び海底下（地球内）の現象をより広域に、より深くまで高密度（短い空間間隔）に、

かついずれの観測点の観測タイミングも可能なかぎり同時に観測ができれば、そして更に、ある程度

の期間にわたり時間的インターバルをおいて観測ができれば、極めて有意義な、ユニークな現象を捉

えることができるのではないだろうか？しかし、水中及び地中は電波が通らないという技術的制約が

あり、このような「広域・立体・同時」観測の実現には多くの努力と新たな発想、技術の導入が必要

となる。

一方、この「広域・立体・同時」観測の遂行にためには大きな資源を必要とする場合が多く、こ

れを－機関で担うのは困難であろう。そのような場合、関係機関が組織間の垣根を乗り越えて大同団

結して取り組むことが肝要である。これにより、例えば、衛星、船舶、ブイ、係留系などをシステム

として一体化した観測ネットワークができるのである。また、取得したデータも同化手法などを用い

て使いやすいデータセットとして一元的に収集、補正、保管することにより、我が国の重要な財産と

して有意義なものになるであろう。

２．２リアルタイム観測

台風や高潮・高波、黒潮や海水温の状況、海底地震や津波などの現象は、気象庁や海上保安庁の観

測業務としてリアルタイムの観測（監視）が行なわれているが、これを今後もより広範に展開きれる

ことが期待きれている。一方、海域に設置する海流や海水温度等の観測のための係留系や海底に設置

する海底地震観測装置などは、それぞれが単独で設置されている場合にはその機器に内蔵されている

記憶装置からデータを引きだして解析してはじめて観測値として利用できるのだが、これらを海底ケ

ーブルもしくは通信衛星などを介したデータ伝送システムと繋ぐことができれば、それらの機器も有

力な「災害監視ネットワーク」の一員になるのである。

今後、海洋科学技術センターでは深海地球ドリリング計画において我が国周辺でも大深度掘削を行

う計画を持っているが、この掘削孔を利用して、海底地震計や海洋観測ブイなどを設置し、これを海

底ケーブルでネットワークかとして繋ぐことにより、防災にも、水産や海運などの産業のためにも、

そして科学研究のためにも極めて有力なデータを提供することが可能となるであろう。

２．３長期モニタリング

ハワイのマウナロア山の山頂に設置された大気観測装置が長期にわたり観測した二酸化炭素濃度の

変化から地球温暖化における二酸化炭素の影響の重大さを人類が知ることができたように、海洋にお

いても、もし長期にわたり安定した観測（モニタリング）を行うことが可能になれば、様々な分野に

おいて多くの、ユニークな現象の存在を明らかにすることができるかもしれない。しかし、このため

にはこれを遂行するための「腰を据えた政策（方針)」と、それを支える資金的、人的、制度的保証、

技術的支援が不可欠である。また、このようなモニタリングはすぐに成果に出ない息の長い業務であ

り、まず研究者が関心を持つかどうか難しいところでもあるが、昨今の数年単位での評価のもとでこ

れをどのように評価するかについても一考が必要であろう。

２．４現場観測
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研究目的によっては、研究者自らが現場まで行き、自らの目や手を使って観測、採取、撮影、実験

などをすることが必要となる。例えば、地質分野や生物分野の研究者は深海底の様子を有人潜水船に

乗り込み自ら観察することを望むであろうし、海洋化学分野の研究者は観測船に乗り込み採水した海

水を自ら分析することを望むことが多い。また、深海の高圧、熱水噴出域の高温の条件下での生物の

活動などを観察するために現場に実験装置を設置して潜水船などに乗り込んだ研究者が海底でそれを

操作してユニークな成果を得るなど、現場でしかできない、けれども科学的に極めて重要なつユニー

クな研究が可能となるような現場観測（実験）は多い。今後、海洋の神秘を解明する方向に科学が向

かえばこのような現場観測は一層重要になることが予測される。

２．５データの一元的アーカイブと公開

海洋関係機関において取得された海洋のデータは貴重であり、これを一元的に収集、保管すること

は重要であることから、我が国では、現在、海上保安庁海洋情報部の日本海洋データセンター（JODC）

がこの業務を推進している。しかし、大学等の関係機関は、データの提供が義務となっていないため、

また研究者が論文作成以前にデータを公表することや、提出にあたりフォーマットなどを揃えること

を嫌うこともあり、必ずしもＪＯＤＣにうまくデータが集められていないおそれもなきにしもあらず

と思える。公的機関において取得されたデータは、全て国民の税金を使って得られたものであること

を配慮すれば、何らかの改善が必要であろう。研究費の配分にあたってのデータの提供の責務化、デ

ータのフォーマットや精度の統一のための施策、国内に限らず海外の機関が取得したデータまで含め

た一元的データセットの作成、使いやすいデータ（例えば、「４次元格子状データセット｣）の作成

とそのホームページなどでの公開と、データ利用のための講習の実施など、きめ細かな施策が望まれ

る。

３．海洋調査機材・機器・技術の現状と課題

海洋調査のための機材・機器・技術については多くの文献、資料または運用機関のホームページな

どに詳細に記載されており、本稿であらためて概念、仕様や機能を紹介することはしない。ここでは、

前章に示した幾つかの「求めるもの」を達成するにあたって、各手段の現状と課題について述べる。

３．１海洋観測

３．１．１船舶

我が国において「海洋調査」を行うことができる船舶としては、総計５４隻がある。うち、海上保

安庁、気象庁、水産庁、海上自衛隊などの現業官庁が保有する船舶は２９隻、また大学が保有する船

舶１９隻のうち水産教育のための練習船（実習船）や総トン数１００トン未満の船舶は１５隻となっ

ており、水産業の衰退に伴い水産練習船は減船されていく方向にあると聞いている。そのほかには、

海洋科学技術センター保有の５隻、金属鉱業事業団の２隻があるが、後者は遠くない将来に廃船する

と言われている。従って、僅か８隻ほどの船舶が海洋調査・研究専用に供されているのが我が国の現

状である。勿論、現業官庁の船舶も、水産教育のための練習船も、保有機関の好意により研究者が乗

船し、本来の運航計画に影響を与えない範囲で調査・研究に利用することも可能ではある。しかしな

がら世界第６位の広苔の排他的経済水域を抱え、地球環境問題や気候変動に極めて敏感な我が国が、

このような少ない船舶しか海洋観測に投入できないとう極めて深刻な課題がある。更に、これらの船

舶は機関単位で運用計画が策定されており、国として少ない資源であるにも係わらず、合理的、効果

的な一元化された運用計画を定める状態には至っていない。
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３．１．２観測衛星

観測衛星は高高度から海表面の様子（温度、色、海面高度、海上風、雲や降雨など）や重力場の状

態などを広域に観測することができ、海洋の広域データの取得には極めて有効な手段である。我が国

においては宇宙開発事業団がこれを開発し、運用しており、昨年１２月１４日に“ADEOSⅡ，が打

ち上げられ、１１頂調に運用きれていることは記憶に新しい。観測衛星はリモートセンシング技術の一つ

であり、現場での実測値を用いて較正することが不可欠であり、また海面下の現象の把握のためにも、

船舶などの観測と連携することが必要である。

３．１．３係留ブイ

係留ブイは、ある特定の地点における現象の時間変化を観測するのに最も適した方法であり、海表

面にブイを設置できれば海上気象の計測と､データの通信衛星を介した準リアルタイム伝送ができる。

この方式の観測ブイとしては、海洋科学技術センターが赤道熱帯域に設置している海洋・気象観測ブ

イ“トライトンブイ”が主なものであるが、製作・設置・運用に相当な経費を要するのが現状である。

一方、海面下に浮力部材がある深海係留系は、一定期間にわたり比較的安定した観測ができるが、

回収後にしかデータを取得できない。この方式はこれまでにも多くの大学、機関が我が国の周辺海域

に多数を設置、運用してきた。今後、波浪や潮流の厳しい海域での設置や海底ケーブルと接続させる

などして、データを広域に、安定して、より早く伝送することが求められるであろう。

３．１．３漂流ブイ

広大な海洋の観測を行うためには海洋の流れにまかせて移動しつつ観測し、データを送ってくる漂

流ブイによる観測もまた重要である。海面ドリフターと呼ばれる海表面を漂流するブイは海流の観測

に有効である。一方､一定の深度から海面まで一定のインターバルで上昇してくる中層フロート（AIｇｏ

フロート）は、適切な間隔で全世界の海域に３０００個を投入することにより、全球の海洋（物理）

現象を把握できるようになるとされており、日米欧などの各国の間で連携した観測が進められている。

但し、このようなフロートをインド洋、南太平洋、南大洋まで含めて定常的に投入し続けることは容

易でなく、フロートの耐久'性能の向上やセンサーの観測精度の向上など技術的改良はもとより、国際

的にもしっかりとした運用メカニズムを構築することが必要であろう。

３．１．４航空機、飛行艇、飛行船

海表面を広域に観測する手段としては、航空機、飛行艇、飛行船などが効果的である。

航空機は、海面の観測のほかにも海上の大気や雲・降水の状況ができる。飛行艇は、海面直上（低

空）の観測も可能なうえ、ある程度の波浪状況までは着水及び簡単な作業が可能であり、小型の観測

機器（CTDXBT、漂流ブイ、海底地震計など）の投入、小規模の採水作業、ダイバー作業なども

可能とする能力を有しており、将来の海洋観測機材として期待されつつある。一方、飛行艇はある程

度の高度に留まり、長期間にわたり観測を続けることができると期待されているが、定点維持もしく

は定められた行動の可能`性、搭載機器の重量・使用電力、それに飛行艇本体の構造・材料などの技術

的課題を乗り越えることが求められている。

いずれも、観測目的によっては有効な手段ではあり、運用（利用）経費を低減化することができれ

ば、面白い展開があり得ると期待している。

３．１．５観測プラットフォーム

石油生産プラットフォームや桟橋、防波堤など海底に着底する構造物、もしくは集魚ブイ、航路標

識ブイなど係留方式の海洋構造物、もしくは一般商船、漁船及び艦艇・潜水艦などの船舶などを活用
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した海洋観測も重要である。定点で長期にわたる時系列データを取得したい場合、対象海域にこれら

のプラットフォームがあればうまく利用することにより、面白いデータを取得できるであろう。ただ

し、これらのプラットフォームはその運用者の了解と協力が不可欠であり、今後、このようなプラッ

トフォームを活用できるようなメカニズムができることを期待したい。

３．１．６ダイビング

沿岸における海洋調査、とりわけ生物調査には研究者自らが海中で観測や現場実験を行うためのダ

イビングも重要な観測手段である。浅海域ではスキューバダイビングで十分であるが、大深度になる

と水素ガスや窒素ガスを用いた飽和潜水技術が必要となり、大規模な支援システムが必要になる。

３．２深海調査

３．２．１船舶（音響探査等、サンプリング）

海底の地形・地質、海底下の地層・地殻の地質・構造などを探査するには、観測船に装備された音

波探査、磁力探査、重力探査、電磁気探査のための各種装置を活用する。我が国においては、最近建

造きれた観測船には、いずれも相当な能力を有する装置が装備きれており、運用する各機関において

さまざまな成果が出てきているようである。これらの調査は、科学的目的や資源探査に有効であるが、

最近話題になっている「３５０海里経済水域」は海上保安庁が中心となって対応が進められているが、

我が国全体の海底探査能力の更なる向上の必要性が痛感きせられる。

３．２．２有人潜水船

海底、とりわけ深海底の様子をピンポイントで研究者自らが自らの五感を持って観察するため２隻

の有人潜水船が海洋科学技術センターによって建造・運用されてきた。そのうちの「しんかい２００

０」は水深２０００ｍまで潜航できる能力を持っているが、財政事情により平成１４年度をもって

運用を停止せざるを得なくなった。我が国が海洋科学、海洋技術の分野で世界をリードし続けるため

にも、世界最深の潜航能力を有する「しんかい６５００」は運用を維持し、更に可能であれば「長時

間の潜航」や「多人数の乗船」が可能な大深度有人潜水船も開発・運用することを、決して夢で終わ

らせてはなるまい。

有人潜水船は、ロケットや宇宙ステーションと同様に国民とりわけ子供達に夢と希望を与えること

のできる道具である。従って、科学者のみならず、様々なジャンルの人々が乗船し、深海の様子とそ

の感動をつたえることも重要な仕事ではないだろうか。

３．２．３調査ロボット（ROV、ＡＵＶ等）

近年のロボット技術、撮影技術、測定技術の進歩は著しく、海洋においても船上から遠隔操作によ

り海底の様子を観測する調査ロボットが様々なところで使われるようになってきた。船上からケーブ

ルを介して電力と操作信号を送り、観測データや映像などを船上で受ける方式のロボットがＲＯＶ

(RemoteQpemtinglLehicle）である。一方、ケーブルが無く、事前にセットきれた指示に従って自律し

て行動するのがＡＵＶ(△utonomousUnderwaterlLehicle）である。

ＲＯＶは、ケーブルに拘束されるが、海底からリアルタイムで大容量のデータ（映像）を送ってく

ることができる。母船から衛星を介して大容量のデータが陸上に伝送できるのであれば、深海底の様

子が研究室やお茶の間でリアルタイムで見ることができることになり、今後、面白い活用方法が見出

きれてくるであろう。

一方のＡＵＶは、船舶では行けないような荒天の海域や、北極海などの氷海の下、深海底での長期

にわたる移動観測など､従来技術では全く不可能であった観測が可能となる重要な技術である。まだ、
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エネルギー源ならびに海中航行時の位置の検出などに技術的課題はあるが、先端技術を集めた２１世

紀の技術の一つとして開発を推進することが期待されている。

３．２．４曳航調査機器

海底の様子の概要を調査するには、船舶により海底直上を数ノットで曳航するＤｅｅｐＴｏｗと呼ばれ

る調査機器を用いる。このＤｅｅｐＴｏｗには音波探査装置やテレビカメラ、各種の観測装置を装備する

ことが可能であり、前述の船舶（音波探査等）やＲＯＶなどと組み合わせて使用することにより、効

率良く、精度の良い観測ができる。

３．２．５海底観測機器

船舶などから投入し、内臓した電池が有効な期間、海底において観測を続け、再び船舶で回収して

データを回収する観測機器であり、地震、磁力、流速など、目的に応じた機器が用いられる。今後、

これらの測器を海底ケーブルで接続して、リアルタイムのデータの取得を可能にしたり、または船舶

と音波でデータの伝送を行い、回収を不要にするなど、技術開発すべき課題は多く、更なる発展が見

込まれる機器である。

３．２．６海底ケーブルによるモニタリング

海底ケーブルに地震計、津波計などを接続して、リアルタイムで海底もしくは海底下の現象をモニ

タリングすることは、防災の観点から極めて重要である。我が国では海底ケーブル・地震計が何箇所

かに設置されているが､将来の発生が危倶されている大規模地震の対策としては、寂しい限りである。

米国においては、カリフォルニア地震が発生した西海岸の沖合いの深海底に総延長３０００kｍにも

及ぶ海底ケーブルネットワークを張り巡らし、地震・津波などの観測はもとより、深海の画像をリア

ルタイムで小・中学校などに伝送し、科学教育にも活用する構想が具体化しつつある。

我が国においても国民の生命と財産を守るため、全国の沖合にネットワークを張り巡らし、常時、

海底の様子をモニタリングするためのシステムを構築すべきである。

３．２．７海底掘削

海底下の地層や地殻構造、海底下の物質や生物の存在と様子を把握するためには、船舶などを用い

た音波などによるリモートセンシングだけでは「確認」することができない。やはり海底から直接、

地層や地殻の物質を採取し、分析することが必要である。そのため、従来から米国の主導で続けられ

てきた国際深海掘削計画（ODP）を受けて、我が国では海洋科学技術センターが中心となった統合

国際深海掘削計画（IODP）が進められ、我が国では2000ｍのライザー掘削機能を有する深海地球探

査船「ちきゅう（総トン数；５万６千トン)」の建造が進められている。

今後、この国際的運用・利用メカニズムが検討、決定されるが、国際的にも良い評価を受け、かつ

我が国の海洋・地球科学と海洋技術のポテンシャルの向上に大きな貢献することが期待されている。

３．３データのアーカイブ、公開

海洋調査・研究においては、現場で観測し、そのデータや試料を分析・解析することは勿論重要で

あるが、多くの研究者や機関が取得したデータを、統一きれた基準で記載方式（フォーマット）と精

度を合わせ、一元化して公開することも重要な業務であり、我が国では海上保安庁海洋情報部の日本

海洋データセンターがこれを行っている。海外からも我が国が取得したデータを利用することが期待

きれており、今後は海外の関係機関や衛星データなど幅広くデータをアーカイブし、４次元データ同

化手法を導入するなどして、可能な限り使いやすいデータセットを作成して公開することが期待され

ている。
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４．課題と対処私案

４．１長期的・総合的視野に基づく海洋調査・研究に対する国の方針の確立

４．１．１国としてのリーダーシップの確立

現在、我が国では、科学技術学術審議会に設置きれた海洋開発分科会が「文部科学大臣の諮問に基

づき海洋開発に係わる総合的・基本的事項を審議する」とされ、この事務局を務める研究開発局海洋

地球課の運営のもとで、我が国の海洋開発（調査・研究）に係わる方針が定められるとされている。

この海洋開発分科会は、文部科学省の所管する委員会ではあるが、前身の「海洋開発審議会」の性格

を引き継ぎ、海洋開発に係わる関係省庁の間の総合調整機能を有している。これは、関係省庁の意見

（方針）をとりまとめて一本化するメリットを有している。しかし、関係省庁の方針をバランスよく

取り入れる配慮も働き、各省庁から出きれる重要課題にプライオリティをつけて、特定の課題を重点

化することは余り見られない。

国全体の財政の窮状、地球環境問題の解決へ向けての我が国への期待、世界的な産業構造の変革に

おける我が国の産業への海洋科学技術の貢献など今、我々が置かれている状況を鑑みれば、まさに国

がリーダーシップを取って、国として進めるべき課題を明確に定め、リードすることが必要であろう。

そのためには、米国（NSF）のように、国の実務体制（役所の体制）の中に優秀な科学者が加わり、

また長期間（５～１０年）在任する職員も置き、自ら国の計画をめりはりを付けて定め、科学者から

の提案を評価して、主体的にリードするメカニズムを構築することが必要なのではないであろうか。

４．１．２真の「一元的調査・研究体制」の構築

海洋調査・研究のようにグローバルな観測が必要な分野においては関係機関がばらばらに活動して

は十分な成果を得ることはできないことは明白であり、既に以前から各所で言われていることの繰り

返しで月並みな言い方になるが、「省庁の縦割りの壁」を取り払って真の「一元的調査・研究体制」

を国が主導して構築することが望まれる。

４．１．３真の科学的評価にもとづく競争的研究資金の配分の決定メカニズム

我が国では平成７年７月に「科学技術基本計画（第１次)」が閣議決定きれ、平成８～１２年度ま

での問に総額１７兆円を、また第２次の科学技術基本計画（平成１３年３月）に基づき平成１３年度

～１７年度までの５年間に総額２４兆円を科学技術に投入することされている。科学技術予算の中で

も研究開発を促進する競争的資金の増額は著しく、我が国の基盤を育てるという政府の意気込みは評

価できるものがある。しかしながら、この競争的資金の配分においては、米国のＮＳＦ（全米科学財

団）のファンドのように研究者からの応募を「真の科学的評価」のみで選定するシステムができ上が

っていないように思える。確かに、我が国の科学技術界を「仲良く、バランス良〈」育てるには、国

としての政策的配慮や科学分野のリーダーによる指導が必要かもしれないが、これから世界の中に伍

していくためには、科学的かつ客観的な評価を行うことによって科学技術を育てていく風潮をつくり

あげなければならない。

なお、最近、多くの研究機関に導入された研究評価についても、まだ日本の文化に馴染んでいない

ところが多く見かけられる。「馴れ合い」をなくした、真の評価が期待きれるところである。

４．２観測資源の一元的運用・利用

４．２．１観測船の一元的な運用計画策定メカニズムの導入

前章に紹介したように、海洋の調査には、その目的に応じて様々な機材、機器を用いる。しかし、
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調査対象である海は広く、深い。海洋分野の研究の進捗はめざましく、従前の研究に比べて、今後の

研究対象は急速に広域、長期間、高精度なデータを求めるようになるである。これには、それぞれの

関係機関が所有する観測資源（予算、人材、機材など）を個別に運用することには、どうしても限界

が生じることは明らかである。

このような問題意識のもとに、米国ではUNOLSという機関が全国の海洋調査船の運用計画を一

元的に策定・調整し、全米の研究者は船舶の所属する機関に係わることなく、効率良く調査船を利用

することができるようになっている。今後､我が国においてもこれと同様なメカニズムの導入を図り、

国全体の観測船の運航日程（シップタイム）を一元的に調整することが望まれる。これにより、大規

模な観測も可能となり、従来は考えられなかったような現象の把握が可能になることが考えられる。

４．２．１観測機材の一元的展開・利用

このようなメカニズムを調査船のみに導入するのでなく、係留系やブイ（漂流ブイ）、海底地震計

などは、国が主導して策定した統一された計画のもとに、複数の機関がそれぞれの分担の機器の設置

を行い、協力してデータの取得を行うことにより、より科学的に価値の高い成果が得られるであろう。

４．３観測データ・資料の一元的アーカイブ、公開

４．３．１利用しやすい「一元的データセット」作成・公開への期待

２．５にも述べたように、現在、ＪＯＤＣが集めている各種の海洋データに加えて、全ての海洋観測

船、観測ブイ、係留系、漂流ブイ（ＡＲＧＯフロート）から得られるデータ、更に観測衛星から得ら

れる海面状態の各種データ、また海外の機関が観測して公開しているデータについてもこれを取り入

れ、データ同化手法を用いて４次元格子状データセットを作成し、多くの分野の、そして誰もが利用

し易いかたちのデータ公開が行なわれることが望まれる。

４．３．２観測者からのデータ提供の促進への施策の導入

海洋観測は、様々な機関、研究者が様々な目的を持って行っており、多くの場合「論文」が作成さ

れると、観測データは各研究者のファイルもしくは抽斗の中に埋もれてしまう。これは国としても非

常な損失であることから、各機関の各研究者が取得したデータを「自動的に」収集するメカニズム、

例えば国からの研究費の配分においてデータの提供に必要な経費が必ず含まれているような仕組みの

導入、そして提供に係わる業務の「受けⅢ」の整備が必要であろう。

４．３．３海洋関連資料の「電子図書館」構築への期待

海洋に関する文献、論文、図面、写真、動画なども研究や教育にも重要な資料であるが、これも特

定の機関や研究者が保有しているのみで、多くの人々接する機会が少ない。これらの資料を、例えば

ホームページなどを介した「電子図書館」として、誰もが使えるようにすることは、海洋科学の全体

のレベルの向上のみならず、海洋に関心を持つ国民からの理解と指示を高めるためにも重要である。

４．４観測（支援）技術のポテンシャルの向上

４．４．１観測技術者（マリンテクニシャン)の養成と尊重

従来、海洋観測は仮説を提唱した研究者が自ら観測船に乗船するなどして、自らの手で試料を採取

し、データを読み、分析を行っている。しかし、研究者自らが対処できるものには限りがあるととも

に、研究者は決して現場作業の専門家でなく、身体頑強とは限らない。大学では助手や大学院の学生

が教官の手足となって作業を行うことが多いという。今後は、仮説を提案した研究者とともに観測作

業や分析・解析作業を行う専門的な観測技術者を育成し、将来の大規模な観測計画の展開に十分に対

応できる体制を国内に構築しておくことが望まれる。なお、このような観測技術者は往々にして、研
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究者の「下働き」として認識きれがちであるが、米国の研究機関における“Engineer,，のように、高

いレベルの観測技術を保有するスペシャリストとして尊重することが肝要である。

４．４．２観測・分析機器の国産化への努力による技術力の向上

一方、各機関において観測センサーや各種測器を導入する場合、機器の信頼性などの観点から、安

易に輸入製品を導入するケースが多い。勿論、精度良い観測をすぐに実施するには致し方ないことが

あるであろうが、状況によっては国内メーカーに製作、整備などを委託し、研究者とメーカーの技術

者が意見交換を行いながら、良いものを作り出すこと、簡便な修繕程度は自らの技術力で行うことも

長期的な視点から重要である。このような地道な努力が、国全体の海洋調査・研究のポテンシャルを

向上させることになると思われる。

４．５国際連携の強化と主導権の確保

４．５．１「情報交換」に留まらない実質的な国際プログラムの推進

海洋調査・研究の分野においては、幾つもの国際プログラムや二国間協力プログラムがあり、これ

らに我が国の研究者または研究機関が参加している。その多くのプログラムは、参加者もしくは参加

機関が自ら予算を得て会合に参加して意見・情報の交換を行うものであり、実質的に現場での観測を

共同で実施するようなプログラムは少ない。これには様々な理由や問題があるが、今後は海外機関・

研究者とともに実質的に共同で行うプログラムに参加する、できれば主導することを期待する。

４．５．２国際プログラムを主導できる人材の育成

このような国際的な共同プログラムに我が国が参加した場合、言語の問題などあり、多くの予算を

分担する以外には主動的な役割につくことはまれである。今後、海洋科学技術の分野においても、国

際プログラムをリードできる人材の育成に努めるべきであろう。

４．５．３開発途上国との連携、共同プログラムの推進

我が国では、国際連携というと性々にして欧米の先進諸国を対象と考えがちである。しかし、海洋

調査として考えれば､我が国に影響のある海域は近隣のアジア諸国や太平洋の島蝋諸国の周辺にある。

従って、これらの国々とのこの分野での交流を深めなければならないし、必要に応じて共同のプログ

ラムを推進することが必要であろう。更に、それらの国々の海洋調査に係わる人材の育成（キャパシ

ティビルディング）などして、各国のポテンシャルの向上を支援することが、ひいては我が国の利益

につながることを良く認識することが肝要である。

４．６「防衛技術」との協力

海洋の観測技術と「防衛技術」は多くの共通的な基盤に基づくことは多くの人々が認識しているこ

とである。海中音響や海中ロボットに関する技術などは誰もが知るところであろう。米国では、海軍

と海洋研究機関とより密接な関係にあり、協力して技術開発、観測、データの解析を行っており、ま

た海軍（ＯＮR）からの研究資金も研究機関に配分されている。戦争や軍事に関する国民感情が異な

るため、米国と同じように論議できないことは承知しているが、今後、効率良い海洋観測技術の開発

や調査・研究の推進のためにも、我が国においても共同技術開発、観測データの交換、調査・研究機

材（船舶、航空機、ブイなど）の相互利用など「防衛技術」との協力についてあらためて検討するこ

とは、そろそろタブーではないのではないだろうか。

５．おわりに

「海は広くて大きい」故に、これを的確に知ることは、全国民いや全世界の人々が団結しても容易
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なことではない。しかし、地球環境問題が顕在化し、人口爆発による食料危機が予想きれる２１世紀

の社会において、これに手をこまねいてみているだけでは済まされない。ひとりひとりが、それぞれ

の機関が与えられた任務や目的を達成すべ〈、技術開発や調査・研究を進めることは勿論大切である

が､その一方で長期的な視野に立ち､大同団結して従来では不可能とも考えられた規模の開発や調査・

研究を行うことが、２１世紀の地球に生きる我々の使命である。次世代の人々が夢と希望を持てる社

会を、海を創りあげるために、組織や文化の壁を乗り越えることが今の私たち、海洋に携わる者すべ

てに期待されていることであると、著者は思う。
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ＭＯＤＥＣの成長戦略

山田健司

三井海洋開発株式会社

１．はじめに

石油開発の現場は陸上から海洋へ，浅い海からより深海へとシフトしており，この流れを背景に

FPSOをはじめとする浮体式海洋石油生産設備の需要は着実に増加している．当社の前身である旧三

井海洋開発㈱が最初にFPSＯプロジェクトを受注した１９８５年から約１８年が経過し，当社はこれま

でにFPSO/FSO１６基（うち建造中４基)，ＴＬＰ２基（うち建造中１基）のプロジェクトに携わり，

現在FPSＯ業界シェアで世界第２位に位置するまで成長を遂げてきた．当社のこれまでの成長を支え

てきた事業戦略を，実例と今後の展望を交えながら紹介する．

2．プロジェクトの変遷

20051990 １９９５ ２０００

図１プロジェクトの変遷（契約から完工まで）

1９８５

2.1ＦＰＳＯコントラクターとしての土台形成

１９８５年から９０年代半ばまでの十数年間は，当社がFPSＯ市場に参画しFPSＯコントラクダ

しての基盤を築いた時期である．事業多角化の結果いずれの分野においても際立ったマーケット

１９８５年から９０年代半ばまでの十数年間は，当社がFPSＯ市場に参画しＦＰＳＯコントラクターと

しての基盤を築いた時期である．事業多角化の結果いずれの分野においても際立ったマーケット・シ

ェアを獲得できなかった旧三井海洋開発㈱の反省から,１９８８年に再スタートを切った新会社は当時ま
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だ黎明期にあった浮体式生産設備に事業内容を一本化した．

当社がFPSＯ業界に参入するきっかけとなったのは旧三井海洋開発㈱が１９８５年に受注した

Marathon社向けFPSＯプロジェクト（インドネシア・ＫａｋａｐＫＨフィールド）である．FPSＯ事業

がまだ確立していなかった当時において，このプロジェクトは国際入札を通じてコントラクターが

FPSOの建造を請け負った最初のプロジェクトであった．同プロジェクトでの成功が認められ，１９８８

年には２基目となるAmoseas（Chevron/T1exaco）社向けＦＰＳＯプロジエクト（インドネシア・Ａｎｏａ

フィールド）を受注した．これはコントラクターがTllrnKeyで請け負うプロジェクトとしては世界

で初めての新造ＦＰＳＯである．続いて受注したＪＨＮ社向けＦＳＯプロジェクト（中国・Lufbngl3-1

フィールド）では，円高に伴う国際競争力を考慮してＦＳＯの改造工事に当社としては初めてシンガ

ポールの造船所を起用した．このように個々のプロジェクト毎に新しい試みと挑戦を重ねク当社は

FPSOコントラクターとしての土台を築いて行った．過去のプロジェクト実績を重視する傾向がある

石油会社を顧客にする当社にとって，この期間に積み上げた実績は以後の発展の礎となっている．

２２本格的オペレーションを開始

１９９８年は１つの転換期であった．それまでは

FPSOの設計･建造のみを請け負うプロジェクト

が大半であったが，１９９８年に完工したＢＨＰＰ社

向けFPSＯプロジェクト（豪/東チモール・

Elang/Kakatuaフィールド）を皮切りに，当社

はＦＰＳＯの本格的オペレーション業務（Ｏ＆Ｍ：

Operation＆Maintenance）に乗り出したので

ある（図２)．これは当社がＦＰＳＯを建造するだ

けでなく，ＦＰＳＯを保有し，石油会社に代わって

FPSOのＯ＆Ｍを請け負うチャーター契約を石

油会社との間で結び,従来石油会社が行っていた

図２FPSＯ"ＭＯＤＥＣＶｅｎｔｕｒｅｌ,,

FPSOのオペレーション業務全般を当社が遂行するものである．

オペレーション事業を行うことのメリットは,収益の安定と設計･建造へのフィードバックである．

FPSＯ建造プロジェクト１件の受注価格は100～300億円と高額であり，１基の建造期間が１～２年と

長いため，FPSＯ建造のみに収益を頼る体質では収益のアップダウンが激しく，業績が不安定な状態

を免れない．オペレーション事業では生産開始以降に石油会社から支払われるチャーター料がＦＰＳＯ

の建造費用に充てられ，長期にわたり安定的な収入の確保が可能となる．又，ＦＰＳＯの操業経験から

得たノウハウを設計・建造にフィードバックすることで，より目的にかなったＦＰＳＯを石油会社に提

案できる．現在ＦＰＳＯの設計・建造からオペレーションまで一貫して行えるのは，当社を含めて世界

で４～５社である．

2.3MODECInternationalLL.Ｃ・の設立

１９９９年１月，当社は米国子会社ＭＯＤＥＣ(Ｕ・ＳＡ),Inc・を発展させ，米国ＦＭＣ社と合弁で米国ヒ

ューストンにMODECInternationalLLC．（以下MILLC）を設立した．これにより当社グループ

の営業活動を東京とヒューストンの本格的二極体制とし，当社はアジア・オセアニア・中近東,MILLC

はメキシコ湾・ブラジル・西アフリカを営業領域とした．石油産業のメッカであるヒューストンに新
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会社を設立した目的は，当地に拠点を置くメジャー各社向け大型案件の受注活動の強化，当社が９０

年代前半から研究開発を進めてきたＭＯＳＥＳＴＬＰの実機受注，そして海底マニホールド・坑口装置の

分野で実績のあるＦＭＣ社と共同で行うFullFieldDevelopmentの実現である．

当社初のＴＬＰプロジェクトは米国ElPaso社から受注し，２００１年７月にメキシコ湾ルイジアナ沖

Princeフィールドに据付けられた（図３)．２００２年には２基目のＴＬＰを受注し，今後もＴＬＰの需要

は継続的に見込まれている．２００１年に受注したEnterprise社（現Shell社）向けFPSＯプロジェク

ト（ブラジル・Bijupira＆Salemａフィールド）では，ＦＭＣ社と共同でFullFieldDevelopmentを

行うこととなった（図４)．これは従来石油会社が所掌していた海底の井戸元を制御する海底マニホー

ルドの製作・設置を当社グループで行い，海底の井戸元からＦＰＳＯまで，ひとつのフィールド開発に

必要なシステム全体を一括して請け負うものである．MILLCの設立により，当社は石油会社の大規

模海洋油田開発プロジェクトに全面的に取り組む体制を整えた．
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図４Bijupira＆Ｓａｌｅｍａプロジエクト図３PrinceTLP

3．成長のための戦略

FPSＯ業界で成長し続けるには，①海象条件やフィールドの特性を勘案してそのプロジェクトに最

適なＦＰＳＯを設計から建造，据付，オペレーションまで一貫して行う技術力，②メジャーをはじめと

する欧米系中心の石油会社や世界中に分散するサブコントラクターと対等に取引をする国際交渉力，

及び競合他社と戦っていく国際競争力，③上記の要素を最大限に活用し徹底したコスト・納期管理を

行い，プロジェクトをまとめ上げるプロジェクト・マネジメントカが必須である．以下ではそれぞれ

の要素と当社の取り組みについて述べる．

4．技術力

4.1参入障壁となる係留技術

ＦＰＳＯは主として船体，係留，プロセスの３つのシステムから構成されている．この内FPSＯ市場

への新規参入業者にとって技術面での最大の参入障壁となるのが係留システムである．これは１００年

ストームの様な非常に厳しい海象条件下においてもＦＰＳＯを波，風，潮流から受ける力に対抗して定

点に保持する設備で，一点係留方式（SPM-SinglePointMooring）が一般的である．船体との接続

はTllrret係留方式が代表的で，巨大なベアリングを介して船体に接続される．このベアリングのおか

げで船体は風見鶏のように波,風,潮流からの外力が最も小さくなるようにTurretを中心として自由
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に回転することができる．ＦＰＳＯのフローラインは原油を搬送するFlexibleRiserと海底の坑口装置

をコントロールするUmbilicalCableからなり，係留システムによる回転に追従するFluidSwivelを

通じてＦＰＳＯ上のプロセスシステムへとつながる．あらゆる環境条件の下で石油・天然ガスを取り扱

うＦＰＳＯを安全且つ生産を停止することなく操業するために，フローラインを含む係留システムは生

命線の役割を果たしている．係留設備の技術を保有している会社は世界に数社しかなく，当社はその

内の１社である米国ＦＭＯＳＯＦＥＣ社と１９８４年から技術提携を結び良好な関係を継続している．

4.2’DechnicalIntegrity

２．２において，オペレーション業務から得たノウハウを設計・建造へフィードバックしてFPSＯプ

ロジェクトの最適設計が可能になると述べた．FPSＯ建造者とオペレーション業者が異なる場合，

FPSＯ引渡し時に充分な情報交換が行われずにFPSＯ操業開始後に安全・メンテナンス面において支

障をきたすケースが見受けられる．あるいはオペレーター側の設定した設計条件に従って設計・建造

したにも関わらず，実際のオペレーションの場では利便性・操作性が悪く，オペレーター側からクレ

ームが寄せられるケースもある．いずれも技術面・契約面での一貫,性が欠けているために起こる問題

である．当社はオペレーションを請け負わない売切り案件であっても，オペレーションの段階まで考

慮してFPSＯシステムの設計・建造を行うノウハウを有している．このノウハウを有効に活用するこ

とで，石油会社の指示通りにＦＰＳＯを設計・建造するのではなく，最適なプロジェクト開発コンセプ

トを石油会社に提案し，ＦＰＳＯの設計・建造からオペレーションまで一貫した技術サービスを石油会

社に提供している（図５)．

。■｜蕊ｉソ■・
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図５１bchnicallntegrity

4.3FunFieldDevelopment

近年のオイルメジャーの大編成に伴い，石油生産現場のアウトソーシングの要求は年々高まってき

ている．従来は石油会社と当社とで工事所掌を分担して行っていた開発プロジェクトを，先に述べた

Enterprise社向けFPSＯプロジェクトの様に，石油会社から一括して請け負うFullField

Developmentを行えるか否かは，今後FPSＯ業界で勝ち残っていくためには重要なポイントとなる

だろう．ＦＰＳＯを建造するContractｏｒからオペレーション業務も行うServiceProviderへ，そして

プロジェクト全体を統括するFieldDeveloperとして，当社は今後もＦＰＳＯのハード面・ソフト面あ

らゆる局面に亘りプロジェクトに携わっていく．
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5．国際競争力

5.1ファブレスの強み

当社は工場を持たないファブレス企業である．

海外との取引が大半を占める当社にとってファブ

レスであることの強みは，造船所やベンダーを自

由に選択できることである．契約はドル建てで行

われ，為替変動の悪影響を受けにくい．先に紹介

したＪＨＮ社向けＦＳＯプロジェクトでは，１９８０

年代後半からの円高の影響を考慮して人件費が当

時日本の約半分であったシンガポールの造船所を

起用した．これ以降の当社のFPSＯ改造工事は全

てシンガポールの造船所で行っている．

２００１年に受注したPTTEP社向けＦＳＯプロジ

図６シンガポールの造船所でのミーティング

エクト（タイ・Bongkotフィールド）では，当社として初めて中国の造船所を起用した．更に

年受注のAnadarko社向けＴＬＰプロジェクト（メキシコ湾・MarcoＰｏｌｏフィールド）では，

のHull部分の建造工事に韓国の造船所を初めて起用した．今後も価格・対費用効果を考慮し，

の造船所やベンダーを積極的に起用していく方針である．

2002

ＴＬＰ

海外

5.2ＭILLCとの連携

２．３で述べた通り当社グループは東京とヒューストンに二大拠点を置いている．世界各地で展開さ

れるプロジェクトをくまなくカバーするために営業活動は当社とMILLCとでエリア分けして行って

いるが，当社一ヒューストン間での情報交換を綿密に行うことにより，石油会社の最新の開発動向を

当社グループ全体で把握する体制をとっている．顧客との複雑な折衝においてはMILLCの英語力が

国際営業力をバックアップしている．技術面では，東京からMILLCに出向者やプロジェクト・エン

ジニアを派遣して日本の高い技術水準をMILLCに浸透させると同時に，米国の最先端技術を当社グ

ループに取り込む努力をしている.特にＦＭＣ社及びＦＭＯＳＯＦＥＣ社との繋がりの強いMILLCから

係留技術及び海底マニホールド技術に関する有益な情報を得られるメリットがある．ファイナンス面

では，MILLCを含む当社グループ全体の資金調達を全て東京でコントロールしている．東京と

MILLCの連携は，当社グループ全体のサービス提供力を量と質の両面からレベルアップさせ，石油

会社からの要望に対し常に万全の体制で対応する支えとなっている．

5.3国際交渉力

当社の顧客である石油会社や当社がＦＰＳＯの建造の際に発注する造船所･サブコントラクターは海

外の企業が９割以上を占めるため，英語でのコミュニケーション能力は重要である．どんなに優れた

エンジニアであっても英語で相手と対等に取引ができなければその技術力は役に立たないも同然であ

る．当社では社員全員にTOEIC受験を義務付けており，営業及びプロジェクト・マネジャーは８００

点，エンジニアは７３０点のクリアを要求している．又，ハーバード・ビジネス・スクールが主催して

いる経営者向けのビジネス講座ＡＭＰ（AdvancedManagementProgram）に数年前から幹部社員や

役員を派遣し，国際レベルでの会社経営の実践を学ぶ機会を与えている．
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6．プロジェクト・マネジメント

当社にとってプロジェクト・マネジメントとは，顧客である石油会社を満足させるべく世界中に分

散したベンダーやサブコントラクターの品質・納期を管理し，造船所にこれらを集結して，決められ

たコスト・納期内でFPSＯプロジェクトを完成させることである．当社の所掌範囲は単にＦＰＳＯを建

造し造船所岸壁で引渡すのではなく，完成したＦＰＳＯを生産フィールドまで曳航してフックアップを

行い，井戸元からライザーを通してFirstOil-inし，ＦＰＳＯ全装置が設計・計画通りに作動すること

を確認するまでの全工程を含む．従ってプロジェクト・マネジメントの対象としては，ＦＰＳＯの各コ

ンポーネントを下請する製造業者/FabricatonFPSO船体部を建造する造船所，FPSＯ完成後に現地

でのフックアップを行う海洋工事会社，現地でコミッショニングを行うコミッショニング・チーム等

が含まれる．

6.1Competentなプロジェクト・マネジメント・チーム

プロジェクトを実際に現場で監督するプロジェクト・マネジメント・チームは，プロジェクト・マ

ネジャーの下，コントラクトアドミニストレーション・マネジャー，プロジェクト・エンジニアリ

ング・マネジャー，５～１０人程度のプロジェクト・エンジニア及び現地で雇用する数十人のスーパー

バイザリー・スタッフ，インスペクターで構成される．プロジェクト・マネジメント・チームが管理

するサブコントラクターの担当スタッフや作業要員は，様々な国籍/人種・総勢１，Coo人にものぼる．

これだけの組織を少人数で取り纏めるのに欠かせないのは優秀なプロジェクト・マネジメント・チー

ムの確保である．プロジェクト・マネジャーの人数が当社で同時進行できるプロジェクト数を決める

と言っても過言ではない．当社のプロジェクト・マネジャーの育成は原則としてＯＪＴが中心となっ

ており育成には長期間を要する．FPSＯプロジェクト数の増加に応じ当社の成長をリードしていく存

在として,若い世代からプロジェクト･マネジャーを育て上げることが現在当社の急務となっている．

少人数でプロジェクトを遂行するためにはプロジェクト・マネジメント・チーム内での迅速な意思決

定も不可欠である．このため当社ではプロジェクト・マネジメント・チームに大幅な権限委譲をして，

社内の管理階層で費やされる時間を徹底的に削減している．プロジェクト・マネジメント・チームは

多人数で構成することは得策ではなく，むしろ同一目的を共有し互いの意思の疎通がスムーズに進む

少人数であることが好ましい．

6.2コスト・納期管理

現場でのプロジェクトの進捗状況を東京でも的

確に把握しコスト･納期管理をチェックするため，

当社では国際テレビ会議を使ったプログレス・ミ

ーティングを毎週行っている（図７）．このミーテ

ィングでは現地のプロジェクト・マネジメント．

チームと東京サイドとの間でプロジェクトの現状

報告，問題点の分析，予算対コストの評価と検討，

今後の課題点等を議論し，プロジェクト・マネジ

メント・チームを全社体制でバックアップしてい

る．

新規参入業者の多くがFPSＯ業界から撤退して

図７テレビ会議の様子

(プログレス・ミーティング）
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いく最大の理由は，設計変更・調達の遅れ・造船所の混乱等に対応しきれずに生じる納期遅れ及びコ

スト・オーバーランにある．石油会社は生産開始後に石油を売却して得た収入でプロジェクトの投資

コストをカバーし，更に次の投資計画を立てていく．そのためＦＰＳＯの納期遅れが原因で生産を遅ら

せることは，NetPresentValueの最大化を目標とする石油会社が最も避けたい事態であり，ＦＰＳＯ

の建造を請け負うものが決してしてはならないミスである．然しながら約半数以上のプロジェクトで

納期遅れが実際に起きている．その際には高額のLiquidatedDamage（納期遅延金）が発生し，更に

実績を重視する石油会社から信頼性を疑われ以後の受注活動に悪影響を与える．当社は徹底した納期

管理を行い，これまで１件を除き全てのプロジェクトを予定納期内に完了させている．

6.3StrongCommitment

石油会社が当社の仕事を評価する際に必ず口にするのは，プロジェクトに対する“Strong

Commitment”である．これは納期を守るためには深夜残業・休日出勤を厭わず，私生活に多少の犠

牲を払ってでも仕事を成し遂げる強い責任感の表れである．日本人的な生真面目さのなせる業なので

あろうが，納期を遵守し顧客の要求を最大限満たすために努力を惜しまない当社の姿勢は顧客から高

い評価を得ている．この“StrongCommitment”を再度期待してであろう，当社は一度プロジェクト

を受注した石油会社からリピート・オーダーを受けるケースが多い．

7．今後の展望

FPSＯ業界が今後遅かれ早かれ直面していく開発トレンドは，FullFieldDevelopment，大水深海

域の開発，天然ガスの開発である．FullFieldDevelopmentについては前述したので，ここでは大水

深海域の開発と天然ガスの開発について述べる．

7.1大水深海域の開発

近年西アフリカやブラジル沖を中心に1,000ｍを超える大水深に位置する大型油田が相次いで発見

されている．大水深海域での開発コンセプトは，坑口装置をWetmPeeとDrymPeeのどちらにするか

がオペレーション上の重要な決定要因となる．ＦＰＳＯはWetTreeでありＵｍｂⅢcalCableを通じて

海底の井戸元を制御する坑口装置に指令を出すが，坑井装置の故障やメンテナンスの必要が生じると

生産を一時中断し，数千万円/日の掘削リグをチャーターしての修理作業に多大な費用を支払わねばな

らない．当然のことながら水深に比例して海底工事の難度・コストは増す．一方ＴＬＰは海面上に坑

口装置を設置するDrymPeeであり，修理・メンテナンスを容易に行える利点がある．但しＴＬＰには

生産した石油を貯蓄しておくキャパシティが限られているため，生産した石油を近くのパイプライン

に送油するか，近隣にＦＳＯを新規に設置するかを選択する必要がある．網の目の様に既設のパイプ

ライン網が整備されているメキシコ湾でＴＬＰの発注が相次いでいるのは，ＴＬＰから生産された石油

をスムーズに輸送できる環境のためである．インフラの整備が遅れている西アフリカでは，ＴＬＰと

FSOのコンビネーションによる開発プロジェクトが今後提案/実現されていくであろう．当社では

FPSO/FSOに加えＴＬＰの商品実用化にも成功し，大水深海域の開発に臨む体制を強化しつつある．

7.2天然ガス

天然ガスは石油に代わる代替エネルギーとして注目されている．以前から石油会社を中心にＬＮＧ

ＦＰＳＯの開発研究は進められているが，コスト及びマーケットの理由から実用化には至っていない．
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しかしプロパン，ブタンガスを液化したLPGFPSO/FSOは既に実用化され，西アフリカ，東南アジ

アで新規需要が出て来ており，今後はＬＰＧＦＰＳＯ/FSOの急速な成長が期待される．マーケットの動

向によってはＬＮＧＦＰＳＯに替わりメタノールＦＰＳＯの開発が進むことも考えられる．一方ＮＧＨ

（NaturalGasHydrate）の開発についてもFloatingNGHプラントの実用化に期待が寄せられてい

る．

8．おわりに

ＳＢＭ

図８FPSＯ/FSOマーケットシエア

M激Ｃａ卿年-2Ｍ卓〃ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ,石鵬社を除くノ
Ｏｃｅ

出所：以下の鯛五資料をもとに当社調べ

(対象範囲:2002年５月現在で稼動中/稼動可能及び建造中のFPSO/FSOプロジェクトのうち

１９９８年以降に建造.据付られたもの）

MOMePmdudiDnSyslBmsoflheWblﾒd-4fhediYiOn200ﾌﾞ(OiIfieldPublicationsLtd.）
RbalmgPrDdUdiOnSysfems‐Apnｿ2002(IntemationalMaritimeAssociates,Inc.）
200ﾌﾞMbbﾉﾘｅＯﾉﾜちhorBPrDdUdjonUnjlS(WOndOil）

ter

3ｅｒｏｅｓｅｎ ＰｒＣ

現在のFPSＯ業界はＳＢＭ社（モナコ)，ＭＯＤEＣ（日本・米国)，B1uewater社（オランダ）が３

強として位置付けられている．ＳＢＭ社はオランダの造船業者IHCCaland社を親会社に持ち，高い

技術力と欧州企業の特性を生かした事業展開を行っており，当社にとって非常に手強い競合相手であ

る．新規業者の市場参入の脅威もあるが，当社の目下の目標は圧倒的なシェアを誇るＳＢＭ社の地位

を脅かすような“StrongWOrldNo､２，，を目指すことである．この目標を達成するためには，優秀な

プロジェクト・マネジャーの育成と巨額のプロジェクト資金調達に対応するための財務体制の強化が

現在の課題となっている．当社はこれらの課題を克服し，ＦＰＳＯのLeadingCompanyとして今後も

海洋油田開発プロジェクトへの挑戦を続けていく．

－２５－
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２１世紀の水産業の基本戦略

小野征一郎

近畿大学農学部国際資源管理学科

１．はじめに（１）

２１世紀の水産業の基本戦略を検討するとすれば、２００１年成立した水産基本法が出発点となろう。

その内容・骨子を説明することは省略するが(2)、国民に対する水産物の安定供給とそれを支える水

産業の健全な発展が２大眼目である。食料供給産業としての水産業が、戦前以来の伝統的な、また最

も基礎的な役割であることは言うまでもない。高度成長期、さらには１９８０年代以降、海洋利用は水

産業に限られることなく多角化する。埋立・干拓による士地の創出、海底鉱物資源の開発がその代表

であろうが、水産業をも含むこれらの産業的利用に対して、市民的利用、すなわち海洋レクリエーシ

ョン－以下、海レクと略する－が勃興し水産業にビジネスチャンスを与えている。食料供給産業とい

う視角とあわせて、水産業の基本戦略を、フィッシュビジネスという観点から海レクをとりあげ検討

し、最後に海洋利用の大前提と見なされる環境保全に論及し結びとしたい。

２．食料供給産業一自給率一

水産物の安定供給を端的に表現するのが水産物の自給率であり、水産業の発展にとって最も重要な

課題が担い手の確保にほかならない。以下この両者を、前者には農産物を含む食料自給率を視野に収

めながら検討する。

水産物の自給率のピーク（1964）＝113％が物語るように、1970年まで水産業は輸出産業であった

（図１)。輸入産業化した７０年代においても、イワシ・サバ缶詰を中心に、日本の水産物輸出額は世

界でも有数であった。これは歴史的に一貫して、工芸作物である生糸以外には、食料農産物による目

ぽしい輸出品を持たなかった農業とは顕著に異なる。日本の国際収支が黒字基調となるのは７０年代

のことであるが、それまで国内的・国際的に比較優位産業としてフロント・ランナーであった水産業

は、８０年代後半以降完全にその地位を失った。ここで農産物を含む食料自給率について２点を指摘し

ておきたい。

第１．２００海里体制の定着、さらに８５年のＧ５以降の急速な円高により、水産物自給率（食用）

が2000年には５３％まで低下した。魚種別に自給率を示した（表１）によれば、イワシは後述にゆず

り、サバ・アジも資源変動要因が無視できないが、それよりも小型魚（ｏ・１歳魚）の過剰漁獲一総

量の８割以上一が生育して成魚となり食用となることをさまたげ(3)、大型魚の輸入を招いている。

カレイは資源回復力をこえた漁獲が、親子の再生産関係を崩している(加入乱獲)。これらは乱獲によ

る国内生産力の低下が自給率の低下を招いた代表的事例である。他方タラ・カニ・タコは200海里体

制による漁場喪失が決定的に作用している。マグロにも一部その作用があるが、公海漁場における国

際競争力の後退がより大きな要因である。

以上、自給率低下に供給・生産サイドから接近したが、需要・消費サイドの要因、言いかえれば我々
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の食生活の実態に根ざしていることが見落とされがちである。その典型がエビであり、イカーモンゴ

ウイカーをはじめ、他の魚種にも大なり小なり該当する。２０万トンをこえるシロザケの回遊がありな

がら、より高価なベニザケを１０万トン以上も輸入し、消費者＝国民は「豊かな食生活」を享受して

いる。これは水産物のみならず、食生活全般にあてはまり、その結果が食料自給率の低下としてはね

返っているのである。この観点からすれば、食品の表示・情報の提供・知識の普及などをとりあげる

食料消費に関する食料・農業・農村基本法１６条、およびそれに基づく食生活指針（2000年３月）が

どのように機能していくかが注目されよう。

表１魚種別の自給率の現状

１１年度参考)１２年度

食
用
魚
介
類
の
自
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％
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図１食用魚介類の自給率等の推移

注:＊は】Ｑ(輸入割当)品目

第２･農産物と水産物がともに自給率を低下させていることは共通するが、両者の生産条件は基本

的に大きく異なる。すなわち日本の周辺水域は有数の豊度を誇る世界３大漁場の一つであり、２００海

里水域内面積も世界６位の広さである。他方、傾斜地が多い日本の国民１人当りの農用地面積は、ア

メリカの１／２０に過ぎない。日本の穀物生産＝土地利用型農業は決定的ハンディキャップを背負って

いるのであり、ＷＴＯ体制下の「自由貿易」こそ“フェアー，,ではないと言うべきであろう。

世界でも有数の恵まれない生産条件をかかえる農業は、畜産物消費の激増→飼料穀物の大量輸入を

主因として、農産物自給率が急激に低下し、ベースとなる穀物自給率は３割をきった。この趨勢を押

しとどめることはおそらく至難であろう。動物性蛋白質の供給源として、自然条件に恵まれた水産業

の役割は重要である。

「沿岸から沖合へ、沖合から遠洋へ」のスローガンが象徴する高度成長期の水産業は、「海洋自由」

を享受し、遠洋漁業が発展の波頭に立っていた。２００海里規制が全面的には浸透せず、またマイワシ

－２７－
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豊漁により７０．８０年代に1,000万トンをこえ

ていた生産量は９０年代に急減し、2000年には

638万トンに縮小した（図２)。アメリカ・ロシ

ア海域からほぼ完全にしめ出された遠洋漁業は、

いまや僅かに８６万トンにとどまる。政策的に

もまた実際にも、日本の200海里内の沖合・沿

岸漁業の利用・管理がきわめて重要になったの

である。もちろん、海況変動によるマイワシ激

減（ピーク＝８８年の４４９万トンに対し、２０００

年では１６万トン）を見落とすわけにはいかな

いが、自然的要因以外に、社会経済的要因に基

づく乱獲が生産縮小を招いていることは前述の
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づく乱獲が生産縮小を招いていることは前述の 図２漁業部門別生産量等の推移

通りである。

さて図示を省略するが、年々低下している水産物自給率がそのまま継続した場合､２０１２年の趨勢値

は５１％と想定される。２０１２年の自給率（食用）の目標値・６５％は（表２)、漁業管理の推進・漁場環

境の保全等により、資源を枯渇させることなく持続的に漁獲可能な最大限の水準を｢持続的生産目標」

(4)として政策的に設定する。また脂質の過剰摂取の是正、食べ残し・廃棄の削減等に取りくむこと

により（図３)、「望ましい水産物消費の姿」を示す。自給率は両者の結果として掲げられているので

ある。

表２水産物の自給率目標の設定

n年脚112(制 伽
捌
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資料：且#永き壱「水産基本齢■」（平皮14年３月■浅快定）等から作成
注：12年度の数伍は逮簸住

図３食品類別の食べ残し、廃棄等の割合

３．食料供給産業一担い手一

漁業就業者の減少・高齢化の進行が農業と同様に著しい。2000年では男子就業者の実に４５．２％が

60歳以上である。水産基本法の目標年は2012年であるが、日本の人口推計（中位）によれば、総人

口は２００５年をピークとして減少に転じる（図４)。２０１５年までは微減といってよいが、それでも高

齢化の上昇と生産年齢人口の下降は急ピッチである。グラフを省くが、国民所得（実質）のピークが

2008年、１人当りでは２０１３年と予測される。
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人口増加、地価・物価の上昇、経済の拡大と

いうこれまでの大前提が９０年代不況によって

崩れつつあるが､２１世紀の人口減少社会におい

てはそれが決定的となるのではなかろうか(5)。

競合財である畜産物にくらべ、水産物は高度成

長期以来､８０年代以降も数量の増加というより

も価格上昇に依拠してきた。生産量を政策的に

95～９７年水準にひき上げ自給率を高める状況

下で、価格上昇に期待できるかどうか、予測困

難であるというしかない。沿岸漁業の就業者数

を2000年の２２．１万人から政策努力により１１．５

万人|函、同一 １％

12.0m+EIN贋Ｉ間in▲１６０

幽早■比率(胡ｍ

－－－Ｌ－
．Ｅ■化卒1胡■
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I111ii
20~“広仮目」4,ｍＨｌＡｎＩ１１１１Ⅱ１１２０~劇倣（だ日勤''１１１門図園田剛闇園側

2,000卜■■■■■ＵｌⅡｌｌＩｌＩｌⅢ’１１ⅡⅡⅡⅡⅡ１１ⅡＨ１０

をzUUUdEFのｚｚ.」刀人刀｡ｂ収束労刀により11.0
0患Ｈ１丹ＩｌＩ鴉;回船忌日駅忌；弓l爵冊墨閖と１

万人と展望しているが(6)（趨勢値１０７万人)、200Ｍm５脇鰄柵脳獺脈ｍＭＯＯ５

労働力人口は人口の減少を上回り大幅に減少す図４日本総人口の予測（２０００年国勢調査より推計）

る。そのなかで水産業を核とした、あるいは農

業．林業を含め第１次産業を核とした地域経済を確立できるかどうかが政策課題となるのである。漁

業就業者が激減したとはいえ、現在では日本の津々浦々に漁業者が存在し、ともかくも漁業協同組合

が設立されている。人口減少に伴い将来的には、漁業者のいない地区、漁業協同組合が存在しない地

区が生じることが考えられよう。

「魅力ある漁業」がしばしば強調されるが、その第１条件はいかに高所得を確保・保証するかであ

る。漁業は労働条件にしても休日にしてもハンディが大きい。それを補うには、東京のサラリーマン

にも遜色のない高所得が不可欠である。もちろん漁業者にとって所得だけが「魅力」のすべてではな

いが、３Ｋ職場といわれる漁業に他産業以下の所得で就業することは、職業選択として￣般にはでき

ない相談であることを銘記しておきたい。それでは経営体数が１０．１万を数える、沿岸漁船漁家の経営

動向はどういう状況にあるのだろうか。
、～ムハ、～一一、一旦…＿戸…－，片－－，－，－－ハ係IＤ

漁船漁家のトン数階層別に､漁家所得(横軸）髄

と漁業所得（縦軸）を７５年からほぼ５年ごと伽

にプロットした（図５)。グラフ上の斜めの点線脳
は漁家所得にしめる漁業所得の比率（％）を表

わす。最初に漁船漁家平均から検討すれば、１２m
~3トン層と重なり見辛いが､横ばいまたはゆｌ棚
るやかな右肩上がりに推移し､９０年代半ば以降ｐ４ｍｏ
停滞していることがわかる。漁家所得を示すヨ8000

コ軸の右方向への推移は所得上昇を物語るが、柳

問題はその傾斜である。すなわち７５．８０年で1,0

は漁業依存度が５０％線の上方に位置していた
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が（56.7％・53.4％)、８５年以降５０％線の下方
Ｍ月日

となり、９８年では40％線をも害りり込む（37.8％)。図５漁業依存度

漁家とは言いながら､漁業所得が漁家所得の４割未満､年金は漁業所得の延長と見なしてよかろうが、

それを合計してようやく漁家所得の過半に達するのである。漁船漁家の内部に立ちいれば、事態はい

っそう鮮明になる。
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沿岸漁船漁業の半ばをこえる１トン未満・１～３トン層では、５００万円台（98年）の漁家所得の大

半を漁業外所得に頼る。言いかえれば漁業に主要な所得源泉を求めない、「漁業者ならざる漁業者」と

して存在する(7)。沿岸漁船漁業経営体数の約４割をしめ、中心的経済階層である３～５トン・５～

１０トンではさすがにようやく５割をこえている。しかし横ばいの推移が物語るように、９０年代半ば

まで漁家所得が着実に上昇したが、それは所得率の低下による漁業所得の伸び悩みを、漁業外所得の

増加により補い実現したのである。

漁業依存度の時系列的低下は漁業生産をこえて、流通・加工、さらには漁村にかかわる情報・サー

ビスをもあわせた広義の水産業を構想する必要性が生まれていることを示唆する。のみならず漁場・

資源条件から少数の自立経営しか存在しえず、所得獲得を狭義の漁業だけに限れば、地域としての活

力が低下し、存続すらが危ぶまれる漁村が必ずしも珍しくないのである。

４．フィッシュビジネスとしての水産業

海洋利用はまず漁業において確立・体系化したが、漁業・工業・鉱業等の産業的利用のみならず、

釣り・潮干狩りの遊漁が代表する市民的・レジャー的利用＝海レクが急激に勃興した。漁業センサス

は「レクリエーションを目的として、海面において水産動植物を採捕する者」を遊漁者として特記す

るが、釣りを主とする海面遊漁者数が着実に増加し、のべ4,000万人に近づいている（表３)。遊漁

以外では親水アメニテイ型海レクの代表である海水浴の微減を除き、いずれも急増した。マリンスポ

ーツが倍増をとげ､親水タイプのキャンプ客の伸びも大きい（表３)。海レクと部分的に重なる水産物

直販店の利用者が2,000万人をこえ、民宿は3,700万人を収容できる。遊漁船業を届出制から登録制

に改正し（2002年)、遊漁を漁業管理にくみこもうとしている。これを起点として、プレジヤーボー

トを、さらには陸釣りを射程距離に収めるべく、よりいっそうの前進・展開を期待したい。

表３海洋レクリエーション等の現状

海レクの勃興は水産業にビジネスチャンスを拡げたといえる。近年各地で展開している生産者の直

販施設＝お魚センター、朝市・夕市、宅配便・インターネット等による産地直送、あるいは付加価値

向上型のブランド化・地域特産品の開発等と海レクを結びつけていくのである。農業においては地域

内発型アグリピジネスとして、また分りやすく、一般的には、１次産業から２次・３次産業にわたる６
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次産業化として流布していることはよく知られていよう。

これまで往々}こして漁業者は水産物生産にとどまり、水揚げ後の販売・流通、あるいは加工による

付加価値向上に関心が乏しかった。まして海レクが提供するレジャー・サービス市場を外部の観光・

流通資本に任せることなく、水産サイドが積極的に掌握し活用する志向に乏しかった。周知のように

漁業と海レクには様々な軋礫があり、海面利用をめぐり随所で競合し、苦情・トラブルが絶えない。

漁業サイドからすれば「言いたいことは山ほどある」という実情はよく承知している(8)。

しかし海レクマーケットは、内水面を含む釣りが約１兆円規模といわれ、釣り具メーカーは無論の

こと、繊維・自動車・旅行・食品・医薬。流通・テレビ・出版等、様々の業界が注目する(9)。利用

頻度を勘案した年間のべ参加人口はマリンスポーツが約3,500～4,000万人、漁業が4,500～4,700万

人、両者に大差はない('０)。好むと好まざるにかかわらず、海レクと「共存」をはかっていくほかな

いのである。流通・加工のみならず海レクをも取りこみ、他産業にピケをとらない高収益・高所得を

実現するビジネスチャンスが水産業に与えられている。海の生産力を完全にひき出す持続的生産を達

成し、後継者の参入により漁家経営が再生産されれば、漁協を中核として漁村地域は自ずから活性化

しよう。

これまでハード施設の代表とされた漁港は｢豊かな漁場・漁港・漁村｣を標語に掲げ、流通・加工・

消費を一貫した流通システムの拠点として､さらに漁場･漁村整備と一体化した領域横断分野として、

自然と共生する環境創造型水産基盤の形成を企図している（'1)。食料供給としての狭義の漁業のみな

らず、都市と漁村の交流により水産業・漁村の総合的振興を図り、ソフトなサービス産業として水産

業が活動領域を拡げ、フィッシュビジネスとして再生していくことを展望したい。

５．結び－環境保全の役割一

海洋の禾１１用形態は、漁業禾U用・漁業外産業禾ｌｌ用・市民的禾Ｉ用に大別できる。市民的禾1｣用には漁業と

共通する水産資源禾Ｉｌ用と、海運業と同様なスペース利用（マリンスポーツ）のほか、アメニテイ価値

の追求が存在する。豊富な魚介類、自然的・人工的景観、静穏水域の広がり等の自然環境の豊かさは

アメニテイ空間としてそれ自身固有の価値をもち、国民生活の豊かさを追求する環境資産として海面

利用の評価を高めている。海面の環境保全は本来、人間がそこで生活し禾11用するうえでの基本的前提

であり、「海」は人間として享受する自然との関係を象徴していると考えられる。

海洋の資源利用においてこれまで漁業が日本では先行しており－当然ながら鉱業が進出している－，

高度成長期には埋め立てが代表するスペース利用が優先され、アメニテイ価値は８０年代以降次第に

注目ざれ重視されるに至った。資源利用も漁業が環境産業として見直されつつあると同時に、釣りを

筆頭とする海レクがますます比重・役割を高めている。

資源利用の水産業は環境保全と不可分の関係にあり、海洋環境のモニタリング機能を果たしうる。

海面のアメニティ空間としての価値は環境保全と密接な関係をもち、自然景観と不可分の、生産対象

としての｢海｣の属性であると考えられる｡水産業はいまや国民的レジャーとして定着した海レクを、

水産政策の全面的な－遊漁船業による釣りのみではなく－対象に含めることを選択すべきではな

かろうか。そこでは水産資源の管理のみならず、海洋環境の維持・保全がますます重要となろう。生

物環境．自然環境・アメニテイ環境が良好に維持されなければ、集客は困難であり、フィッシュビジ

ネス＝海業（'2）は成立しない。

海洋生態系との調和をあまり考えず、陸上の生産活動をそのまま沿岸域に延長する性格が６０．７０

年代の海洋利用には濃厚であった。しかし現段階においては、狭義の産業的利用に限ることなく、市
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民的・総合的海面利用の重要'性が高まっている。海レクと漁業では、遊漁をめぐる資源競合、あるい

はマリンスポーツ・プレジャーボートとの海域競合といった多様な利用競合をひき起している。レジ

ャー的利用が既存の漁業的秩序を不安定にし、社会的コンフリクトが発生する。自然環境との調和を

守りながら人間の利用ニーズに応える、自然と共生するビジョン・政策の構築に、水産業が積極的な

役割を果たすことが期待されるゆえんである。

水産基本法が適正な漁業管理により、海洋の環境保全の旗手となる最大のよりどころであることは

言うまでもない。しかしそれのみでは、陸上活動に起因する環境破壊には手が届かない。ダイオキシ

ン．ＰＣＢがその端的な事例である。産業排水･畜産を含む農業排水･生活排水が海洋汚染をすすめ、

開発事業が貴重な干潟・藻場を失わせてきた。特定産業の枠組みをこえた、海陸一体の沿岸域管理

(13)、より一般的には海洋政策の確立が急務であろう（14)。地球環境問題が２１世紀の人類的課題と

して提起されていることは周知の通りである。海洋生態系を保全し、水産業を環境保全産業として再

生させるためには、基本法を出発点として、それをこえる国民的・人類的課題が存在することを指摘

しておきたい。

注

（１）講演のプレゼンテーションが適切さを欠き、お聞き苦しかったことをおわびしたい。当日発表

できなかった内容をできる限り補完した。

（２）本稿と重なる部分があるが、小野征一郎「水産基本法の成立」（『国際漁業研究』５－１，２００２、

同『水産基本法と水産研究』（『日本水産学会誌』６８－２，２００２）を参照。

（３）「成長乱獲」という。小型魚は養殖のエサに使うしかない。

（４）２０１２年の目標・６８２万トンは1995～97年頃の生産水準である。

（５）人口減少については「豊の浜塾」の第１回講座（大分県．2002年８月２８日）の基調講演「２１

世紀の水産業と担い手の在り方」（川本省自・海洋水産資源開発センター）から示唆をえた。も

っとも、人口減少社会は付加価値の配分方法を変えれば、１人当たりＧＤＰが減少するとは限ら

ず、むしろ成熟社会をむかえられると考える有力な見解がある。（藤正厳・古川俊之『ウエルカ

ム・人口減少社会』文春新書、2000)。

（６）農水省「水産基本計画参考資料」2002゜

（７）周知のように農業では８割以上が２兼農家であり、経済的にも専業・１兼より優位にある。農

業外所得に基準をおく「農業者ならざる農業者」が支配的地位をしめていることに、日本農業の

困難さが表現されている。

（８）小野征一郎｢海洋レクリエーションと漁業｣(『200海里体制下の漁業経済』農林統計協会､1999)。

（９）秋月直子「地域振興における釣り人の役割」（『水産振興』387号、2000)。

（10）湊清和「日本漁業と海の利用関係(中)」（『レファランス』５５７号、1997)。

（11）長野章「漁港漁場整備法の制定とその背景」（『日本水産学会誌』68-2,2002)。また９１年

の藻場・干潟の現存量が約２５．３万ｈａ、７８年の２６．２万ｈａから約１万ｈａ減少した。沿整事業に

より２０００年までに8,2001ｍ造成したが、２００６年までにおおむね５，OOOhaに回復することを目

ざしている（｢港湾漁場整備事業の推進に関する基本方針」2002)。

（12）高知大学｢土佐の海の環境学シンポジウム」（2002）に掲載された、シンポの基調講演「士佐

の海の環境学一人と海との調和的関係を求めて－」（婁小波・東京水産大学）に示唆をうけた。
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(13）「２１世紀におけるわが国の海洋政策に関する提言」（日本財団、2002）は、提言３において、

沿岸域の埋め立てを最大限抑制し、自然環境の回復に取り組むことを指摘する。提言４の漁業関

係法制の抜本的改革、漁業補償に対する透明性・公正性の確保とあわせ、注目に値しよう。

私自身は前者について、海岸の埋め立てを環境保全の見地から、全面的に禁止してよいと考え

ている。公共投資のダムに対する批判が強いが、それのみならず埋め立てにより、例えば「無用」

の空港建設が行われている。この見地からすると、素人見ではあるが、メガフロートの報告が興

味深かった。後者は人口減少により漁業就業者減少が加速すると予想される２０１０年前後には、

漁業協同組合制度の改革が必要となろう。また漁業補償に対する批判には耳を傾けなければなら

ないが、海面埋め立てが陸上での士地取得よりもコスト的にはるかに安あがりであり、それが故

に｢法外な｣補償が行われている事情を見逃せない。

(14）海洋保全・海洋利用・海洋研究を三本柱とする「２１世紀初頭における日本の海洋政策」（科

学技術・学術審議会、2002）は、最後の｢海洋政策全体にわたる基盤整備｣の末尾において、よう

やく「総合的な視点に立った海洋政策の企画・立案システム」を挙げる。前注の「提言」はもと

より、多くの識者がこの点を必須であると認識している。

図表の出所

図１．２．３：水産庁企画課「水産基本計画のあらまし」より再掲

図４：川本省自「２１世紀の水産業と担い手の在り方」より再掲（注５参照）

図５：水産庁企画課「漁業経済調査の累年統計資料」（平成１１年）より作成

表１．２：水産庁企画課「水産基本計画のあらまし」より再掲

表３：「漁業センサス」（加藤哲也「第１０次漁業センサス結果の概要」ｐ３８～ｐ４１を－部訂正

『水産振興』Ｎｏ．３８３ １９９９）
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討論１

●司会（遠藤）私は土木学会所属の遠藤茂勝です。よろしくお願いします。これまでい

ろいろお話をいただきましたが、それぞれ関連もあるかと思います。３人のご講演がござ

いましたがどちらの講師についてのご質問でも結構でございますので、ご質問等がありま

したらお願いしたいと思います。それではよろしくお願いします。

●佐久田佐久田昌昭です。堀田先生への質問です。堀田先生から一元化ということにつ

いていろいろお話を頂戴しまして、私もまったく同感でございます。海洋関係の人材育成

の一元化が非常に大事なのではないかと予々思っております。子どもたちの集まりを見て

も、ボーイスカウトやガールスカウトには親は競って集団教育が必要だといって出すので

すが、海洋少年団や海洋少女団にはさっぱり集まらないのが実態です。これは氷山の一角

なのですが、海洋に関する正しい理解といいますか、知識をきちんと植えつけて、先ほど

の三井海洋開発（MODEC）さんのお話のような第一線の産業に関連する技術者の育成を、

システマティックな人材の育成が必要だと思うのです。

それには実際にどうすればいいのかという話になりますが、私はしごく簡単ではないか

といいますのは、海洋関係の予算の適正な配分により人材育成にそれ相応のお金があるよ

うにさえすれば、５年、１０年、１５年後の海洋関連の産業、あるいは海洋関連の調査活動

が一変するのではないかという感じがしてならないのです。海洋関連の人材育成の一元化

について堀田先生はどのようにお考えか、ご意見を頂戴したいと思います。

●堀田（パネラ）電子図書館というところで少し申しあげたのですが、私どもも以前海

洋に関して小中学校の教育がどうなっているか、実際にすべての検定教科書を調べてみま

した。佐久田先生は比較的簡単にできるのではないかということでしたが、私どもは、ま

ず基盤は小中学校の義務教育の中での海洋の理解の向上だという認識を得ました。国全体

の海洋の基盤を上げるためには、基本となるのは小中学校の義務教育の中にどうそれを盛

り込んであるかということを調べて、更に海洋の理解向上のプログラムを盛り込ませるか

ということだと思ったのです。

小中学校の教科書の中で海洋を捉えている部分は、水産に関する海の部分以外は１ペー

ジもしくは数行しかないのが現状です。そういうことですから、理科の先生に関しても、

海洋の私どもからすると非常に基礎的な知識もお持ちでない理科の先生がほとんどです。

ですから理科の先生自身が海洋を教えることができないという現状です。それが回り回っ

て結局、海はきれいだな、波が来るな程度の意識しか国民が持たなくなっているのです。

そこで、予算を一元化してそこから具体的にどうするかということは私もわからないの

ですが、文部科学省の教科書検定に何か入れていくというのは相当難しいわけです。私ど

ももやったことがないのですが、それはいろいろなところから狼煙を上げなければいけな

いのですが、まずはマスコミからです。例えばＮＨＫという全国ネットワークを持ってい

るようなところに海に関するいろいろな話題を提供していく。これは私どももＪＡＭＳTEC

ではかなり力を入れながらやろうと思っています｡もしくは海外の素材を持ち込みながら、
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やはり国民の目にいかに触れさせるかです。それはかなりミーハー的でも構わないと思う

のです。そういうところで持ち込まないといけないわけです。そういう中で少し勉強して

みようかなという気運が高まれば、いずれ教科書の中にもう少しボリュームがとれるので

はないかと思っています。

予算的措置がかなりとれたら、その次は先生の教育だと思います。子どもたちの直接の

教育は今申しあげたようなやり方でしかないのですが、やはり本質的な問題は、先生が海

を理解していないことだというのを認識して、私どもでは小さいプロジェクトで、横須賀

市ぐらいしか対象としていないのですが、理科の先生を集めて基礎的な勉強を３日間ぐら

いにわたって行っていまして、これが全国に広がっていくと次の効果が出てくるかなと思

っています｡私もそれ以上は具体的な方策はなくて、まったく方向的には賛成なのですが、

具体的なやり方については私どもも模索しているというところだけご説明させていただき

ます。

●門馬（海洋科学技術センター）堀田さんのお話について質問というよりはコメントで

す。国産化という話がありましたが、国産化の目的は二つあると思います。一つは日本に

ないものを作る。もう一つは産業を育てる。こういう観点で海洋センターの３０年をふり

返ってみると、欧米に追いつき追い越せということで一流の道具ができましたが、産業育

成という観点でみると、産業化したものがいくつあるかです。私の知っている範囲でみる

と、トランスポンダ、深海テレビ、ＲＯＶぐらいです。この中で世界のマーケットで競合

できるのはせいぜい深海テレビや小型のＲＯＶぐらいしかありません。

我々がいろいろとものを作ってきて産業はどれだけ育ったかというと、例えばウッズホ

ールみたいに研究所の周りにいろいろな小さい海洋産業が育っているか。人を育てるにし

ても何にしても、産業が育たないと人は集まってこないし、人も育たないし、裾野が広が

らない。これから３０年先も海洋産業が育たない限り人は育たないし、日本の海洋機器も

世界に競合できない状態がいつまでも続くわけです。

遅きに失したかもしれないけれど、これからそういう戦略をもって、大物を作る機会は

あまりないと思うのですが、モノを作る機会があれば、’台目は国のお金をかけて投資し

てもいいですが、２台目以降は産業化できるような戦略をもってやるべきではないかと思

いますが、いかがでしょうか。

●堀田（パネラ）私が申しあげた趣旨もほとんど同じですが、先ほど黒田総合科学技術

会議議員の言葉を使わせていただきましたが、あの方は、化学分析の分野ですべてについ

てほとんど輸入である。そうするとちょっと壊れたときでもすべて海外に送り返さなけれ

ばいけない、これをやっている限りなかなか育たないということをおっしゃっています。

逆に、島津製作所の田中さんがノーベル賞を受賞されたように、サイエンスを支える部分

の技術の基盤がしっかりしないことには本質的なサイエンスができない。まさに門馬さん

がおっしゃるように、われわれ自身がそれを育てていかなければいけないわけです。

私はアジア、アジアと何回も申しあげたのですが、やはり将来的にリーダーシップをと

っていこうとすると、サイエンテイストと技術者がまさに国内で一体になって新しいもの

を開発する体制がない限りは、最終的にリーダーシップをとれない。別にとることが第一
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ではないのですが、明確に体制を作らない限りどうしようもないのです。

先ほどの佐久田先生の質問にも関わりますが、それがまた一つの産業といいますか、最

終的には大学生がどこかへ就職したいというところまで見えないと、なかなか人口が増え

てこない。そこに今度は分析も含めて、雇用の数として定量的には大したことがないかも

しれませんが、そういう基盤が雇用の受けⅢとしてあって、技術としてはサイエンスと一

体化したものがある。その基盤がない限り、いつまでもアメリカの後ろを追いかけている

だけでしかなく、最終的にはアジアの各国はアメリカの方に顔を向けてしまうだろう。そ

ういう個人的な危機感から申しあげております。基本的には考え方は同じだと思っていま

す。

●池上（長崎総合科学大学）三井海洋開発の山田さんにお聞きしたいのですが、海洋分

野の日本の造船各社もこういったところに進出しようということで今まで何回かやってき

て、現状はビジネスとしてどちらかというと成り立たないような、海洋産業は非常に冷え

込んでいる状況です。そういう中で三井海洋開発は世界第２位のシェアを占めるぐらいの

仕事をされているので、今日はどんな話が聞けるのか楽しみに来ました。

内容のポイントとして、技術力、国際競争力、プロジェクトマネジメントをご指摘され

ているのですが、全体的には当然のことを着実にやっておられるかなという感じを受けま

した。そうした中で、従来の他の造船所、企業でなかなか根づいていないところとのもっ

とも際立った違いといいますか、あるいはビジネスとして成り立つためにはこういったと

ころに力を入れればどうかという各社に対するアドバイスみたいなものがあればお願いし

ます。つまり、国内の他社とのいちばん際立った違いはどこだったのかということです。

●山田（パネラ）なかなか難しい質問ですが､造船所で売っているものが何なのか､FPSＯ

業界で求められているものが何なのか、そういうところに現状では多少ギャップがあるの

ではないかと思います。日本の造船所がやってきたことは、お客さんが仕様書あるいは基

本設計を準備して、それをハードにしてくださいと言ってきます。別の言い方をすると、

ディテールエンジニアリングとファブリケーションを端的にいうと得意にしているのだと

思うのです。逆にいうと、そこまでしかできないということです。

我々が無理してやってきたことは、お客さんのリクワイヤメン卜や解決すべき問題が何

なのだろうかというところに注力したわけです。お客さんの方はまだ問題が解けていなく

て、ここに油田があって水深はこんなもので、採れる生産量はこのくらいかもしれないと

考えます。彼らは地下のことですから確率問題になって、プロバビリティを１０，５０，９０

としています。要するに、コンサバテイブにみた場合、普通にみた場合、オプテイミステ

ィックにみた場合というような生産カーブを持っているのです。その中でお客さんと相談

しながら、こういう形で解決するとＰ９０だとして、コンサバにみてもそこそこお客さん

の生産活動によって採算は成り立つのではないだろうか、そういうプランニングをお客さ

んと一緒になってやっていくというところを強く打ち出してきたのです。

日本の造船所の場合はむしろ私の日からみると、産業として成熟してしまい、組織とし

て成熟してしまっているので、当然ですがエンジニアが非常に専門化されて高度になって

しまっている。従って、逆に入口のところのソフトな部分になかなか頭が回っていかない
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というところがいちばん大きいのではないかと思います。

今、私たちからみると韓国の造船所も中国の造船所もシンガポールの造船所もそれは同

じです。造船所は世界中どこでも同じだと思っています。FPSＯ業界に造船所が入ってく

るのは、逆に生産設備があり、生産効率を追求するような環境の中では、基本設計、基本

計画に注力するようなエンジニアは生れてこないのではないかと思います。答えになった

かどうかわかりませんが。

●高橋（アイ・エッチ・アイマリンユナイテッド）山田先生への質問です。今後のビジ

ョンのところでプロジェクトマネージャーの育成を項目にあげられていましたが、理想的

なプロジェクトマネージャーにはどのようなものが求められているのかご意見をお伺いし

ます。

●山田（パネラ）技術的にだいたいのことが見渡せる人間、技術とお金と両方考えられ

る人間が理想的なプロジェクトマネージャーです。われわれの会社で具体的にいうと、お

客さんがプロジェクトの出だしのところで何がほしいかあまりよくわかっていないので

す。したがって普通の言葉でいうと設計変更、別の言葉でいうとチェンジオーダーなので

すが、必ずプロジェクトの途中でお客さんが要求を変えてきます。要求を変えてくるとい

うことは、当然設計も変えなければいけないし、お金も変わってくる。

先ほど納期遅れのグラフを見せましたが、もし１００億円で受けるとすると、もともとそ

れほど利幅があるわけではないので、例えば粗利で１０％、１０億円もとれればいいところ

だと思います。それでお客さんの設計変更は２０億にも５０億にもなるのです。それをまず

くハンドルしてしまうと５０億の持ち出しになります。そうすると１０億円の儲けのなかで

50億円の持ち出しになれば、４０億円のまる損です。これがよく海外のプラント業界で起

こっていることです。その５０億円の仕事をチェンジオーダでもらったときに、十分お客

さんにそれが満足できるように、要するに５０億円のお金をちゃんとくださいと説得でき

ること。先ほどは交渉力といいましたが、そういうことを言って、お客さんが不愉快に思

わなければ５０億円払ってくれるわけです。お客さんに不愉快に思われると払ってくれま

せん。そうするとたいてい操めて、プロジェクトも２年で始める予定ものが３年なり４年

になって、最終的に裁判になります。そういうケースが多いわけです。たぶん建設会社の

方でもプラント会社の方でも多いと思います。国際契約にからまる紛争、端的にいうとチ

ェンジオーダー、設計変更のマネージです。ですから技術的なことがわかっていて、お客

さんが変更したときにも、変更ですね、ということをお客さんにきちんと説明できて、そ

れをお金に直せるというのがプロジェクトマネージャーです。

あとは当然のことながらお客さんは時間の中で動いています。何年何月に絶対に油を出

さなければいけないのだという絶対命令の下にきていますので、それを守れるだけの下請

けに対する指導力が必要になってきます。プロジェクトの途中で土日なし徹夜というのは

当たり前ですｄそれをやりきるだけのリーダーシップが必要です。

●前田（日本大学）小野先生にお尋ねしたいことと、私が思っていることを申しあげま

す。釣り産業が１兆円というのは今日お話を伺ってびっくりしたのですが、１兆円もあれ
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ば産業としてものすごいものになると思います。ところが本業の魚を獲るとか漁船漁業と

か養殖というお話の場合、獲り方でいろいろ工夫して安くあげるということはあると思う

のですが、実際|こものを市場で売るときに流通の問題がございます。クロマグロの養殖を

鹿児島でやるのにお手伝いをしたことがありますし、また陸上養殖で別のところでやった

ときもそうなのですが、クロマグロの養殖では輸送コストが大変なウエイトを占めている

という印象でした。大阪の市場へ出すか、地元へ出すか、築地に出すかでずいぶん違う。

輸送コストをよくよく調べると、日本の輸送コストは欧米の３倍高いといわれています。

そのもとは、まさにこの前の猪瀬さんではないですが、道路公団がガンだといわれるので

す。陸上養殖の話では電気代がからんできます。電気代も欧米の３倍ぐらい高いのです。

ですから、そういう意味のバウンダリコンディションを当然として、その中で儲けろと

いわれると、手足を縛って泳げといわれているような印象なのです。そのへんを日本全体

として変えてもらわないと困るのではないか。

フランスあたりでは国民も魚介類を喜んで食べますし、水産関連者がそれなりに楽しく

生き生きとやっています。養殖ですごく成功している事例を聞きます。そのへんの違いは

どこかというと、いろいろ原因があると思いますが、電力料金と輸送コスト、それから通

信コストも３倍ぐらい高くて、この三つが問題で、これを日本国としてまず変えることに

専念しないと、水産業に限らず、あらゆるものが国際競争力を失っているといわれていま

すが、水産の、特に養殖に関連したお手伝いをしてそれを痛切に感じました。その点はい

かが感じておられるでしょうか。

●小野（パネラ）流通コストが高いということは水産業の場合もよくいわれますが、

気やいくつか上げられたように、それは水産業に限らず共通する問題なのでしょうが、

こは私もあまり気がつかなかったところで大変勉強になりました。

電
そ

●前田（日本大学）ついでにいわせていただきますと、輸送コストは道路公団が問題だ

といわれておりまして、通信はNTT、電気は電力会社だといわれています。

●藤原（三井造船）三井海洋開発の山田さんにお伺いします。技術力のところで、オペ

レーションからの経験を設計・建造にフィードバックすることで設計能力が上がったとい

うことですが、オペレーションを御社でされる前とされてからではどのように変わったの

でしょうか。というのは、オペレーションをご自分のところでされる前もこういった情報

は入手されていたと思うのですが、直接オペレーションすることによって何か変わったこ

とがあれば教えてください。

●山田（パネラ）例えば油の処理設備ですね。船その他はオペレーションとあまり関係

ないのですが、原油が流れてきて、それを油と水とガスに分けるセパレータと称する処理

設備がありますが、自分たちで運転してみると結局そのセパレータのサイジングが、今ま

ではお客さんからのスペックや､教科書的な設計をしてサイジングをしていたわけですが、

実際にやってみるとそのサイズではだめな場合とずいぶん余ってしまう場合が出てくるの

です。そのプロジェクトはそのプロジェクトでそれなりに応急手当をするなり実際に対応
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していかざるをえないのですが、次のお客さんの似たような油の'性質に遭遇した場合、お

客さんはこんなものでいいだろうといっているけれど、「いや、やはりこうしなさい。こ

ういうふうにしないとこういう理由でだめですよ」ということがアドバイスできるように

なるということです。小さなことですが、これはやはり非常に重要なことです。安全とか

信頼性の面で、自分たちで生産しているといろいろなものがノウハウとして溜ります。

別の言い方をすると、実はＦＰＳＯのＰはもともとは当然陸上技術です。それが船の上に

乗って揺れるわけです。そうすると揺れるということは、もともと水と油を分離するには

邪魔なのです。分かれそうになったところでまた船が揺れたり、プラントが止まってしま

うような確率があるわけです。３６５日かける２４時間運転を続けたいわけですが、それな

りに海は荒れてプラントが揺れて生産ストップというか、プラントを止めることがあるの

です。そういうシャットダウンがこういう海域ではどういう確率で、期待値が年間９９．３

％あるいは９７．８％というような推定が、オペレーションの経験を積むことにより、コン

ピューターによる浮体の運動解析を組み合わせて推定できるようになっていくわけです。

逆にいえば、できますと推定したうえで３６０日以上運転したらボーナスをください。３６０

日を切って３５８日になったらペナルティで結構です。そのような形をお客さんと話してい

く。一例ですが、そのような形です。

●勝丼（大成建設）今日は３人の先生から大変面白い話を伺いまして、たくさんご質問

したいのですが、１件だけということで堀田先生にお話を聞かせてください。海洋調査の

研究技術の現状と課題を例にとられて、こんなにあるよという課題をたくさんあげていた

だきました。まさに堀田さんが海洋開発をどうすべきかというところで悩みながら予算取

りをするというところも出ていたと思いますが、今日お話いただいたようなことを全部う

まくやるためにはどれだけの予算がいるのか。結局、先ほどは海洋開発分科会へ積み上げ

だけだったではないかというご批判があるとのことでした。日本の国家予算で今の海洋開

発をやる予算がどれぐらいか私は不勉強でよくわからないのですけれど、そういったもの

を５倍、１０倍にしなければこれからの理想的な海洋開発はできないとお考えなのか、人

材育成を含めて、どういうところに重点をおけばいいのだろうかということを、難しい質

問で申し訳ないのですが、お答えいただけないでしょうか。

●堀田（パネラ）確かに難しい質問です。単純にお金で計算すればたぶん桁が一つ上が

るような数字が出てくると思いますが、それは現実的ではないというのが今の情勢です。

先ほど佐久田先生もおっしゃられたのですが、私は一元的という言葉を何回か使わせて

いただいたわけです。たぶん今日の最後にシップ．アンド・オーシャン財団の寺島海洋政

策研究所長からも一元的というお話があると思いますが、限られたリソーシス、それは予

算もそうですし、体制も道具も限られている中で国民の要求を満たすのは何かというと、

ばらばらになっているところをうまく横でつなぐと今までに無駄になっていることが使え

るのではないかということです。例えばデータですね。国際競争力の話ですと私はリーダ

ーシップという言葉を使いますが、いかにうまく国際的なメカニズムを作って、それは単

にディスカッションだけではなくて実際的な活動をするメカニズムを作れば、例えば中国

という非常に関心があるところのポテンシャルを引き出せますから、私どもの財布を痛め
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なくても彼らの要求を満たしながら共通にやっていけるのではないか。最後に申しあげま

した防衛技術も、目的はまったく違うかもしれませんが、実際の観測もしくは調査等で同

じようなことをやっているところが国内にはあるわけですから、政治的な問題や経済的な

問題の壁を乗り越えると、データを集めるということが最後の目的であれば、意外とうま

くそれができるメカニズムが生まれるのではないか。

ただ、それは技術でないところの暖昧模糊とした壁を乗り越えなければならない問題が

あるので、今日はキックオフとさせてほしいと申しあげました。こういう場には海洋に関

する相当有力な方がお集まりですから、いろいろなところで狼煙があがると、規制緩和と

か行政の改革というところに海洋もつながっていかないと、お金でいくらというところで

はないところで何とかしなければならないということが悶々とした悩みです。

●勝丼（大成建設）今のお話は一元化すればかなりの工夫でやっていけるのだというふ

うに解釈したのですが、一元化するにも若干の予算がいります。やはり企業では何かを切

るということが必要になってくると思うのです。あれもこれも全部必要で、一元化の中で

うまくいくのか、無駄なものを取っていくということをこれからはいいにくくてもやって

いかなくてはいけないのではないかと思うのです。そういうものはないのでしょうか。

●堀田（パネラ）この場での発言は難しいのですが、－ついい例があります。私という

よりも総合科学技術会議が日本の科学技術に関する大規模プロジェクトを昨年末に「ＡＢＣ

判定」をしました。あとで事務局の審議官のところへいってみましたら裏話があって、単

純に切るということではないということでした。ここだから申しあげますが、Ｂ判定とい

うのは、継続して動きだしたプロジェクトは財務省といえども止めようがないからＢに

しておいて、新規立ち上げは全部Ａにし、それで科学技術として予算を取ってくるのが

総合科学技術会議事務局の戦略だといわれてしまったのです。ですからＢだからＣだか

らと心配することはないのです。

実際にｃのついたプロジェクトを本当にやめるかというところの判断です。ここがま

た行政のこれまでの日本のまずさが指摘されるところで、一旦動き出したものは止められ

ない。これを止めるメカニズムをどうしていくかです。これは総合科学技術会議に限りま

せん。すべての施策は先ほど道路公団の話がありましたが、そこに帰結してきます。です

から私がここで何か申しあげるのは難しいと思います。

追加で申しあげると、評価という制度もありますが、なかなか日本の文化になじまない

せいか、評価の厳しい「やめろ」という声がなかなか出ない。それをはっきりやめろとい

える評価が出るか、それを受けたときに本当にやめられるか、こういう文化を日本にどう

導入するか。これは海洋だけに限らず、我々すべての問題だと思っています。

●司会時間がありますのでもう１件ほどご質問があればと思いますが、特に挙手があり

ませんのでこれで午前の講演を終わりたいと思います。終了にあたりまして、ご講演いた

だきました３人の講師の皆さんに拍手をもって終わりたいと思います。どうもありがとう

ございました。
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海洋工学関連会議報告等

●司会（増田）司会は石油技術協会所属の増田が進めさせていただきます。それでは海

洋工学関連会議報告を３人の先生からいただきます。まずOCEANS、テクノオーシヤン

について前田久明先生から紹介していただきます。よろしくお願いします。

●前田（日本大学）「OCEANS」という国際会議は、アメリカの電気電子学会のＩＥＥＥ

の中のOccanicengineeringsocietyと、もう一つＭＴＳという海洋関係の学会がございます

が、それが共同して毎年開いている学会です。２００２年はあまり聞かない名前の場所です

が、ニューオリンズから東へ１６０キロいったところにありますカジノで有名なビロクシー

で１０月に開かれました。参加者が2,200名というのはエキシビションの参加者も混ぜて

いる人数だと思いますが、日本から４０名ほど参加しました。論文数が４３０件、日本から１０

件。展示が150件でしたが、残念ながら日本からの出展はゼロでした。プレナリーセッシ

ョンで海洋科学術センターの干々谷理事が日本の特に海洋科学技術センターの活動をいろ

いろ報告されまして、皆さん興味深く聞いていました。その他、ノースロップグラマンの

社長の話がありました。アメリカの軍事産業は、ヨーロッパもそうですがだんだん縮小気

味で合併していき、アメリカの造船会社はほとんどノースロップグラマン社が飲み込んだ

ような状態です。

会議の内容は、海洋音響、ＡＵＶ、海洋計測、センサーが主で、今日も午前中のパネラ

の堀田さんのお話にありましたように、リアルタイムの計測等がありましたが、この頃は

計測データが増えてきて､大量の計測データをリアルタイムでどう送るかが大問題らしく、

それをどう圧縮するか、どううまく信頼性を高めて送るかということが結構議論になって

いました。

今年の「OCEANS1O3」はサンデイエゴで９月下旬に開かれますが、スクリプス海洋研

究所がサンディエゴのラホヤというところにありますが、その研究所の100周年記念を記

念する大会でもあるそうで、相当大掛かりな会議になりそうです。皆様ご興味がおありで

したらご参加いただきたいと思います。アブストラクトの締切りが明日までですが、これ

はたぶん１，２週間は延ばせると思います。たぶん６月でも７月でも大丈夫かと思います。

続きまして「テクノオーシヤン2002」の報告をいたします。これは日本にテクノオー

シヤン・ネットワークという組織がありますが、神戸市が中心になって頑張っている会議

で、場所は神戸の会議場で１１月に開かれました。エキシビションと技術会議の二本立て

で、エキシビションはかなりの数の展示がありました。参加者が延べ数で10,000人と相

当の数になります。ここにもご参加くださった方が大勢いらっしゃると思いますが、状況

はご存じのとおりです。論文数が１８１件、セッションが３０セッション、参加者が３８１名

です。この会議は積極的に国際会議化したいということですが、海外からの参加者は１３

カ国から２３名です。これでは国際会議というには寂しいという感じは否めません。これ

を何とかして持ち上げようという方向で動きが出ています。

ここではいろいろな学会の会合が同時に開催されました。これはシナジー効果を生もう

という作戦も一つあるのですが、逆に参加者が散ってしまって、会議によっては参加者が
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なかなか集められなかったという問題もあります。トータルで参加者は13,191名になり

ます。

次回はさらに国際化のてこ入れをしようとしています。テクノオーシヤンは２年ごとに

開いていますので次は２００４年ですが、これをOCEANSと合体して開くことが決定して、

これで話が進行しています。会期は２００４年１１月９日～１２日、神戸で開かれます。これ

にぜひご参加いただきたいのですが、カンファレンス・チェアマンを浦先生がなさいます

のでぜひ応援方よろしくお願いします。これが次回の予告です。私の報告はこれで終わり

ます。

●司会次に、東京大学の鈴木英之先生からＯＭＡＥ他の情報について紹介していただき

ます。

●鈴木（東京大学）「OMAE2002」は昨年の６月２３日～２８日にノルウェーのオスロで

開催されました。開催場所のノルウェーは、国土面積は日本とほとんど同じですが、人口

450万人と少なく、首都のオスロでも５０万人です。行った印象としては、物価が高くヨ

ーロッパやアメリカから来た人間と食事をしていると､話題は必ず物価の話になりました。

会議の国別の参加者数は、アメリカが９３名でした。アメリカの人は自分の国からなかな

か出たがらないので外国で会議が開かれると参加者数が伸びないのですが、今回は９３人

ありました。ノルウェーはホスト国ということで８２人、イギリスはヨーロッパというこ

とで多く、日本がそれに次いで２９人でした。本日の午前中に三井海洋開発の山田社長か

ら話がありましたように、ナイジェリアは西アフリカの開発ということでアクティビティ

があることから２６人の参加がありました｡それから元気がいいのはブラジルで１８人です。

あとはヨーロッパ勢が多く、韓国が８人といった内容でした。

会議はカンファレンス形式をとっていて、カンファレンスの中にシンポジウムが複数立

つというのがＯＭＡＥの形式です。ＯＦＴ（オフショアテクノロジー)、セーフティ＆リライ

アビリテイ、マテリアル、パイプライン、日本の提案になるオーシャンスペース・ユーテ

ィライゼーション、ポーラ＆アークティクス、それから今回新しくオーシャンエンジニア

リング・シンポジウムが加わりました。それからカリフォルニア大学のウエハウゼン先生

を記念したシンポジウムがありました。

研究の動向については、一つは大水深での開発が注目をされていることから、ライザー

ケーブルに関するセッション、細長な構造物の渦励振に関するセッションが非常に多かっ

たという印象でした。それからセーフティ＆リライアビリティ関係では、信頼性、リスク、

ライフサイクルといったものが話題になっていました。マテリアルもかなりの部分が大水

深のライザーに関わる話で、複合材料、チタンライザー、それから合成繊維、ポリエステ

ル等、係留に関わる話がありました。新しく入ってきたオーシャンエンジニアリングでは

ビークル、曳航体、再生可能エネルギー、自然エネルギーなど、従来ＯＭＡＥの中にはあ

まりなかったものが新しく入ってきたという状況でした。今年はメキシコの非常に有名な

観光地のカンクンで開かれます。論文の締切りは終わっていますが、参加はこれからにな

ります。

もう一つ、第１７回海洋工学シンポジウムが開催されます。私が実行委員長を務めさせ
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ていただいております。海洋工学パネルに加わっている学協会にはほとんどすべて協賛団

体になっていただいております。今年は夏の７月１７日～１８日の２日間にわたり船の科学

館で行います。毎回コアテーマを掲げて実行してきましが、今回はわが国における海洋工

学分野の意義を再確認して、今後、どのように取り組んでいくかということを探るという

意味から「海で生きる」というサブテーマを掲げてみました。関連した招待講演とともに、

パネルディスカッションを行いたいと思っています。このシンポジウムはワークショップ

形式をとっていて、新しい着想や進行中の実験データ、計測結果、基礎と設計法、建設技

術に関する新たな提案等、まだ十分まとまっていないものでも受け付けています。募集分

野も非常に広く、海洋の政策、文化、教育といったものから、材料、構造強度、疲労強度

といった従来の分野まで幅広く募集しています。細かい内容は受付に論文募集のビラを用

意しましたので、持って帰っていただけたらと思います。２月１７日がアブストラクトの

締切りです。ホームページ上でも,情報を公開しているので、

「http://WWW､ocean・jks､ynu・acjp/~ocs2003」をぜひ見ていただけたらと思います。

●司会それでは会議報告の最後ですが、他学会の状況等も含めて土木学会の勝丼秀博さ

んにお願いします。

●勝丼（大成建設）土木学会の勝丼です。土木学会からこれからの講演会、シンポジウ

ムのご案内をいたします｡最初は第５０回海岸工学講演会についてで､海岸工学ができて５０

周年を迎えることから、今年は１１月１７日に中央大学駿河台記念館で行います。毎年３日

間やるのですが、今年は１日増やして特別記念シンポを開催します。アメリカ、韓国、台

湾、いろいろな国からの招待講演と、海岸工学の新たな発展に向けてというシンポジウム

を行ったあと、例年どおりの講演会を行います。昨年、『海岸施設設計便覧』を土木学会

の海岸工学委員会でまとめたのですが、それを国際化ということから英語版を出版するこ

とになっていて、この講演会に問に合わせようとしています。論文の申込みは３月２０日、

紙で出していただいても結構ですし、できるだけ電子化するということで電子での申込み

ですと２１日までです。

国際化の一つとしまして「APAC2003」をやっています。これは土木学会の海岸工学委

員会、中国の海洋工学会、韓国の海岸海洋工学会の三つの共催でアジアの海岸工学の情報

交換をしようということです。今年は日本の幕張メッセで９月７日～１１日まで行います。

論文の申込みは終わりましたが、中国、韓国の最新の、中でも韓国は海洋開発を積極的に

行っていますので、そういう情報を見るうえでもぜひこちらにも出向いてください。これ

もホームページで調べればいろいろな内容がわかりますので、詳しいことはこちらを見て

ください。この部屋を出たところに案内を置いていますので、それをお持ち帰りいただけ

れば詳しい内容がわかります。

土木学会の海岸工学委員会と水理委員会は毎年若手を対象とした夏期研修会を行ってい

ますが、今年は岡山のコンベンションセンターで８月６日～７日に行います。今日お集ま

りの方はベテランの方が多いと思うのですが、性能設計、信頼性設計などを軸としたステ

ートオブアーツの研修会がございますので、どんなものかなとご興味のある方はこちらに

行かれたらいいかと思います。
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土木学会には海洋関係がもう一つございまして、海洋開発シンポジウムです。これは土

木学会の海洋開発委員会が主催しているものです。今年は金沢市の石川厚生年金会館で７

月１６日～１７日に行います。申込みの締切りが２月６日と迫っておりますが、まだ時間に

余裕がございますので奮って応募いただきたいと思います。今年は募集課題として特別セ

ッションを指定しており、ナホトカ号油流出事故の教訓に関する話、自然共生、環境の問

題、それから海上埋め立てを支える要素技術、先ほどの夏期研修会にもありましたが数値

解析、波浪推算から耐波設計までの解析手法の話を特別にやります。

士木学会からのアナウンスは以上です。次は資源素材学会からのアナウンスです。コー

ル・フォー・ペーパーで「第５回ISOPEオーシャンマイニング．シンポジウム」が筑波

で行われます。部屋の外に案内資料を置いていますので、ぜひご覧いただきたいと思いま

す。９月’５日～’９日につくば市で開催します。詳しいことは部屋の外にある資料を持ち

帰って「http://WWW・isope､org」にアクセスしてください。

最後に口頭ですが、日本水産工学会からのアナウンスです。５月’７日～’９日、学術講

演会および同時開催のシンポジウムがあります。テーマは漁船の関連です。場所は神奈川

県藤沢市の六会の日本大学湘南キャンパスです。これも詳しいことはホームページに載っ

ていると思いますので、関心のある方はそちらを見てください。ご報告は以上です。

●司会 これで会議報告を終わらせていただきます。
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管轄海域の拡大戦略

鉄砲を使わず領土を拡げる

谷伸（たにしん）

海上保安庁海洋情報部大陸棚調査室長

１．はじめに

「領土を拡げる」というタイトルから侵略戦争をイメージされたでしょうか．「保安」官庁の「情

報」部局の「調査室長」という肩書きからは諜報活動を期待されるかもしれませんね．第２７回海洋

工学パネルの講演会場ではジェームズポンドばりの演者の登場を期待された方がおられたとしたら期

待外れで申し訳ありませんでした。さて実際，領土の確保・維持は国家の存立にかかる重要問題で，

解決に武力が行使されることは今でも珍しくありません．ましてや領土の拡大ともなればなおのこと

ところが，海上の「領土」，陸地じゃないですから領土じゃなく縄張りと言ったほうがいいでしょう

が．については，ある条件が整っているという科学的データを国連に提示することにより国の管轄海

域を拡げることができるという国際ルールができています．明治４年（海軍水路部）→昭和２０年

（運輸省水路部）→昭和２３年（海上保安庁水路部）→平成１４年（海上保安庁海洋情報部）と，近代

政府開關以来１３１年にわたって海の情報を担当している筋金入り情報官庁である我々は，このルール

が制定された直後の昭和５８年から我が国の管轄海域を拡げるための調査を行い，我が国の国土面積

の１７倍に当たる約６５万平方キロメートルの海域を我が国の管轄海域に組み入れることができる可

能性があることを明らかにしました．現在，平成２１年の期限に向けてラストスパートに入ったとこ

ろです．

２．領土・領空・領海・…

国家の主権範囲のうち，陸は領土，空は領空ですが，海については，国連海洋法条約という条約で

ルールを決めています．沿岸国の管轄権が及ぶ範囲として，内水，領海，接続水域、排他的経済水域，

そして大陸棚が定められています．

領海は，領海の基線（低潮線，すなわち干潮時の海と陸の境目が基線で，海図に描いてあります．

湾や入り組んだ地形は直線で結んでしまうこともできます．これも海図に記載してあります．）から

１２海里以内（1海里は緯度１度の1/60.1852ｍ）で，ここでは国家の主権を陸上同様に行使できます．

領海の外縁線は海図に記載されます．領海では外国船舶に「無害通航権」が与えられ，Ａ国からＣ国

に行くときにまつすぐに目的地に向かう「無害な」航行ならば，Ｂ国の領海を断り無しに通ることが

できます．これは領土では考えられない概念ですね．

内水は領海と領土の間の水域です．内海や湾内，直線基線の陸側が内水に当たり，ここでは外国

船舶には無害通航権は与えられません．

接続水域というのは，領海の外側にくっついている海域で，領海の基線から２４海里までの海域を

言います．領海における主権に影響を及ぼすような行為について沿岸国が主権を行使できる海域で、

もともとは密輸の取り締まりなどを目的に１８世紀にこの概念が生まれていました．
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排他的経済水域は，1982年に制定された国連海洋法条約によって初めて規定された概念です．こ

の海域では経済活動や環境保護に関しては国家の管轄権が適用されますが、外国船舶への航行制限

や司法権の行使は限定的に認められているに過ぎません．

さて，本稿のテーマである大陸棚ですが話が長くなるので項を改めましょう．

３．大陸棚とは

３．１地形としての大陸棚

一般に大陸棚と呼ばれる場所は

海岸から引き続く平坦な地形の部分

をいいます．図では，房総半島沖に

広がる大陸棚とその沖合側の傾斜の

急な大陸斜面がご覧いただけると思

います．我が国だけでなく世界的

に見ても海岸から水深120ｍ位まで

は極めて傾斜の緩い海底が続き，そ

こから海底面の傾斜が急になります．

ただ、どこまで続くかは海域によっ

て異なり．水深が９０ｍ位から急な

斜面に移るところもあれば南極のよ

鰊‘ご耐ｐ》Iiiii蘭鯏&ず筌垈

うに800ｍ位まで平坦面が続くとこ 東京湾内や房総半島東側、太平洋岸に大陸棚が見られる

ろもあります．

この平坦な地形は，海退期（＝氷河期）には平野として侵食堆積過程を経てきた地形が温暖化（氷

河期に比べれば，今は温暖化しているのです！）による海進（海面上昇により陸地に海が進入するこ

と）により海面下となった部分です．もとは陸地だったわけですから陸上で採掘されるのと同様な

資源．例えば石油や天然ガスが豊富に賦存しており，かつ，水深が比較的浅いため開発も進んでます．

また，水産資源にも恵まれています．

３．２管轄海域としての大陸棚

せっかく資源に恵まれた大陸棚が沖合に広がっていても，領海の外側については他国の開発を止め

ることができませんでした．そこで米国のトルーマン大統領は米国周辺の公海のうち大陸棚に属する

鉱物資源に関して米国が管轄権を有することを１９４５年に宣言しました．これを契機として１９５８年に

大陸棚条約が制定され，沿岸国の大陸棚を「水深200ｍまで．または，開発可能な水深までの海底及

び海底下」とし，大陸棚の資源に関する沿岸国の管轄権を認めました．これで「大陸棚」は管轄海域

を示す言葉にもなったのです．

さて，領海の幅員は，大砲の届く距離（＝実効的に防衛できる距離）である３海里が定着していま

したが，沿岸国の資源保護等の観点から４海里，６海里，１２海里，２０海里等，各国が多様な幅員を

主張し始め，あるいはこのような主張を認めないことを宣言し混乱を生じてきました．大陸棚につ

いても１９５８年の大陸棚条約では「開発可能な水深まで」を沿岸国の大陸棚としていましたので，

数千メートルの大水深でも開発できる技術が現実のものとなると先進国による公海の席捲が懸念され

ました．このため1982年に「海洋法に関する国連条約」（以下「国連海洋法条約」という）が制

定され，領海の幅員を１２海里としたほか，領海の外側で領海基線から200海里までの水域を排他的
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経済水域とし，資源採取など経済活動に関する排他的（外国を排除できる）権利を沿岸国に認めるこ

とで沿岸国の経済活動の保護と航海の自由の両立を図りました．200海里までであれば海底や海底下

も排他的経済水域に含まれるため，大陸棚は自動的に排他的経済水域の範囲に含まれることとなり，

従来の大陸棚の定義とは全く異なったものとなりました．更に海底が地形・地質的に見て陸塊の延長

であれば200海里を超えていても沿岸国の大陸棚に含めることができることとされました．したがっ

て，海底の地形・地質を調べれば，大陸棚という管轄海域を延ばすことができる可能性ができたわけ

です．

なお，地形の大陸棚と管轄海域としての大陸棚を区別するため，本稿では国連海洋法条約にいう

大陸棚を「大陸棚」と記載し，地形上の大陸棚については「古典的大陸棚」と記載します．

４．大陸棚の価値

４．１鉱物資源

国連海洋法条約制定のきっかけの

一つは，深海底で発見されたマンガ

ン団塊です．マンガン団塊は．握り

拳から小さな西瓜程度の大きさを持

つ濃い焦げ茶色ないし黒色の塊で、

海底に散在しており中心には貝殻

やサメの歯などが見られます．マン

ガンだけではなく，ニッケル、コバ

ルトなども含まれます．また，海山

の頂部、山腹にはコバルト・リッチ・

クラストを見いだすことができます.、

コバルト・リッチ・クラストは．

鋼
向

バルトニッケル等を豊富に含む厚さ 我が国の大陸棚で発見されたマンガン団塊。

手前真ん中のもので直径１０ｃｍ程度の大きさ数センチの鉱物です（クラストとは

パンの耳や積雪の表面の堅くなった部分など，硬い表皮を意味する言葉）．

ニッケル，クロム，コバルトマンガン，バナジウム等はレアメタルと呼ばれ，世界的に偏在して

いるうえ従来から何度も供給障害が発生してきました．一方，レアメタルは丈夫な鉄を作るのに不可

欠で．またハイテク産業にも欠かすことができないものです．そこで，我が国を始めとして先進国で

はレアメタルの国家備蓄を行っているほどです．ですから，我が国の大陸棚にマンガン団塊やコバル

ト・リッチ・クラストが発見されていることは極めて心強いことです．

一方，深海調査船による調査により海嶺など海底活動が活発な海域において熱水鉱床と呼ばれる

亜鉛，鉛、銅，銀．金等を含む鉱床が発見されています．マグマから分離した高温（海底面への噴出

時に300～350度程度）の熱水は多くの重金属を溶かし込んでおり，これが海底から海中に湧き出す

際に急冷され、溶けていた重金属が凝結して海底から黒い煙が噴きだしているように見えます．ブラッ

クスモーカーと呼ばれるこのような場所で熱水鉱床が形成されます．我が国周辺海域ではプレートの

潜り込みによる火山活動が活発で，海上保安庁でも金の含有量が極めて多い熱水鉱床を小笠原北西方

の水曜海山で発見しています．

４．２エネルギー資源

古典的大陸棚は－時は陸上の平野だったのですので、陸上で発見される地下資源が同様に存在し
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ます．特に石油・天然ガスについては探査・掘削手法の開発が進み，メキシコ湾，北海など多くの海

底油田が開発されています．一方近年それよりも水深が深い海域の海底下にメタン・ハイドレートと

呼ばれる物質が発見され性目されています．メタンハイドレートはシャーベット状の物質で，氷分子

のすき間にメタン分子が取り込まれています．メタンは化学原料として用いられるほか，エネルギー

としても燃焼により硫黄酸化物が発生しない，二酸化炭素の発生が少ないなどの利点があります．何

より，我が国の大陸棚には多量のメタン・ハイドレートが埋蔵されていると見込まれておりエネル

ギー量にして我が国の天然ガスの使用量の100年分存在するとされています．我が国はエネルギー資

源大国なのです

メタン・ハイドレートは，石油や天然ガスと異なり固体ですからパイプで汲み上げるというわけに

は行かず，また，圧力が下がったり温度が上昇すると（すなわち掘りだすと）メタンガスになってし

まうため掘削の際に地盤や掘削施設が崩落する恐れもあり，現在のところ一部を除き開発は進んでい

ません．

４．３生物資源

大陸棚では，排他的経済水域と違い海水の部分についての排他的管轄権はありません．したがって

海中を遊泳する水産資源についての排他的な権利はありません．海底に定着している生物（貝類・カ

ニ，エビなど）については，大陸棚の所有国が排他的な権利を持ちます．

さて近年，深海調査研究が進むに連れ，想像もできない生物集団が深海底に棲んでいることが明ら

かになってきました．深海調査船による調査で，光の当たらない深海底にシロウリガイの群落が発見

され．そこでは深海底から硫化水素等を含む冷水や温水が湧き出していることが分かりました．地上

の殆ど全ての生物は，食物連鎖を通じ，何らかの形で必ず太陽光の恩恵（光合成により作られた有機

物がエネルギー源）を受けて生きていますが，シロウリガイやチューブワームと呼ばれる不可思議な

生き物は，地中からの硫化水素にすがって生きており，太陽の恩恵を必要としない生物なのです．こ

のような生物は，体内の酵素や構成物質，遺伝子などが我々の従来知りえてきたものとは異なってい

るものと考えられており，従来想像もされなかった医薬品などの開発が期待されています．現にシロ

ウリガイは美白剤，抗癌剤などとして有望だとされています．

４．４そして…

ツンドラ（永久凍土）の下にメタン・ハイドレートが存在することは１００年近く以前から知られて

いましたが，海底に存在することが明らかになったのは１９７０年だったと言われています．シロウリ

ガイは１９５７年に初めて発見されましたが．その生態が明らかになったのは１９７７年にガラパゴス沖の

深海で大量に発見されて以降のこととされています．ほんの２０～３０年前には存在すら良く知られて

いなかったものが現在脚光を浴びているのですから，今後２０～３０年，あるいは５０年１００年先に新た

にどのような資源が見いだされるか，また，今知られている鉱物や生物にどのような価値が見いださ

れるかは全く分からないと言っていいでしょう．すなわち大陸棚の価値は，現在目の前に見えてい

る資源によってきまるのではなく，将来の可能性という夢にあると言って過言ではないと考えます．

1867年にアラスカをロシアから買ったとき，アメリカは「でっかい冷蔵庫を買った」と椰楡されま

した．が，その３０年後、金が見つかり，やがて石油や天然ガスが発見されるに至り，７２０万ドルで

アラスカを売ってしまったロシアの先見性のなさを人々は潮笑しました．が，買ったアメリカはアラ

スカの地下資源について知っていたのでしょうか？

５．大陸棚の延伸に必要な情報

国連海洋法条約の第６部に大陸棚について規定されています．規定に基づき鉛直断面を書けば図５
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一ａのようになります．込み入っていて分かりにくいので分解して御説明します．まず，図５－ｂを

御覧下さい．今度は上から見た図です．200海里まで，即ち排他的経済水域の海底及び海底下は大陸

棚です．

図５－ａに示した大陸斜面脚部（大陸斜面の下の端．傾斜が最も大きく変化するところと定義され

ています）から６０海里先まで大陸棚とすることができますので，大陸斜面脚部が領海基線から１４０

海里より遠くにあれば，大陸棚は２００海里を超えることができます（図５－ｃ）．

また、大陸斜面脚部の外側６０海里までを機械的に大陸棚にするだけではなく，堆積岩層が分厚け

ればそこまで大陸棚を延ばしていいという発想の規定もあります（図５－．）．大陸斜面脚部よりも

外側で堆積岩の厚さを測り，大陸斜面脚部からの距離の１/１００よりも堆積岩が厚ければそこまで大陸

棚とすることができるのです．つまり，Zookm離れたところなら2kｍ以上，500kｍ離れたところな

ら５kｍ以上の厚さの堆積岩があれば、そこまで大陸棚として認められます．

しかしこのようなルールだけでは際限なく大陸棚が伸びる場合があります．海嶺（海の山脈）で

は先端が大陸斜面脚部ということになりますから，海嶺が続くかぎり幾らでも大陸棚を延ばせてしま

います．例えばアイスランドの載る大西洋中央海嶺は，北に向かうと北極海を横切りシベリアの北岸
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まで．南は延々大西洋慨:鰯hBHBRD ＵＤＪ■

を南氷洋まで向かい

その後東進してオース

トラリアの南から南米

沖を北上しカリフォル

ニア半島にまで達して

いますから，ことによ

るとアイスランドは世

界中の海に自国の大陸

棚を広げることができ

るかもしれません．こ

雷
…顕 鰄

繊雰 200海里 纐露
▼式▼
溌可廻囚

⑰

図５－ｅ 図５－ｆ
れではまずいというこ

とで，領海の基線から最大３５０海里まで（図５－ｅ），または2500ｍの等深線から100海里先まで

のいずれか遠い方（図５－ｆ）を上限とすることとされました．

６．国連海洋法条約の経緯と我が国の大陸棚調査

国連海洋法条約は，６０ヶ国が批准することが発効の条件となっており，軒余曲折の末，条約制定

１２年後の1994年１１月１６日に発効しました．我が国は1996年に批准して同年７月２０日から我が国

について国連海洋法条約が発効しました．ちなみにこの日は「海の日」が新たに国民の祝日となった

日でもあります．

海上保安庁では，条約が制定された翌年の１９８３年（昭和５８年）１０月から，新造測量船「拓洋」

を投入して大陸棚調査を開始しました．条約上，大陸棚延伸の申請期限は，我が国に発効してから

１０年以内ですが，調査開始当時には我が国への発効どころか条約そのものの発効すらいつになるか

見当がつきませんでした．そこで，どの時点で１０年のタイマーがスタートしても良いよう，重点海

域を定め順次計画的に調査を進めていきました．１９９６年に我が国について発効したため，２００６年の

７月が提出期限と決まりましたが，その時には余裕をもって国連への提出に問に合わせることができ

ると考えていました．

ところが，後述のように，延伸条件の明確化を図るため「科学的・技術的ガイドライン」が制定さ

れました．ガイドラインに示された情報を得るためには極めて高度な調査が必要なため，「科学的・

技術的ガイドライン」の制定以前に条約が発効した国については，１０年タイマーの開始日をその国

への条約の発効日ではなく「科学的・技術的ガイドライン」制定日である１９９９年５月１３日とするこ

とが２００１年の締約国会議で決定されました．このため，提出期限は２００９年になり我々に与えられた

時間は約３年伸びたことになりますが．課せられた調査は困難かつ膨大なものですので，時間との戦

いも始まりました．

７．大陸棚延伸の可能性

海上保安庁では，調査開始当初から世界最高水準の調査技術と解析能力を用いて高度な調査を実施

してきました．これまで「拓洋」及び平成１０年から投入した新造測量船「昭洋」並びに水深データ

の補測を担当した測量船「明洋」により実施した大陸棚調査の航走距離は地球１６周を超え、延伸が

可能な海域についての調査は，現在までに予定の９７％を完了しています．調査成果は，以下に述べ

るガイドライン制定以前であれば，このまま国連への延伸申請に使用できるもので，解析の結果、我

が国の大陸棚を２００海里を超えて延伸できる海域が６５万平方キロメートルに上ることが明らかとな
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りました．

また．調査の過程で．従来知られていなかった海山を２００以上発見したほか，各種の海底鉱物資源

も発見しています．さらに約１０００キロメートルを隔てる本邦南方の七島硫黄島海嶺と九州パラオ

海嶺が約3000万年前には一つの海嶺であったことを解明した等，科学的にも多大な成果を上げてき

ました．

８．条約の規定の問題点とガイドライン

大陸棚の延伸には，大陸斜
ｍＷ ｑ幻Ｗ

－－－－－二等ⅢL､麺亨､－－’麺

面脚部の特定が本質的です．

大陸斜面脚部は概念としては
＆、~ｕ

大陸斜面と深海底の接続部で．

傾斜最大変化点として規定さ

れていますが、大西洋のよう

に単調な海底断面を持つ海域

四コ‐ ⑪
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(図８－ａ）ではその特定は吾一一一一一一・口－－－…ｐＱ－－－－－幻一一一｡●

容易なものの．我が国のよう

に複雑な海底地形を有する国

（図８－ｂ）においては，特

定は容易ではなく，したがっ

Ｐ■工

“■

て，審査も容易ではありませ
図８－ａ 図８－ｂ

ん．そこで大陸棚延伸を審査する国連

の「大陸棚の限界に関する委員会」は，

「科学的・技術的ガイドライン」を制

定し，傾斜最大変化点が一意に定まら

ない場合には大陸性地殻（大陸を構成

する地殻で十数キロ以上の厚さを有し，

流紋岩，安山岩等からなる）と海洋性

地殻（海底面直下を構成する地殻で厚

さは数キロ玄武岩でできている）の

遷移域における傾斜最大変化点を大陸

斜面脚部とすると規定しました（図８
図８－ｃ

－ｃ）．

地殻の遷移域を明らかにするためにはマルチチャンネル反射法音波探査及び屈折法弾性波探査に

よる弾性波速度及び厚さの計測を行う必要があるほか，海底を構成する物質の採取（ドレッジ及びボー

リングによる）が不可欠です」．

遷移域が明らかになれば，そこでの傾斜最大変化点を求めるわけですが，これは地形三次元モデ

ルをもとに計算で算出することがガイドラインに定められておりこのために極めて精密な海底地形

データが必要です．

９．今後の戦略

世界最大のプレートである太平洋プレートを含め四つのプレートが狭い範囲でぶつかりあうという

世界でも稀に見る複雑なテクトニックセッティングを有する我が国の排他的経済水域／大陸棚海域は
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海底地形・地質構造が極めて複雑で，その調査が困難なうえ．排他的経済水域の面積が世界で６番目

に広いことから調査すべき海域も極めて広い，という問題を抱えています．複雑なテクトニックセッ

ティングや広大な排他的経済水域は我が国に豊かな海底資源をもたらしてくれる大きな要因ですから，

感謝しつつ，何とか対応する必要があります．とりわけ，大陸棚の延伸の国連への申請は平成２１年

５月までに行わねばならず，この期日を過ぎれば申請を行う権利が未来永劫失われます．概査はほぼ

完了しているとはいえ，「科学的・技術的ガイドライン」が求めている地殻の判定のための調査や精

密地形調査はようやく緒に就いたところで，今後，地殻の判定及び精密地形調査に全力を上げていく

必要があります．大陸棚調査は我が国の国益にかかる重要な調査であり，諸外国の情報収集・解析も

不可欠です．また，大陸棚の延伸に関し，国内の海洋利用開発関係者の意見を広範に聴取しておく必

要もあります．このため，扇国土交通大臣の問題提起に応える形で内閣に「大陸棚調査に関する関係

省庁連絡会議」が本年６月７日に設置され，今後の大陸棚調査を政府一丸となって実施していく体制

が構築されました．

我が国の敷地を拡げるという国家主権に直結した業務は，まさに政府が責任をもって遂行すべき事

務ですが，一方で，「政府の調査機関が一心不乱に努力して調査を完遂する」という美しい構図には

戦略的には問題がなくもありません．大陸棚調査は我が国だけの問題ではなく，多くの国の重要な課

題になっています．多くの国にとっては，我が国ほど海底が複雑でなかったり，我が国ほど対象海域

が広くなかったりするためにロシア連邦のように既に国連に申請を行った国，既に大陸棚調査を終

えて国連への申請のタイミングを探っている国，調査が概ね終了した国も数多くあります．一方で，

技術力・経済力の関係から調査が未了の国も数多く存在します．このような国に対して，既にいくつ

かの国の調査機関・調査会社が大陸棚調査のオファーをし、実際に外注調査が行われています．また、

いくつかの国から海洋調査先進国に調査の援助依頼がなされています．大陸棚の画定が完了した後も，

陸上資源の枯渇に連れ海底資源の探査活動が活発化するものと思われます．

いくつかの海洋先進国では大陸棚調査のセールスを行っており，当該政府が自国の海洋調査産業に

よるセールスの支援のために自国の大陸棚に関する国際的な地歩を確保するという構図も見られます．

大陸棚調査は，我が国の海洋調査のレベルの底上げを行う絶好の機会でもあり，また，諸外国で実

績を積み重ねる良い機会，おそらくここ当面唯一無二の機会と考えられます．このため，我が国が今

後実施していく大陸棚調査に民間勢力の参入を願い，また，国際的な調査ニーズの把握を行うことが，

今後，我が国が海洋調査大国として，また，資源探査大国として生き延びていくために必要ではない

かと考えます．

１０．最後に

我々の管轄海域である大陸棚を拡げられるチャンスは今しかありません．国家の基盤である管轄

範囲を科学と情報の力により拡げることにより，子孫に大きな夢をプレゼントしたいと考えます．そ

れにしても，剣をペンに取り換えて領土拡大に立ち向かう我々を帝国海軍水路部の諸先輩達はどのよ

うに見てくれていることでしょうか．
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新技術を用いた海上輸送及び海上空間利用高度化戦略

大坪新一郎

国士交通省海事局造船課

１．はじめに

国土交通省では，新形式超高速船テクノスーパーライナー（TSL)，メガフロート，スーパーエコシッ

プ(SES)を初めとする新技術を活用した革新的な船舶の開発を推進してきた．これら新技術の実用化に

際しては，初期投資が大きいこと，信頼性が確立きれていないことなどといった課題のため，民間だけ

では実用化が進展しない場合があり，その際には何らかの国からの支援が必要となる．

以下，TSL，メガフロート，ＳＥＳを取り上げ，それぞれについて経緯及び展望を述ぺる．

2．ＴＳＬ ロ物流の高度化による地域経済の活性化

(ニーク
阻蓮鐘の地域経済の低迷鋼
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,低制■必一目、
過大な初期投資

新型式船の低い汎用性及び担保価値
不確実なラシニングコスト

未成熟な新技術利用環境ｊ(十`8壷出，

２１ＴＳＬの研究開発

TSLは，平成元年度から平成６年度にかけて，①最高速力５０ノット，②貨物積載量１，０００トン，③高

い耐航性，を目標に研究開発された超高速船である．この間，水槽試験，シミュレーション等による要

素研究のほか,実海域模型船(揚力式複合支持船型TSL-Ｆ｢疾風｣，空気圧力式複合支持船型TSL-Ａ｢飛

翔｣）の建造・実験を通じ，基礎技術を確立した．
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し,船体と前後の軟式構造のシールで空気を閉じこめて,船体を浮上させ,水の抵抗を大幅に低減

船体下部から見た図

I

これに引き続き，平成７年度には，「飛翔」を使用して実用化に向けた安全運航，輸送システム等

に係る総合実験を実施し，多くの基礎データの収集と共に，ＴＳＬが十分な安全性と耐航性・定時性を

確保できることを実証した．その後，「飛翔」は改造きれ，静岡県の防災船兼カーフェリー「希望」と

して運航されている．

これらの研究開発は,国内造船７社からなるテクノスーパーライナー技術研究組合により行われた．

墨iＭ
熟､趣底

防災船兼カーフェリー「希望」空気圧力式複合支持船型「飛翔」

(想定実船の約1/2モデル：全長約70m）

2.2ＴＳＬ実用化支援スキーム

平成９年度，運輸省（現国土交通省）は，省内関係局及び有識者で構成されるＴＳＬ事業化促進協

議会を設置し，ＴＳＬの事業化に向けた課題の整理とその対応策について詳細な検討を行った．その結

果，ＴＳＬは，建造コストが従来の船舶に比べ高額であることや，低コストで信頼性の高い保守管理シ

ステムや合理的な検査システムが確立されておらず，新技術の使用環境が未成熟であること等が事業

リスクを高め，事業化の大きな障害となっていることが明らかになった．

この検討結果を踏まえ，国士交通省では，

①TSLの保有・リース・保守管理を行う新会社への日本政策投資銀行の出資

②建造資金の借り入れに対する運輸施設整備事業団の債務保証

③低コストで信頼性の高い運航支援．保守管理システム（トータルサポートシステム：TSS）の開発

に対する補助

等による実用化支援スキームを整備してきた．新会社（㈱テクノ・シーウェイズ）は平成１４年６月

から業務を開始し，平成１７年春のＴＳＬ第１船就航（東京～小笠原航路）に向け活動している．この

ほか㈱テクノ・シーウェイズでは,ＴＳＳの開発,高速海上輸送航路の開拓等を行うことになっている．

－５４－
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２．３小笠原ＴＳＬ

平成１２年８月，ＴＳＬの運航を希望する事業者及び航路の募集を行ったところ，８

路の提案があった．船舶の詳細な仕様及び事業計画等について調整を行った結果，

平成１２年８月，ＴＳＬの運航を希望する事業者及び航路の募集を行ったところ，８の企業等から１４の航

路の提案があった．船舶の詳細な仕様及び事業計画等について調整を行った結果，ＴＳＬの実用化第１船

は，小笠原航路に投入きれることが決定きれた．ＴＳＬの投入により，現在２５時間半を要する東京～小

笠原間を１６～１７時間で運航することが可能となる.ＴＳＬ第１船の就航は,平成１７年春の予定である．

小笠原ＴＳＬの概要は以下の通り． 卵銀蠅辨鋤》癖

ハ･リ貝ＴＳＬﾒｰｰｰﾉ叉

－５５－
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項目 おがさわら丸 小笠原ＴＳＬ

全長 131ｍ 140ｍ

全幅 １７２ｍ 30ｍ

総トン数 6,679toｎ 14,500toｎ

速力 時速約４２kｍ 時速約７０kｍ

旅客数 1,031人 742人

航海時間 約２５５時間 約１６時間
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2.4今後の展開

ＴＳＬの投入航路については，①国内海上物流の基幹航路，②離島航路，③アジア近海航路，の各分

野を想定している．これらのうち，アジア近海航路については，日本と上海とを結ぶ航路の実現性が

高いことから，国士交通省では，ＴＳＬの同航路への就航を目指して上海市の当局との間で協議を進め

てきている．

実用化促進にあたり，これまで，上記のような支援スキームを構築してきたが，今後の展開を考え

る上では，ＴＳＬ第１船である小笠原航路において技術的ノウハウを蓄え，設計，保守に加え，航路選

択，運航計画に生かし，コスト低減と技術の確立をしていくことが必要である．

liill 鰹路(ＪＭ９Ｋ原rfwdu

TSLの投入想定航路

３．メガフロート

３．１メガフロートの特徴

メガフロートは，海洋空間の有効利用による社会資本の円滑な整備と海事産業の高度化を促進すること

を目的に研究開発ざれてきた，海洋に浮かぶ巨大構造物であり，メガフロートを人工基盤としてその上

に施設等を建造する事が可能である．メガフロートは，以下のような特徴を持つ．

①工期が短い

②建設費が安い

③計画と完成の差異が少ない(建設費・工費）

④地震に強い

⑤内部空間を利用できる

⑥拡張・移設・撤去が容易

⑦環境に優しい

③水面上高さの要求に柔軟に対応できる

メガフロートエ法は，３０年以上前の昭和４０年代，関西国際空港の１期工事事業から議論されはじ

めた．この際には，航空審議会の部会で埋立工法とメガフロートエ法を比較した結果，「浮体工法は論

理的には可能であるが，経験が豊富な埋立工法によるぺき」として，埋立工法が採用された．同２期

工事においても，その確実性から埋立工法が採用きれた．その後，造船業界は平成２年度に造船，鉄

鋼など民間１２０社で「マリンフロート推進機構」を設立，また，平成７年４月には造船，鉄鋼１７社

で「メガフロート技術研究組合」を設立し，本格的研究開発を開始した．

－５６－
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3.2メガフロートの研究開発

メガフロートの研究開発は，大きく二つに分けられる．一つは平成７年度から９年度にかけて実施

されたフェーズＩプロジェクトであり，もう一つは平成１０年度から１２年度にかけて実施きれたフェ

ーズ11プロジェクトである．これらはメガフロート技術研究組合により実施された．

この他，平成１３年度～１４年度には，メガフロートを情報バックアップセンターとして利用するた

めの実証実験が行われている．

①フェーズＩ（平成７～９年度）

フェーズＩプロジェクトでは，超大型浮体構造物全般の設計・建設に係る技術的課題に対し，水槽

実験及び300ｍ浮体モデルを用いた実証実験を行った．

これにより，以下のような基盤技術を確立した．

1）浮体構造物を海上で接合することにより大規模化する

ことが可能であることを実証（建設技術の確立）

2）総合的な設計を行うための各種設計プログラムを開発

3）防食等，長期にわたり維持管理を行うためのシステム

を開発→１００年の耐用が可能に．

4）動揺，温度変化，騒音，振動の伝播などを正確に予測

し，施設の性能を確保するためのシステムを整備

5）メガフロートが環境に与える負荷が極めて小きいこと

を確認．

フェーズ１の300ｍ浮体モデル

②フェーズ1１（平成10～１２年度）

フェーズＩプロジェクトの初期に，浮体構造物の利用が適すると考えられる各種施設の要求機能を

調査したところ，空港機能の要求が最も厳しいことが判明した．フェーズＩでも空港機能に関してあ

る程度の研究を実施していたが，浮体モデルの大きさの制約から，航空機による実証実験には至らな

かった．

一方，平成９年３月，運輸省に「メガフロート実用化推進委員会」が設けられ，その下部組織とし

て同年５月，「空港利用調査検討会」が設けられた．同検討会による検討の結果，メガフロートは空

港として利用できる可能性があるが，更に安全性の確保に万全を期するためには，航空機による実証

実験が必要ときれた．

以上のような状況の中，フェーズⅡプロジェクトは，研究対象を主にメガフロートの空港としての

利用に絞り込み，メガフロートを空港に利用した場合の空港機能に関する多くの課題について研究を

行った．フェーズ１１では，1000ｍの浮体モデルを建造し，小～中型飛行機の離着陸実験を行うなど

したほか，フライトシミュレータにより大型機着陸の評価を行った．また，これに併せて空港利用の

可能性,安全性審査の考え方などの調査を行い，４０００，級の滑走路を有するメガフロート空港が技術

的に可能であるとの結論を得た．

本実,験で使用された浮体モデルは，実験終了後分割きれ，各地で海釣り公園や桟橋等に使用きれて

いるほか，ワールドカップのイベント会場に使用きれるなどしている．
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③メガフロート情報基地機能実証実験（平成１３～１４年度）

総務省，経済産業省等との連携の下，近年のＩＴ化の進展に伴って急増している情報バックアップ

センター需要に対応して，免震性に優れたメガフロートが情報バックアップセンターとして機能する

ことを実証するための実験が行われている．本実験には，フェーズⅡの実証実験で使用きれた1000ｍ

浮体モデルの一部が使用されている．

3.3羽田空港再拡張事業

これまで，関西国際空港１，２期工事，普天間飛行場代替施設等の際に浮体工法が検討きれるなど，

３０年以上前から浮体工法が提案されてきたにも関わらず，いずれも埋立工法が採用されてきた

今般，羽田空港の再拡張事業にあたり，基本的な工法として桟橋工法，埋立・桟橋組合せ工法と並

んでメガフロートが提案きれた．工法の選定は「羽田空港再拡張事業工法評価選定会議」（座長：椎名

武雄・日本ＩＢＭ最高顧問）の場での検討を経て決定されることとされた．

平成１４年３月２８日の第１回会議から，１０月２３日の第６回会議までの検討が行われた結果，メガ

フロートエ法は，他の２工法と同様，「適切な設計を行うことにより建設が可能」との評価を得た．

工法の選定は，設計・施工一体方式による入札に委ねられることとなっている．入札時期は決定きれ

ていないが，本事業の工法として採用されるか否かは，メガフロートの今後の実用化にあたって大き

な影響を与えることは確実である．

3.4今後の展開と技術的・制度的課題

メガフロートは様々な用途に対応するため，①設置の事前準備，②構造・安全・機能，③登記・税

制．会計．資金調達等に関係する法規が多岐にわたるうえ，既存の法体系がメガフロートを想定して

いないことから生じる課題も存在する．

羽田のような「公設」プロジェクトであれば，現行法体系でも事業推進に全く問題はないが，民間

事業者が参画する場合，登記を行ってどのように第三者に対抗できるのか，減価償却等の会計上の扱

いはどうするのか，といった課題が生じる．

また，安全の分野では，認証機関ごとに個別に評価すると，申請者に多大な負担を課すとともに，

評価に長期間を要することとなる．このため，安全基準に精通する専門家が総合的に評価する統一の

場を設けることが効率的な安全性評価につながると考えられる．
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用途・設置区域等に応じて

必要となる認証行為

メガフロートの安全性評価の進め方

スーパーエコシップ(SES）

4.1ＳＥＳの目的

ＳＥＳは,内航物流における大幅なコス

4．

ＳＥＳは,内航物流における大幅なコスト削減と快適な船員労働環境を実現して国内貨物輸送の約４

割を担う内航海運を活性化し，モーダルシフトの促進及び物流による環境負荷の低減を図ることを目

的として，平成１３年度から平成１７年度にかけて研究費総額約３０億円で研究・開発が行われている

新型内航船である．その研究・開発促進は平成１４年４月に策定された次世代内航海運ビジョンでも

躯われ，現在，国の委託という形で（独）海上技術安全研究所が中心となって進めている．

ＳＥＳはガスタービン使用電気推進式二重反転ポッドプロペラを用いた新型船であり，従来の内航船

と比較して，

①環境負荷の低減(CO2:3/４，NOx:1/10,SOx:2/5）

②経済性の向上(総合効率10％向上，貨物倉約20％増加）

③船内労働環境・操船性の大幅な改善（騒音:1/100,船

上メンテナンスフリー，真横移動可能）

等が期待きれている．なお，ＳＥＳに搭載予定のガスタービ

ンについては平成９年度から平成１４年度のスケジュール

で，現在スーパーマリンガスタービン技術研究組合

（SMGＴ組合）において2,500ｋＷ級のガスターピンの開

発が行われており，今年９月には公開運転が川崎重工業の

明石工場で行われた．

蕊iIB

スーパーエコシップのイメージ図
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次世代内航船開発プロジェクトの実施体制
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次世代内航船（スーパーエコシッブ）の研究開発

二重反転プロペラ型ボッド推進器

容易な離着桟

最適船型

推進効率の大幅な向上

貨物スペースの増大

積載量の増大

スーパーエコシツプの特徴

4.2ＳＥＳ研究開発の流れ

ＳＥＳ開発のため，即ち４．１における①～③の技術目標を達成するためには様々な技術要素の開発及

びその実証が必要である．①の環境負荷の低減であるが，従来船舶で使われているディーゼルエンジ

ンではなく高効率ガスタービンエンジン(この場合ＳMGT)を開発することにより実現される．②の経

済`性向上はＳＭＧＴによる高効率な燃料消費及び，二重反転プロペラ型ポッド推進器の開発により可
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能となる．まず，ＳＭＧＴは従来の舶用ディーゼルエンジンより省スペースであり，軸をプロペラに直

結させる必要がないことから，比較的に場所を自由に選びやすく，容量を取りにくいため，その分貨

物容積の増加が可能となる．また，従来船型ではできない船体後方部の設計により推進効率に大幅な

向上が可能となる．③の船内労働環境・操船性の向上については，ディーゼルエンジンに比べ振動が

少ないＳＭＧＴにより振動が改善きれ（ディーゼルエンジンは複雑な上下の運動があるがガスタービ

ンは単純な単軸の回転)，二重反転プロペラポッドは自由に回転できるので船の接岸が容易である．ま

たガスタービンエンジンはディーゼルエンジンよりメンテナンスが必要ときれないことが期待きれる

（ピストンやシリンダーなどの摺動摩耗部分が少ない)．以上がＳＥＳに要請きれる技術的な課題であ

る．これらの技術開発の工程表を以下に示す．

次世代内航船の研究開発スケジュール

4.2ＳＥＳ普及を図るために検討していくべき項目

新い、型式の船舶であるＳＥＳを,実証試験の終了後,商業ベースで着実に普及させていくためには，

以下のような項目について，計画的に検討を進めていく必要がある．

○SＭＧＴのリース化

ＳＭＧＴは従来のディーゼルエンジンに比ぺて小

型軽量であり，カセット式に交換し，陸上でメンテ

ナンスすることを想定している．このため，ＳＭＧＴ

の保有やメンテナンスを請け負う組織を構築し，こ

こから船主にＳＭＧＴをリースすることでもＳＥＳの

保有リスクの分散や，メンテ技術の蓄積，スケール

メリットを期待することができる．

○建造資金調達の円滑化

「初物」であるための担保価値の不十分ざ等によ

る資金調達コストの増大に対応する．

SESの試設計例

－６１－
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○検査項目・頻度に関する検討

Ａ重油を焚くことが出来，かつ，高い耐久性を持つＳＭＧＴを搭載するＳＥＳに関し，検査の項目や

その頻度を合理的なものとするために必要なデータを収集し，検討を行う．

○船員乗り組み体制の検討

補機の少なさ，機関室配置を考慮した効率的な船員乗り組み体制を検討する．

５．まとめ

海事分野における大規模プロジェクトの研究開発及び実用化について，次のようなプロジェクトにつ

いて，国が積極的に支援していくべきと考える．

１．技術が普及した際に，環境負荷の減少，物流の効率化等の政策的メリットがあること，

２．長期的には民間事業として採算がとれること，

３．いったん確立きれれば自立できる産業（事業）であっても，以下のような理由により，私的イン

センテイブのみでは自立できるまで発展することが困難なもの．

・海運事業は最終消費財を生産するものではなく，需要サイドには消費者に至るまでに物流事業

者，小売業者が介在し，供給サイドの裾野も広く，造船事業者から舶用工業事業者へと複数の

階層構造となっている．したがって誘発需要や生産要素の供給条件が読みにくい．

・新産業全体の規模の拡大が各企業の技術・費用条件を改善する度合いが大きい

・技術的なリスクを事業実施者や利用者が正しく認識することが難しい

・事業実施者の規模がプロジェクトの規模に比べて小さい

具体的な支援策としては，

1．安全・環境規制の柔軟な適用により新技術採用にインセンテイブを与える，

2．公的機関による融資，債務保証により資金調達の円滑化を図ろ，

３公共事業や官公庁船による採用を念頭に安全審査を自ら実施する

4．事業化のための情報を収集，整理し，広く提供する

等の手段が考えられるが，プロジェクトごとに適切な手段を選択，組み合わせていくことが必要であ

る．
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２１世紀におけるわが国の海洋政策に関する提言

寺島紘士

シップ.アンド・オーシャン財団海洋政策研究所所長

1．はじめに

今地球上では，地球の表面の７割を占め，平均深度3800ｍという途方もなく巨大な空間

を｢海洋」として一体的に捉え，新しい海洋秩序を形成する国際的な取り組みが急速に進ん

でいる．人類の海洋活動を律する新海洋秩序の形成は，四方を海に囲まれて海からさまざ

まな恩恵を受けているわが国にとって大変に重要な問題であり，私達は，国としても，個

人的にもこの問題にどう関わっていくかを真剣に考え，取り組んでいく必要がある．

このような観点から見ると，昨今のわが国の状況はまことに憂慮すべきものがある．わ

が国は海洋の問題に対して，依然として従来からの発想，従来からの組織・制度で，換言

すればいわゆる縦割りの対応でこれを処理しようとしており，このため全体的，総合的な

アプローチにより海洋問題の解決に当たろうとする近年の国際的および世界各国の取り組

みといろいろなところでミスマッチが起こっている．このままでは，わが国は「持続可能

な開発」という新しい理念のもとに，「全体的，統合的アプローチ」という方法論に基づき，

「世界的，地域的な法的・政策的枠組み」で進行する海洋問題の取り組みに十分に対応す

ることが出来ず，国際的取り組みから取り残される恐れがある．

かつて第３次国連海洋法会議の過程で，２００海里排他的経済水域の制度化にわが国だけ

が反対し，，Exceptone'と椰楡されたことがあった．世界有数の漁業国の国益を確保するた

めの当時としては当然の主張と思われたが，今振り返ってみると，多くの発展途上国を独

立国家として迎え入れた２０世紀後半の国際社会が，開発，環境，平和利用，利益の公平な

分配の４つを海洋問題の解決の重要な要素と考えるようになったという思潮の変化に鈍感

であったといわざるを得ない．

２００海里排他的経済水域制度が，その後，海洋先進国の開発利用を制限して沿岸国に資

源を分配する機能にとどまらず，海洋資源の適正な管理や環境の保護・保全のツールとし

ての役割も併せ持ち，良好な海洋環境と資源を後の世代に引き継いでいこうという考え方

の受けⅢとして国際社会で支持され，国連海洋法条約で制度化されたことはご承知のとお

りである．

わが国が，時代をリードする理念や基本的な概念に鈍感であったり，それを軽視する傾

向は今日まで続いている．「持続可能な開発」のための行動計画であるアジェンダ２１に対

しても，わが国は，それが求める全体的，統合的な取り組みについては放置し，縦割りの

取り組みでカバーできるところだけに対応するという窓意的対応を依然として続けている．

私達は，海洋問題を考えるとき，国際的な大きな流れの背後にある理念・哲学やものの考

え方をもっと重要視する必要がある．
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2．海洋の開発，利用及び保全の新しい国際的枠組みがスタート

２０世紀後半には，科学･技術の発達，地球人口の増加，豊かな社会への欲求などを背景

に世界各地で海洋の開発と海洋の囲いこみが進展し,他方で海洋の汚染,水産資源の減少，

沿岸環境の破壊が進行した．この結果，私たちは，それまで海洋に対して抱いていた「廃

棄物を含めて人間の行為を無限に受け入れてくれる豊かな海洋」という海洋観とそれに基

づく人間活動を律するパラダイムの修正を迫られたのである．私たちは，人間活動が海洋

環境や海洋資源に与える影響の大きさを直視し，また，国連海洋法条約前文が掲げる「海

洋空間の諸問題は相互に密接な関連を有しており，全体として検討する必要がある」とい

う認識にたって，人類が行なう活動の総体と海洋とを対置して，海洋に影響を与える人間

活動を律する新しいパラダイムの構築を求められている．

このような状況に対応して，近年，人間社会が出した結論が「私たち人類は，増加する

人口を養い，暮らしの質を高め，さらに後の世代に豊かな自然の恵みを引き継いで行くた

めには，その生存基盤である海洋の総合管理（OceanGovernance)に取り組まなければなら

ない」というものである．そして，この結論に基づいて人類が取りまとめた成果の代表的

なものが，国連海洋法条約並びに持続可能な開発原則と行動計画アジェンダ２１である．

（国連海洋法条約）

国連海洋法条約は1982年採択され，さまざまな経緯を経て１９９４年発効した.同条約は，

地球上の表面の７１%，さらに海面から平均深度3800ｍの海底及びその下の天然資源までと

いう巨大なスペースをカバーする「海洋」の国際秩序の枠組みとルールを包括的に定めた

画期的な条約である．

国連海洋法条約の発効によって海洋の秩序は大きく変化した．同条約は，長年の懸案で

あった領海の幅を１２海里以内と定め，群島水域，排他的経済水域などの制度を創設し，沿

岸国の大陸棚を自然的形状に係わらず原則２００海里とするなど，沿岸国の権利の拡大を認

めつつもそれ以上の権利主張に歯止めを掛け，深海底およびその鉱物資源は人類の共同財

産とした．沿岸国は，広大な管轄海域における天然資源等に関する主権的権利並びに人工

島などの設置・利用，科学的調査および海洋環境の保護・保全に関する管轄権を有するこ

ととなった．また，いずれの国も，海洋環境を保護し，保全する義務を有することとする

など海洋環境の保護及び保全を重視するととともに，海洋関係の紛争解決に力をいれ，非

強制手続き，強制手続きを組み合わせた新しい紛争解決手続きを定めている．

国連海洋法条約には，現在１４１カ国が参加しており，新しい海洋秩序の基盤である．

問題はわが国の対応である．わが国は１９９６年批准書を寄託して９５番目の締約国になっ

たが，このときわが国は，この条約を施行するために必要な海洋政策の策定や海洋基本法

の制定，海洋の総合管理のための行政機構の整備，関係法令の整備などを，漁業関係法令

の制定･改正を除いてほとんど行っていない．

（持続可能な開発とアジェンダ２１）

１９９２年，ブラジルのリオ・デジヤネイロで国連環境開発会議，いわゆる地球サミットが

開催され，「持続可能な開発」原則が採択され，行動計画アジェンダ２１が定められた．そ

の第１７章は，「海洋と沿岸域の保護及びこれらの生物資源の保護，合理的利用及び開発」

について詳細な行動計画を定めている．
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第１７章は，その冒頭において，「海洋環境は，地球の生命支持システムに不可欠な構成

部分であり，持続可能な開発の機会を提供する積極的な資産である．----各国，小地域，

地域及び全地球レベルで，海洋及び沿岸域の管理と開発に対する新しいアプローチ，内容

において統合され，範囲において予防的で将来を先取りしたアプローチが必要である．」と

して，７つのプログラムを定めている（17.1)．その内容は合計１３６条にわたる詳細なもの

であるが，ここではわが国が特に真剣に考える必要があると思われる次の２点に言及して

おきたい．

先ず，沿岸域・海域とその資源の総合的管理のための政策立案・調整のためのメカニズ

ムの設置の問題である．わが国は，これらを定めるプログラム分野「A・沿岸域及び排他的

経済水域を含む海域の統合的管理及び持続可能な開発」に全く対応をしていない．

ここで重要なことは，全体的，総合的アプローチが必要な海洋問題に取り組むためには，

すべての関与部門を含む統合された政策及び意思決定プロセスを設ける必要があること並

びに学界や民間部門，NGO，地方共同体，資源利用者グループ及び住民などの利害関係者，

いわゆるステイクホルダーズとの協議が必要であるとしている点である．しかし残念なこ

とに，発想の転換が必要となるこれらへの対策について誰も積極的にイニシアチブをとら

ないまま放置され，現在に至っている．

次に海洋と沿岸域の総合管理のための教育と人材育成の問題である．

アジェンダ２１は，科学者，技術者，共同体を含む管理者，利用者，先住民，漁師，女

`性，青年など広範な人々を対象に，管理，開発及び環境保護上の関心事と地方計画上の論

点並びに伝統的な生態に関する知識と社会文化的な価値を教育カリキュラムと一般大衆の

意識啓発キャンペーンに組み入れて教育･訓練を実施するよう求めている

海洋と沿岸域の総合管理は幅広い利害関係者と協議して行う必要があり，行政だけでな

く各界各層の参加による総合的な対応が必要である．したがって，そのための教育や人材

育成も広範，かつ，総合的に行われなければならないが，残念ながらこれらは放置された

ままである．

（海洋管理に関する条約，行動計画等）

２０世紀後半には国連海洋法条約や持続可能な開発原則・アジェンダ２１のほか海洋の管

理に関する様々な条約，議定書，行動計画などが定められた．しかし，わが国は，縦割り

の組織で対応できるものや気候変動枠組み条約・京都議定書などには対応しているが，生

物多様性条約,陸上活動からの海洋環境保護に関する世界行動計画(GPA)など縦割りの取り

組みで対応できない条約や行動計画の対応を怠っており，適切な対応が求められる．

また，リオの地球サミット後，持続可能な開発のための行動計画アジェンダ２１の実施

について検討する場として国連持続可能な開発委員会(UNCSD)が設けられたほか，２０００年

からは国連総会における海洋問題の取り組みと海洋法のレヴューを効果的に行うため，国

連海洋非公式プロセス（UNICPO）が設置された．UNICPOは昨年１２月の国連総会のレヴュー

でその必要性が認められ，さらに３年延長されることとなった．

しかし，わが国は海洋と環境の問題に対処する基本理念と海洋政策を有していないため，

これらの協議の場においてもその対応は消極的，受動的である．海洋国で経済・技術大国

であるわが国にとって海洋に関する国際的な協議，国際協力，技術移転などは，本来主導

的役害'|を発揮できる分野であるのに残念である．

－６５－



（WSSDとその実施計画）

そして，リオ地球サミットから１０年経過した昨年，南アのヨハネスブルグで「持続可

能な開発世界サミット（WSSD)」が開かれ，ＷＳＳＤ実施計画が定められた．ＷＳＳＤにはわが国

は５００人規模の大政府代表団を派遣したが,縦割りの取り組みから脱皮できていないため，

理念を踏まえて実施計画の審議を積極的にリードすることも少なく，また，決められたさ

まざまなことを十分に国内に周知し,具体的な取り組みを主導しているとはいえない.ＷＳＳＤ

では，リオ地球サミットにおける新しいパラダイムの採択のような派手な動きはなかった

が，２０O近い世界中の国が参加して｢持続可能な開発｣が国際間の中心的協議事項であるこ

とを再確認し,アジェンダ２１をさらに具体的に進めるための実施計画や官民が協力して実

施に取り組むトラック２イニシアチブを取りまとめた意義は決して小さくない．海洋と沿

岸域についても関係者の尽力により実施計画にさまざまな具体的事項が盛り込まれ，しか

も，そのうちのいくつかには目標達成期限が明記された．わが国としてもこれらを十分に

検討して実施することが肝心である．

ＷＳＳＤ実施計画のうち海洋に関するものを目標達成年限が付されているものを中心に紹

介すると次のとおりである．

l）海洋，島唄，沿岸域は，地球の生態系の統合された基本的要素を形成し，地球規模の

食糧安全保障，多くの国の経済繁栄等に極めて重要．海洋の持続可能な開発を確保するた

めには，世界・地域レベル，関連する団体間，全レベルの活動で以下のような有効な調整

と協力が必要．

(a)国連海洋法条約の批准，加盟，実施（b）「アジエンダ２１」第１７章の実施促進（c)2010

年までに生態系アプローチの適用を奨励（d）統合的な沿岸・海洋の管理を国家レベルで

推進（29.）

2）持続可能な漁業のために，最大持続生産量を実現することができるレベルに漁業資源

を維持又は保護し，枯渇した漁業資源ついては２０１５年までに緊急にこれらの目標を達成

（30．（a)）

3）ＦＡＯ国際行動計画を，漁獲能力管理につては２００５年，ＩＵＵ漁業の防止・排除について

2004年の目標年限までに発効（30．（｡)）

4）海洋の保全と管理について，生態系アプローチ，破壊的漁業行為の排除，国際法に合

致し科学的`情報に基づいた海洋保護区の設置（2012年までに代表ネットワークを形成）な

どを含む多様なアプローチと手段を開発，促進（31．（c)）

5）陸上活動からの海洋環境の保護の世界行動計画(GPA)の実施促進，特に2002～2006

年は，都市排水，自然変更および生息地の破壊，富栄養対策を重点．２００６年の次回ＧＰＡ会

議までに陸上活動からの海洋環境の保護の十分な進展に最大限努力（32.）

6）海上安全やTBT塗料問題を含む海洋環境保護に関するＩＭＯの条約等の各国による批准・

加盟･実施．旗国にＩＭＯの条約等を実施させるためより強い仕組みをＩＭＯで検討．ＩＭＯに船

舶のバラスト水の制御と管理に関する国際条約採択を要請（３３(a)，（b)）

7）海洋環境の状態を地球規模で通報し，評価するため，２００４年までに国連の下に常設

のプロセスを設置（34．（b)）

このように見てくると，ヨハネスブルグＷＳＳＤが何の成果もないお祭り騒ぎであったか

のような受け止め方は間違いであり，わが国の対応をミスリードするものであることがわ
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かる・

さらに見逃せないのは，ＷＳＳＤ実施計画が，海洋を含む全般的な持続可能な開発のための

国家レベルの制度的枠組みを強化するため，各国に持続可能な開発のための国家戦略の速

やかな策定・実施を求め，その目標達成年限を２００５年と設定している点である．

わが国はこれらにどう対処しようとしているのだろうか．わが国には「海洋の持続可能

な開発｣のような縦割りの省庁の手に余る大きな問題を統括できる常設の行政部局がない．

もっと根本的な問題としては，このような問題に対処するよりどころとなる海洋基本法が

制定されていない．アジェンダ２１やＧＰＡのケースでもそうだったが，縦割り省庁の所管に

収まらない問題は適切に対応されないで放置されている．アジエンダ２１やGPA，そして今

回のヨハネスブルグのESSＤ実施計画は拘束力を持たない国際約束だから放置してもかま

わないというのであれば,それは２１世紀の国際社会に責任ある地位を求める先進国日本の

とるべき態度とは対極にある．その怠慢は，国際的信用の失墜を招くばかりでなく，海洋

を発展基盤とするわが国社会の運営に重大な悪影響を及ぼすものである．ＷＳＳＤ実施計画の

実施については，今度こそこれまでの轍を踏まないようにしなければならない．

3．世界各国は海洋の総合的管理に熱心に取り組んでいる．

近年，世界各国が海洋に関心を向け，熱心に海洋及び沿岸域の総合的管理に取り組んで

いるのは，上記の国際的な動きと表裏一体のものである．

アメリカは，既に１９６０年代末から海洋政策の策定，沿岸域管理法の制定，海洋保護区，

海洋大気庁，海洋研究助成制度（シー・グラント）の設置などを行ってきたが，１９９９年に

は大統領主導の下に海洋・沿岸政策に関する勧告を盛り込んだ包括的な報告書を取りまと

めた．さら２０００年には，新しい国家海洋政策を策定するための手続法として海洋法２０００

を定め，これに基づき議会の主導の下に設置された特別の委員会において日下米国の新し

い海洋政策を審議中である．

カナダも水産・環境・海上交通・沿岸警察関係行政をあわせて担当する漁業海洋省を設

けて海洋問題を総括する機能を持たせるとともに，1997年に海洋法を制定して海洋の管理

に取り組んでいる．また,オーストラリアも１９９８年末にオーストラリア海洋政策を策定し，

海洋政策の意思決定機関として，環境大臣を議長とする環境，産業・科学・資源，観光，

漁業，運輸の５大臣からなる国家海洋閣僚会議を組織して，生態学的に持続可能な海洋利

用のための施策を進めている．

アジアでも各国が，海洋政策や海洋基本法を策定（中国：中国海洋アジェンダ２１，海域

利用法，韓国：海洋コリア２１，海洋水産発展基本法）し，海洋主管省庁を設置（韓国海洋

水産部，インドネシア海洋漁業省，中国国家海洋局等）して海洋の管理に取り組んでいる．

このほか，ニュージーランド．，ロシア，南アフリカ等々多くの国が海洋と沿岸域の総合

管理に取り組んでおり，既に４２%の国が海洋・沿岸域に関する省庁間調整メカニズムを設

置している．

4．わが国の海洋政策に関する提言

このような国際情勢の中で，わが国が国際的課題である新海洋秩序の形成と海洋の持続

可能な開発の取り組みにはかばかしく対応していないことは既に述べたとおりである．で
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|±わが国はこの問題について何をなすべきか．日本財団では，わが国が採るべき海洋政策

を研究するため，「海洋管理研究会｣を設置し，国連における海洋問題の検討及び諸外国の

海洋政策の研究，国内外の海洋関係機関等との海洋政策に関する意見交換，研究セミナー

の開催などを行い，さらに政策担当者，研究者，実務者，民間海洋関係企業等にアンケー

ト調査を実施し，それらの成果を参考にして｢２１世紀におけるわが国の海洋政策に関する

提言」を取りまとめ，昨年発表した．

次にこの政策提言に基づき，わが国が新海洋秩序の形成を踏まえて早急に採るべき２１

世紀におけるわが国の海洋政策について論じることとする．

１）総合的な海洋政策の策定と海洋基本法の制定

わが国が早急に海洋政策を策定して海洋問題に取り組むことが必要な理由及びその背

景については，以上に繧々述べてきた．わが国は，国連海洋法条約及びリオの地球サミッ

トで採択された国際的な海洋管理の理念の下に，わが国の管轄する沿岸域から排他的経済

水域・大陸棚外縁までの開発，利用，保全，並びに公海を含む全海洋におけるわが国の権

利義務の行使及び国際協力に関して，国家としての基本理念と行動計画を掲げるわが国の

海洋政策を策定し，内外に明示すべきである．

そしてそのために，わが国は，海洋政策を国の政策の中でも重要課題として位置づけ，

これを策定，実施するために，個別の海洋関係法令の上位規範として，海洋管理の基本理

念，海洋管理基本計画，海洋の調査，開発，利用及び保全に関する施策，国及び地方公共

団体の責務，海洋関係閣僚会議，海洋担当大臣，海洋審議会の設置等を盛り込んだ｢海洋基

本法｣を制定すべきである．その際掲げるべきわが国の海洋管理の基本理念が，海洋の国際

秩序の尊重と国際協調，海洋及び海洋資源の持続可能な開発利用，海洋と沿岸域の総合的

管理であることは言うまでもない．

２）海洋政策策定，実行のための行政機構の整備

海洋管理の基本理念に沿って海洋政策を策定，実施するためには，多数の関係省庁にま

たがる海洋政策の総合的検討，総合的な海洋政策の策定及び実施を推進する行政機構の整

備が必要である．

各国の対応を見ると，海洋関係行政の大半を海洋省または海洋漁業省のようなひとつの

省庁に統合して対応している国(韓国，カナダ，インドネシア等）と海洋関係行政をになう

省庁間の閣僚レベルの連絡調整会議を設置して対応している国(オーストラリア，フランス，

アメリカ等)に大別される．しかし，前者であっても，海洋に関する総合的政策を全てひと

つの省で行うのは実際問題として無理のようであり，韓国のように大幅に海洋関係行政を

ひとつの省に集中した国でも，海洋水産発展基本計画と海洋開発等に関する重要政策を審

議するために国務総理を委員長とし，関係中央行政機関の長及び学識経験者を委員とする

委員会を設置している（海洋水産発展基本法）ように何らかの閣僚レベルの連絡調整会議

を設置するのが普通である．

以上のことを念頭において，わが国に必要な行政組織の整備について詳述すると次のと

おりである．

①海洋政策を包括的に策定し，実施するため，内閣総理大臣を議長，海洋担当大臣を副

議長とし，海洋関係行政を所管する各大臣からなる「海洋関係閣僚会議」を設置する．

②海洋政策の総合的検討，策定とその推進を担当する「海洋担当大臣」を設置する．
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③内閣府に，総理大臣，海洋担当大臣を補佐し，海洋関係閣僚会議の事務を処理するた

め，「海洋政策統括室(仮称)」を設置する．

④海洋政策の策定，実施並びに各省庁が行う海洋関係行政の円滑な調整を図るため，閣

僚会議の下部組織として「海洋関係省庁連絡調整会議」を設置し，海洋政策統括室(仮

称)がこれを主宰する．

⑤海洋政策・行政の効果的展開を図るため，総理大臣の諮問機関として海洋審議会(仮称）

を設置する．

３）総合的沿岸域管理の法制整備

沿岸域は人間社会にとって大変重要なエリアである．陸域の２０%に満たない沿岸域に世

界人口の５０%以上が集中しており，人口８百万人以上の大都市の７０%が沿岸域に立地してい

る．そして近年，沿岸域では人間社会の大量の生産，消費，廃棄の活動や沿岸域の急激な

開発によって，陸域起因の深刻な海洋汚染や水産資源の減少，沿岸域が誇る豊かな生態系

の崩壊が進行している．したがって，今後の人類社会の健全な発展を確保するためには，

沿岸域の問題に対する抜本的な対策の検討が不可欠である．

そもそも沿岸域とは海域と陸域が一体となって独自の自然的，社会的環境を形成してい

るものであり，それらを無視して堤防や防波堤を築き，浅瀬や湿地を埋め立てて陸域だけ

の視野で経済活動や生活の場を築いてきたこれまでの取り組みのつけが上記の環境や資源

の問題である．私達は，改めて｢沿岸域｣が海陸一体の地域であることを再認識し，生態系

の総合的な環境保全のシステムに対する十分な配慮のもとに開発と環境の両立を目指す総

合的沿岸域管理を行うこととし，そのための法制整備を行うべきである．

その内容の詳細は，次のとおりである．

①沿岸域の環境の保護及び保全を図りつつ，持続可能な開発，利用を行うための理念と

手続きを定め，必要に応じて上位規範として他の海洋・沿岸関係の個別の関連法令を

総合調整することができる総合的沿岸域管理法を制定する．

②沿岸域については，国が定める理念や指針並びに国の知識，技術の指導や財政支援の

もとに，関係自治体が中心となって，沿岸域の開発，利用及び保全について総合管理

計画を策定し，管理を行う．また，管理する沿岸域の範囲は，海岸線方向については

自然の系と生態系，陸域は流域圏に係る市町村の行政境界，海側は自治体の管理の実

効性を考慮して距岸３海里，を基準として国と関係自治体が協議して決める．

③三大湾をはじめとする閉鎖`性，半閉鎖性の海域とその沿岸陸域については，これを一

体的に捉えて総合的な開発，利用，保全を行うための総合的な管理体制を整備する．

④今後は，沿岸域における埋め立てを最大限抑制するとともに，臨海部埋立地帯の工場

跡地，利用の目途が立たない造成地，並びに流域圏における機能を喪失した構築物な

どについては，極力自然環境への復帰を促すようにする．

⑤沿岸域の開発，利用および保全の当事者，受益者として，沿岸域管理政策の立案，実

施，評価，再実施のサイクル的プロセスに積極的な市民参加を実現する．

⑥海洋の生態系を保護するためには，生息地として重要な海域，絶滅危'倶種が生息する

海域，貴重なサンゴ礁が存在する海域，湿地帯，干潟など適当な保護と管理を施す必

要があると考えられる海域を｢海洋保護区」として指定し，必要に応じて保護が必要な

区域と利用する区域を区分するゾーニングなどの手法を用いて，合理的な管理を行う．
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⑦ミティゲーション(開発，利用の環境影響を回避，最小限化，または代償措置を講ずる

ことを基本とする考え方)は，環境のこれ以上の悪化に対する歯止めの役割を果たす手

法の一つとして，また，環境修復や望ましい環境創造の社会的コストを事業費の中に

内部化する合理的な手法として評価できるので，効果測定の方法が確立していないな

どの問題点の解消に向けて今後一層の研究を積み重ね，その制度化に努力する．

４）水産資源の合理的管理，漁業と他の海洋利用の調整

漁業は，人類の海洋の利用の中で最も基本的なもののひとつであるが，近年，水産資源

の減少，枯渇が現実の問題となっており，その原因として自然淘汰に加えて，人間の活動

に起因する海洋の汚染，乱獲，沿岸域の開発等の影響が指摘されている．これらの問題に

対処するために，わが国は海洋資源の合理的かつ持続可能な開発の枠組みの中で水産資源

の保存と管理，漁業の振興を図って行く必要がある．

また，海洋利用の進展と多様化に伴い，漁業と他の海洋利用との競合問題がさまざまな

局面で発生している．海域利用の競合調整や共存のための合理的な法制度の確立を図ると

ともに，非漁業者からの批判の強い漁業補償について透明'性と公正性を確保するための手

続き，手法の見直しを実施すべきである．

その内容の詳細は次のとおりである．

①ＴＡＣ制度の対象魚種を漸次増加して資源管理を推進するとともに，水産基本法に基づき，

漁業の振興，水産資源の回復・培養，作り育てる漁業の振興などに努める．

②新海洋秩序のもとでわが国漁業の国際競争力ある産業としての振興を図るため，漁業

共同組合制度，漁業権制度の見直しなどの参入の合理化を含む関係法制の見直しを継

続的に行う．

③透明性と公正'性の高い補償方式を導入する一環として，第３者機関による勧告・裁定

方式の導入を検討する．

５）排他的経済水域（EEZ）及び大陸棚の総合的管理の具体化

排他的経済水域と大陸棚は，第２次世界大戦直後の米大統領トルーマンによる「大陸棚

及び保存水域に関する宣言」に端を発して世界各国がさまざまな主張を展開し，３次にわ

たる国連海洋法会議の協議を経て，新たに国連海洋法条約に取り入れられた制度である．

厳密に言えば，「大陸棚に関する条約」が既にジュネーブ海洋４条約のひとつとして制度化

されてはいたが，それにはわが国は未加入であり，加盟国も少なかった．しかも，国連海

洋法条約は，大陸棚の範囲を決める基準を原則距岸２００海里として，それまでの氷河期に

は陸地であった大陸棚上部を念頭においた考え方を事実上拡大している．したがって，わ

が国は，国連海洋法条約が定める天然資源等に関する主権的権利や科学的調査，海洋環境

等に関する管轄権を十分に行使するための総合的な海洋管理政策と基本計画の策定を急ぎ，

その具体的展開を図るべきである．

その内容の詳細は次のとおりである．

①大陸棚の範囲は,条約が定める条件を満たせば最大３５０海里まで拡大可能であるので，

提出期限である２００９年までに｢大陸棚限界に関する委員会｣に必要な情報を提出できる

ように大陸棚の外縁画定ための調査活動を強化する．

②わが国は，境界画定について中間線主義を取っているが，国際的には未だ境界画定の

基準となる統一見解が確立していないので，境界画定に関する国際的動向に注意を払
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いつつ，わが国の基本方針を策定し，総合的な取組み体制を整えて，わが国と海域が

重複する６カ国と協議を進める．

③ＥＥＺ及び大陸棚における天然資源等に関するわが国の主権的権利及び管轄権を明確に

し，各種法制度の具体的適用可能性について検討をおこなって，それらの海域の調査，

開発，保存及び管理のための法制整備を行う．

④ＥＥＺ及び大陸棚以遠の近海域においても関係国と調査，開発，利用及び保全に関する協

力体制を整える．

６）青少年の海洋教育及び学際的海洋教育・研究の充実

わが国は海に囲まれ，海からさまざまな,恩恵を受けているが，残念ながら近年の国民の

海に対する関心は低いといわざるを得ない．国民の海に対する知識や理解の向上を図り，

海との共生についてその積極的関心を喚起するため，海洋に関する教育・啓発，特に青少

年に対する海洋教育の拡充を図るべきである．

また，海洋問題に総合的に取り組むため，自然科学系と社会科学系，人文科学系の相互

間を含む学際的研究と交流を促進するとともに，大学院レベルでの海洋管理に関する教育

研究システムを整備すべきである．

その内容の詳細は次のとおりである．

①小・中・高等学校の教育カリキュラムに海に関する事項を取り入れるとともに，教材

の充実，教員の海に関する知識，理解の向上を図る．また，高等学校の｢理科｣で海洋

科学の主要分野の基礎的事項を，「社会｣で海洋利用の現状と問題点及び持続可能な開

発，利用について学習できるようにする．

②学校では総合学習の時間などを活用し，地域社会や家庭においても｢海の日」や夏休み

などの機会を活用して，フィールド学習の機会を強化するとともに，近郊の港，博物

館，海洋研究機関或いは海洋体験施設などへの見学，体験の機会を増加する．

③大学，大学院において，海洋に関する教育，研究に社会に出て行うインターンシップ

制度を導入するとともに，産業界，行政，試験研究機関などで働きながら海洋に関す

る講義を受け，研究することのできるプログラムを整備する．

④海洋法，海洋環境，資源管理，統合的沿岸域管理など海洋の総合的管理に関する研究

のための修士課程以上のコースを設置するとともに，日本及び世界各国の海洋政策，

海洋法制等を研究するプログラムを編成する．また，海洋政策についてアカデミック

な立場から総合的に分析，評価し，政策提言をする海洋政策研究センターを設立する．

5．結び

最後に，排他的水域と大陸棚の問題を再度取り上げて，総合的な取り組みが必要である

ことについて皆さんのご理解を得たい．わが国は，世界でも６番目に広大な排他的経済水

域を有し，さらに大陸棚については２００海里の外側に外縁をかなり拡大できるといわれて

いる世界でも有数の海洋国家である．しかし，わが国では，それらの海域の重要`性に対す

る認識，自覚が乏しく,排他的経済水域は１９７７年の｢漁業水域暫定措置法｣により設定され

ていた漁業水域とほとんど同一のものとして扱われている．

排他的経済水域は水域と海底を包括する立体概念であり，内容的にも水産資源だけでな

く海底とその上部水域における天然資源や海水・海流・風からのエネルギー生産等並びに
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海洋の科学的調査，海洋環境の保護・保全等に沿岸国の主権的権利及び管轄権が及ぶ漁業

水域よりはるかに包括的な法制度である．それにもかかわらず，わが国ではせっかくの新

しい排他的経済水域の制度の意義は無視され，これに対応するために必要な施策が講じら

れていない．広大な管轄海域もっていても，それを利用しなければ絵に描いた餅であるば

かりでなく，海洋環境の保護･保全や資源の適切な管理の責任を全うすることもできない．

わが国が管轄する東西南北に広がる広大な海域は，流氷のオホーツク海から日本海，東

シナ海，北部太平洋，中部太平洋，豊かなサンゴ礁の南方海域まで広がり，変化に富んで

いる．したがって，その調査，開発，利用及び保護・保全に関しては全体的な基本計画を

策定するだけでなく，それらの海域をいくつかに分け，それぞれの海域についてその特性

に応じて調査，開発，利用及び保護・保全を行うための基本計画を策定し，それに基づき

中長期の展望を持ってこれらの海域の管理に総合的に取り組むことが必要である．

広大な海域の海洋調査，管轄海域の拠点の確保対策，海洋の水産資源，鉱物資源及び海・

潮流，風，温度差，海水，バイオなどの海洋資源の開発利用，海洋保護区の設定などは，

いずれも重要な課題である．しかし，先ずは，これらの海域の管理を国の重要な政策課題

として位置づけ，総合的，かつ，中長期の計画を策定して，これらの海域の開発利用及び

保全に総合的に取り組む枠組みを策定することからスタートしなくては，この海域の調査

研究や開発利用に取り組むことは難しい．総合的な国家計画の枠組みがあって始めて，海

洋環境の保護・保全の対策並びに計画的取組みと巨額の資金投入必要な開発利用のプロ

ジェクトの実施が可能となる．

２０世紀のはじめにわずか１６億人だった世界人口は，１９５０年に２５億人と増加し，現在

は６０億人を突破している．食料や水の供給を確保して増大する人口を養うだけでなく，貧

困や,飢餓に脅かされている人々の生活水準を上げるためにはどうしたらよいか.人類は，

その解決の多くを海洋に期待している．しかし，その一方で人類は，その営みによって海

洋を汚染し，また，無思慮な海洋資源の乱獲〆破壊を行って自らの生存基盤を掘り崩して

いる．今人類は自らの招いたこの事態にどう対応するかその知恵を試されている．

海洋の問題は一国だけで対処するためには大きすぎる．国際的な取り組みが不可欠であ

る．

わが国も，そして私達一人一人も，今人類社会が共通の理念及び枠組みをもって巨大な地

球上の海洋空間を管理するという壮大な取り組みを開始していることをはっきりと心に刻

み，従来の縦割りだけの発想と取り組みから脱皮して，新しい視点で海洋の問題に取り組

むべきである．
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討論２

●司会（増田）それでは討論に入らせいただきたいと思います。司会は石油技術協会所

属の増田が担当します。よろしくお願いします。午後は３件の講演があったのですが、ま

ず会場から個別の質問がありましたら受けたいと思います。質問される方は、議事を残し

ていますので、マイクが届いて所属、お名前をおっしゃってからお願いします。

●小林（IHI）谷先生への質問です。フィリピンのピナツボ火山という、大量に火山灰

を出す山があって、その火山灰が黒潮に乗ってたぶん日本近海まで来ているだろうと思い

ます。地形的に日本の大陸棚に積もっている土がフィリピンの士となったときには、どう

いうことになるでしょうか。

●谷（パネラ）私の説明がまずかったのでそういうご理解を与えてしまいましたが、ど

この士が集まっていようが関係なしに、こちらから伸びていけばいいわけです。実はまだ

本当に大陸棚が伸びることについて承認された国はございません。例えばここにＡ国が

あって、ここにＢ国があったとします。ほとんどＢ国からの泥がここまで押し寄せてい

るのだけれど、Ａ国からの２００海里がここで、堆積物としては向こうからこちらに来てい

るのだけれど、Ａ国から見てたまたま１％あればＯＫとなる可能性もあるのです。

もちろん２国間の完全な境界になると扱いが違いますが、結論を申しますと、結果的に

堆積岩があればよくて、それがどこを起源としたものかは問われませんので、今のご質問

で例えばこの辺はピナツボ山のものかもしれませんがそれは構わないということになりま

す。それを言い出すと、日本の四国沖の海底地形は富士川の泥だといいましたが、それだ

けではなくて南洋からやってきたフィリピン海の上に積もっている遠洋性の堆積物がいっ

ぱい入っていますから、突然タヒチかどこかに領有権を主張されるかもしれませんという

ことにもなってしまいます。

●司会各国から提案して最終的には全体の機関で承認されるかされないかということで

すが、それはどういう委員で構成されているのでしょうか。

●谷(パネラ）審査をされる場所は国連に大陸棚限界委員会という委員会がございます。

その委員会は２１名の委員からなっています。ここには地域バランスを考慮しろと書いて

あって、アジアは５名だったのが今は１つ枠をもらって６名です。アフリカは４名、西欧

は４名、北米は全然批准していませんからＯです。そういうバランスで、たまたまそのエ

リアから手が挙がっていないと枠がほかの地域にまわります。アジアはいろいろな国が手

を挙げたので６名です。中国とインドネシアとわが社とマレーシア、そういう感じです。

委員の条件は、地球物理学者、地質学者、水路学者、測地学者という規定になっています。

●勝丼（大成建設）大坪先生にご講演いただいたことのコメントと、－つ議論を挑みた

いと思いますのでよろしくお願いします。ＴＳＬにしるスーパーエコシップにしろ、行政
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の方々が今までの流れではなく新しい環境などを含めたうえでこれをうまく発展させよう

としていることは、非常によく理解できて大変いいことだと思っています。

特に私どもが昔勉強したときには、ＴＳＬのウイークポイントとして荷揚げのコンテナ

の積み上げ、積み降ろしということで、せっかく速力が上がっても全体的にはあまり時間

の短縮にならないのではないかということが議論されていたと思うのですが、航空用のコ

ンテナを使うとかいろいろなところを工夫されているのだなということがわかりました。

メガフロートに関して、私は建設会社に勤めておりますからメガフロートに反対という

わけではありません。今日の参加者名簿を見ると造船の方が大変多くて多勢に無勢なので

すが、土木技術の立場から一言意見をいわせていただきたいと思います。浮体構造物は私

も昔は浮体に興味があって研究をさせてもらった経験があります。しかし、メガフロート

を土木構造物として公共』性の高いものに使う時にはかなり慎重な取組が必要だろうと思い

ます。例えば吊り橋ひとつとっても、明石海峡大橋は一夜にしてできたのではなくて、若

戸大橋という３００ｍから6001,200という形でステップ・パイ・ステップで進歩してい

るわけです。土木工学は保守的であるとか進歩が遅いといわれることについては、我々と

してもそういう非難を甘んじて受けざるをえないのですが、不特定多数の人々に対して安

全性を供給するためには慎重すぎるほどの実証が必要だと思っています。

ですからメガフロートというのは非常にいい次世代の構造物だと思いますが、それをい

きなり3,000ｍ、4,000ｍの空港にもっていくという発想よりは、やはり３００ｍ、1,000ｍ

というところで実用を重ねて耐久性なども確かめたうえでもっていくという戦略のほうが

むしろ発展性があるのではないかと思っているのですが、いかがでしょうか。

●大坪（パネラ）私としては確かにおっしゃるとおり安全性の検討は徹底的にやるべき

だと思っています。空港やその機能によって変わりますが、実はメガフロートは船なのか

構造物なのか土地なのかよくわからないということで適用される法規制もたくさんありま

す。船舶だとすれば船舶安全法、建築物であれば建築基準法、消防法、航空法、ありとあ

らゆるものがかかってくるのですが、そういった意味でも安全性の審査は徹底的にやるべ

きです。

その際、我々としては個別にそれぞれの担当部局とやっていると手間がかかりますし重

複するので、全体的に専門家を集めてすべてまとめて審査し、その中であとは淡々と手続

だけやっていく、こういうやり方で効率的にやりたいと思っています。

￣方、尺取り方式で３００ｍ、1,000ｍ、4,000ｍと建造していくことに関しては、確かに

船の世界ではよくあることで、高速フェリーもそうですが、５０ｍを作って、７０ｍを作っ

てというふうにだんだん大きくしていくのですが、メガの場合はすでに1,000ｍの実験も

やっています。全てがメガに適した地域であるわけではなく、例えば水深が浅ければメガ

でやる必要はまったくなく、埋立でやればいいわけです。もともと、プロジェクト自体の

数がそれほどたくさんあるわけではないし、そこら中にころがっているというわけでもな

いのです。

その中で国が最初にやるということが重要で、今の国がやっているような安全性審査を

例えば自治体でやるというと、それはポテンシャル的にできないと思います。できれば国

の直轄の事業のところで実事業として最初にやりたい｡その中で羽田の再拡張があります。
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すでに尺取り方式という意味では３００ｍ、１，０００ｍとステップは踏んでいると思います。

●勝井（大成建設）尺取り方式ですが、メガでやっているというのは構造上の安全だけ

ではありませんか？公共施設を作ったり運営したりするうえで規模の効果というのは大変

大きいと思います。そういった経験というのは何らかの形で５年とか運営したうえで、次

は５００ｍになるのだと思います。先ほどメガの実験で３００，１，０００ｍとやったのはわか

るのですが、それは多くの人を対象としたものではなく、離発着の訓練をしたという可能

性を調べたにすぎず、技術的には大変なブレークスルーだと思うのですが、まだ公共施設

として使うというところでの経験はまだないのではないかというのが私の感想です。

●大坪（パネラ）羽田の評価選定会議については、考えられるありとあらゆる突っ込み

がなされていて、これ以上質問を考えて、あらを探そうと思っても考えられないぐらいの

ものすごい作業をやっているのです。

メガは確かに大きな公共物なのですが、大きければ大きいほど楽というのが浮体の場合

にはあります。例えばメガの1,000ｍモデルの後利用で１００ｍ×１００ｍの台船ぐらいにし

てどこかで使っているとすると、揺れに対しても、そこに乗ってたまたま波が荒ければ揺

れるではないか、なんだメガも揺れるじゃないか、こういわれます。１ｋｍのモデルに乗

ったことがあれば、それはまったく揺れないということがわかってもらえます。大きけれ

ば大きいほど楽だという面が非常に強くあるので、これはまったく大丈夫だと思います。

ただ、それで造船業界が努力を怠っていいということではまったくなくて、これほどの

都市再生の切り札として位置づけられているプロジェクトであって、これで仮に失敗すれ

ばメガの将来はないと思います。最後の大型公共事業といわれているので、納得できるよ

うな安全性の詰めをまったく怠ることなくやるべきだと思いますし、すべての質問に対し

今までも十分やったと思いますが、これからも答えていくべきだと思います。

●司会寺島先生から何かコメントがありますか。統合してというのが、先ほど内閣総理

大臣の下に何か置くべきだという話があったのですが。

●寺島（パネラ）お２人の議論に尽きると思います。私は日本財団でメガフロートの実

験をやるのに助成をしていたという立場でいうと、メガの２期計画は空港に使用するため

に何か支障があるかどうかということを中心に、航空保安施設に対するその影響やいろい

ろな角度からやっていたようなので、それなりのことはやっていたという印象を持ってい

ます。ただ、私は専門家ではありません。拝見していると、お役所で安全性については審

査をされ、あとは入札方式でやられることになったので、それなりの審査がもう終わった

と思っていました。そんな印象をもって今のお話を伺っていました。

●菱田（国士環境）私は以前、海洋科学技術センターや海上保安庁に勤めていました。

海洋開発審議会やそういうところにも事務局という立場で参加させていただいたことがあ

りますが、寺島先生のいわれた、日本が海洋の法制度及び海洋の基本的な考え方の面で教

育も含めて世界とずれがあるということは、そういう意識でわれわれも受け止めているの
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ですが、方法論の問題なのです。海の日を７月２０日に定めた時は国民的な合意が得られ

るように寺島先生方も努力されたと思います。やはり国民の祝日を作るだけでなく、中身

の問題として非常に重要な問題があって、「海洋と日本」という日本財団の提言の中にお

いても、外国は法制があるのに日本はなしというこの表を見ただけでもあきれるぐらい立

ち後れているのではないか、これは海洋国日本ではないという感じすらするわけです。

そういったことを我々のような技術者や研究者集団がやるのは限界があると思います。

それで内閣府にいくらか私の知り合いがいるのですが、その人たちも実行するときには技

術者サイド、あるいは研究者サイドの人たちが出向で行っています。従って法制面で法律

に明るい人たち、あるいは経済、社会の専門家、そういった人たちからの取組がないと実

現できないのではないかと思うのです。その辺について、もちろん政治家の先生も含めて

もう一度、われわれのような技術者集団、研究者集団が提言することも大事ですが、社会

人文科学の人たちのサポートをするのにどうしたらいいのか一度お考えをお伺いしたいと

思います。

●寺島(パネラ）菱田さんがおっしゃるとおりといってしまうと身も蓋もないのですが、

とにかく国民レベルの海に対する関心も非常に低いですし、本当はいろいろお世話になっ

ているのですが、あまり気がつかないままに終わっているのが現状だと思います。行政レ

ベルも、非常に皆さんお忙しいので、個人的に関心を示していただく方はいますが、組織

としてはなかなか動きません。特に一番ややこしいのは、各省縦割りの中ですから個人的

にはともかくとして、組織で動こうと思うとすぐ自分たちが置かれている壁にぶつかって

しまい、総合的に動くのが非常に難しい状況だと思います。

ですから、私は一つは、海の関係者が技術者や法律家とかそういうことで分かれて離れ

ているのではなく、集まって議論をして情報交換をして共有をして最後は一つの意見とし

て出していくということが非常に大事ではないかと思います。それが回りくどいようです

が、それをまずやるべきではないでしょうか。

もう一つは、やはり政治家あるいは海の関係ではない人に対して海の問題は重要だとい

うことをどうやって知らせるかです。たぶんわれわれ個人でも海のことは非常に重要だと

いっていますが、海と海以外の分野を比較して海の方が重要だ、あるいは海も負けないぐ

らい重要だという説明の仕方はしていないと思うのです。ですからそういうこともやって

いかなければいけないのではないかと思います。最後はシンパを作ることですから、いわ

ゆる政治に携わる人、あるいは行政に携わる人たちにもそういうシンパを増やしていく必

要があると思います。

なにより、我々が結束して意見交換、情報の共有をしたうえで動かないと力にならない

と思います。そういう意味で、先ほど菱田さんが冒頭にいわれたことは非常に大事だと思

います｡海の日を国民の祝日にというのも、そういう趣旨で国民運動ということで展開し、

非常にラッキーであったというべきだと思いますが、とにかく１４番目の国民の祝日にな

りました。私は役所にいる時からこれに携わっていたので非常によかったと思っているの

ですが、その後の状況を見ると、休日が－つ増えたという程度で、しかも三連休法案とい

うので月曜日にくっつけられ、海の恩恵に感謝し、海洋国日本の発展を願うという設立の

趣旨からすると現状は不満です。やはり何とかしていかないといけないのではないでしよ
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うか。

そのために一つの参考として、実はアメリカにも海の日が５月の何日かにありまして、

その日にはアメリカ大統領が海に関する声明を毎年発表しているそうです。日本もそのぐ

らいやらなければいけないのではないかと思います。総理大臣がその日に海に関する所信

表明をするとか、少なくともそれぐらいやるようにわれわれ関係者も声をあげて発言して

いくべきではないでしょうか。

●司会今の話に少し関連して、オーシャンマネジメントがアメリカとカナダとオースト

ラリアでは非常に進んでいるという話をされたと思いますが、進んでいる理由は、専門家

の数が多いとか、法に詳しい人材が多くいるとか、そういうことなのでしょうか。

●寺島（パネラ）海洋管理の修士や博士のコースがあり、あるいは研究センターがある

ということですね。その理由として、一つはアメリカは１９６０年代の終りに議会が海洋問

題を積極的に審議しようとしました。これは対象はどちらかというと環境よりも資源を目

的としたものだったと思います。今ちょうど議会で同じことをまたアメリカはやっている

のですが、当時ストラットン委員会という委員長の名前で呼ばれている委員会を設けて、

アメリカの海洋政策を審議したのです。その結果を踏まえて、ＮＯＡＡの組織ができたり、

沿岸域管理法ができたり、海洋環境保護の法律ができたり、あまり日本では知られていま

せんがシーグラントという研究助成をやる仕組みを作ったり、そういうことをやっていま

す。ですからアメリカの場合、海洋を管理しよう、資源と環境問題をやろうということが

ほかの国よりもはるかに早くスタートしていて、従ってそういうことを教えるところも、

科学調査や科学技術の研究だけでなく、いわゆるマネジメントという立場からそういうも

のを捉えたコースを作っています。アメリカの場合には指折り数えても５，６個はすぐに

出てくるぐらいの大学がそういうコースを設けてやっていますし、今またアメリカは３０

年経ってもう一度、議会が中心になって海洋政策の審議をやっていますが、そういう時に

もそういう人たちが出てきてやっています。

カナダの場合は必ずしも明確ではないのですが、やはり海洋国なのでしょう。漁業やそ

ういうことに非常に熱心ですし､カナダはアメリカの影響を受けているのかもしれません。

オーストラリアはやはり海洋国です。私どもは地図を見ていると大陸ばかり目に入ります

が、飛行機で行くとオーストラリアの沿岸はヨットハーバーがたくさんあって海洋に熱心

に取り組んでいますし、むしろ南太平洋は全部海洋保護区にしろといって、日本の漁業に

とって非常に厄介なことを言い出しています。理由は何かといっても明確にはいえません

が、そういう状況です。

●司会それだけのニーズがあるということですか。

●寺島（パネラ）ニーズがあるということは、海洋調査の面で先ほど来ずっと出ている

産業でも、要するに官が民を使ってやるという意味での産業育成もやっていますし、もう

一つは行政だと思うのです。沿岸域管理法というのは必然的に各州なり、その下の自治体

にそういう行政を要求しています。そういうことのための専門的な知識、技術を大学でも
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修得するし、その手法を研究するという、産業面と行政面の両方からニーズがあるわけで

す。逆にいうと、日本はそういう制度もないし、やらなければいけないというターゲット

が明確にされていませんから、海洋学部ができても海洋開発が盛んなときはいいですが、

今のようになってしまうと学生がなかなか関心を持ってくれないということがあるでしょ

う。

●山崎（産業技術総合研究所）寺島さんが最後のほうでおっしゃったことに関連して谷

さんにお聞きしたいのですが、１５年ほど前に沖ノ鳥島の２個の岩を守れという話が出た

時に、領土としては確かに日本の領土だけれど、あそこで日本が実際に人が住んでいると

いう形での経済活動を行っていないから、２００海里の経済水域の起点として考えるという

のは危ないのではないかという話があったと思います。寺島さんのお話の中にそれが最後

のところで出てきたので､改めて谷さんにお伺いしたいのです｡今のままで沖ノ鳥島の２００

海里の排他的経済水域は海洋法上、条約上本当に成立するのでしょうか。

●谷（パネラ）島とは何かということについて条約に規定があります。第１２１条で、「島

とは、自然に形成地であって、水に囲まれ、満潮時においても水面上にあるもの」といっ

ておりまして、「衣食住または独自の経済的生活を維持することのできない岩は、排他的

経済水域または大陸棚を有した」とあります。これがご質問の点かと存じます。独自の経

済的生活、というのがまず難問で、例えば日本が海運が全部止まって石油が来なくなった

らどうか。よく私のところに面接に来る学生に聞くのですが、例えばこの部屋には５０本

の蛍光灯があるのですが、完全に輸入が止まったら何本の蛍光灯がついているか。４本な

のです。私の頭の上に３本ありますから、もう１本でおしまいです。水力でサポートでき

るのは東京電力はそれしかないのです｡そうしたら日本は独自の経済活動は維持できない。

穀類だって７割は輸入しているじゃないかという話があります。それは極論ですが。

それから、独自の経済的生活を維持することのできない「岩」はだめだ、と言っており

ますので、鳥島は十分に島ですから、最初から問題がないという整理があります。明々白

々にだめといわない以上は遠慮することは全然ないというのがこの世界の相場のようで

す。議論があるごとにしておりますし、そのためのデータ、理論武装はしております。

もちろんその他に、わが国としてするべきことはあると思っています。役人の縦割り的

にいうと、私が関わっている部分ではないのでいいにくいのですが、あの島は２kｍ×５kｍ

の大きな島です。そこの空間としての利用価値はいろいろあって、例えば私のところは昔

海軍の水路部だったのですが、昭和１６年ぐらいにあそこに水上飛行場を作ろうとしまし

た。ちょっと準備をして戦争が始まってやめたのですが、今だったら水上飛行場でなく海

洋観測基地にすることも考えられます。基地のベースとしてはいいところですから、そう

いうことをするとか、ほかにもいろいろな開発をする余地があるでしょう。

満潮の時にほとんどひたひたになっているという話がありますが、実はそれは間違って

いるのです。どう間違っているかというと、大潮の満潮になるとここに岩がポッと２個出

ているだけです。満潮のときに出ているというのが条件ですから、そういう意味ではちゃ

んと島ですね。さて、満潮の潮位、干潮の潮位は誰が測っているかというとわが社が測っ

ています。どこで測っているかというと、サンゴ礁の中に潮位計を置いています。サンゴ
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礁はどうなっているかというと、戦時中に海洋観測基地を作るというので礎石工事をする

ためにサンゴ礁の－箇所が切ってあります。そこから満潮になったら潮が入り、干潮にな

ったら潮が出ていくのですが、波が入ると必ず周りから打ち込んで年中この中に水が入っ

てきます○出ていくのはここしかないのです｡ですから潮位がきちんと測れていないので

す。叩き込まれてちょっと上がっているのを測っているのです。それはわずかな話で、何

十ｍも水位が下がったりしませんが、それにしても今の満潮と干潮の値はぺシミステイッ

クな値なのです。しばらくは島として十分大丈夫です。

ただ、ロングランで見たときにどうかというと、水面はどうやら上がるそうです。ちょ

っと調査してみたら、このあたりは極域のように何ｍも上がったりしないのですが、ロン

グランで見たときにどうなるかというのはわかりません。ただ、その前に人工的に例えば

セメントで高さを上げることは許されないけれど、例えばナウル共和国のようにアホウド

リの糞で島が高くなるのはかまわないわけですから、アホウドリを飼うという長期的な視

野もあるのではないか○海面上昇とどちらが早いかわかりませんし、ナウルは何万年もか

かったといわれるかもしれないけれど｡、餌を撒いてたくさん飼えばいいのですから。国

の名誉がかかっているのならそれぐらいやすいものです。４０万ｋ、fの土地ですから結構

いい値段です。

●寺島（パネラ）アホウドリの糞もいいのですが、私はもう少し積極的に考えたらどう

かという意味で申しあげたのです。人が住むか住まないか、独自の経済活動を維持してい

るかどうかというのはかなり歴史的な推移でも変わってくる話だと思うのです。韓国が占

領している竹島だって一つの岩礁ではないかということがあります。

むしろ排他的経済水域をどういうふうに利用して活用していくかが大切であり、きちん

と日本の法律を制定し、それに基づいて基本計画を作って対応すべきです。しかも日本の

排他的経済水域は北はオホーツク海から太平洋や南方海域までそれぞれ特'性のある海域で

す。それぞれについて単にモニタリングするだけでなく、どういうふうにそこを活用して

いくかというような全体計画を立てて、その中で谷さんの話だと２kｍ×５kｍの大きな沖

ノ鳥島を、ただ点だけが出ているわけではありませんから、そこをそういうものの計画遂

行のための基地にするというようなことをやるべきではないでしょうか。それにはかなり

のお金がかかるはずです。ただ、それだけの価値はあるはずです。単に沖ノ鳥島だけの話

としてこれをやるというのは理解が得にくいのではないでしょうか。全体の排他的経済水

域なり大陸棚なりの開発・利用・保全の計画の中でどう考えるか、きちんとした枠組みを

作ってやるべきではないかと思っています。

●原田（元日本大学）谷先生のお話にしても、あるいは寺島先生にしても、世界中どこ

の国も海洋開発に限っていえば海軍が中心になって動いているのが現実でして、それに対

して日本だけが海上自衛隊をへジテイトしているのでしょうか、社会からはじき出して、

それであたかも平和利用のためだけの観点で書かれているような感じがいたします。

今は世界的に南北対立とか東西対立とか極端な対立がなくなったため、海軍の実態とい

うのは私は存じ上げませんが、そういう産業構造もまた考慮に入れて海洋と日本というも

のの考え方に立ってはいかがかと感じました。
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私も沖ノ鳥島には３度ほど行っていますが、沖ノ鳥島の修復は世界的にみると日本が－

つの試金石になっています。あのような島は世界中にいくつもあります。アメリカでもフ

ランスでもそういった島をたくさん持っていて、日本はどのような対応をするか、国際的

に注目されていた時代があります。２０年も昔の話ですので詳しく覚えていませんが、そ

の辺を含めて、単にわが国の沖ノ鳥島という概念ではないことが大切だろうと私は思いま

した。いかがでございましょうか。

●谷（パネラ）ありがとうございます。アメリカが例に出ましたので申しあげますと、

アメリカの地図や政府関係者が持っているものを見ると、沖ノ鳥島の周りに２００海里が堂

々と書いてあります。彼らはよその国が海域を広げることを好ましく思わない国ですが、

沖ノ鳥島については実態を知ったうえで200海里の丸を書いています。アメリカから逆に

我が国の島で説明しの仕方を教えてくれという話もありまして、大陸棚を伸ばすとマリア

ナで同じことをやりたいというわけです。彼らもよその国が伸びるのは嫌だけれど、自分

の国が伸びるのは好きなようです。そういう意味で少なくともアメリカは沖ノ鳥島につい

ては敵に回っていないと感じています。

●寺島（パネラ）谷さんのいうとおりだと思いますが、相手はアメリカだけではありま

せんので、国際的な場でいかに大義名分を背負って説明ができるかということを同時に考

えるべきではないかという意味で先ほどのようなことを申しあげました。

もう一つはセキュリティといいますか防衛上の海軍の問題ですが、確かにここでは全然

ふれていません。海洋の問題は非常に広いので、その中のいくつかをとりあえずとにかく

ということで出しまして、意識的に防衛の問題とセキュリティの問題はここでは議論を控

えて、実際の研究会でもふれていません。ただ、その問題も海洋の問題はすべてが関連し

て全体として検討する必要がありますから、当然考えるべきだと思いますし、その後の推

移が浮沈船の問題にせよ、やはりそういうこともきちんと考えるべきだという方向に進ん

でいるとみています。ですから、堀田さんから防衛との技術交流の話が出ていましたが、

当然そういうことも含めて検討すべきだと考えています。

●司会このあとまた懇親会が用意されていますので、このへんで討論を終わりたいと思

います。午後のパネラの先生方どうもありがとうございました。

●寺島（パネラ）私どもは海洋関係の情報とか意見交換の場ということでニュースレタ

ーを出しています｡いろいろな方々にオピニオンを出していただいて載せています｡月に２

回作っていて、この会場でもご存じの方が多いと思いますが、もしご希望がございました

らご連絡をいただきたいと思います。

また、やはり意見交換をして意見をまとめて、それをよそに出していくということが重

要ではないかということから、それの一つの手がかりとして原則月に１回ぐらい、海洋関

係の時事テーマを選んで、海洋フォーラムをやるようにしていますので、もしご関心があ

ればご連絡いただければご案内を差し上げるようにしますので、どうぞよろしくお願いし

ます。今日はこの本を１００部持ってきたのですが、非常に盛況で行き渡らなかったと聞き
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ました。もしご希望でしたらご連絡いただければお送りするようにいたします。連絡先メ

ールアドレスはinfO＠soforjpです。

●司会それではどうもありがとうございました。このあとまた懇親会７

すので、この辺りで午後の討論を終わりたいと思います。パネラの方々１

札とさせて頂きます。パネラの先生方、どうもありがとうございました。

このあとまた懇親会が用意されていま

ます。パネラの方々に拍手をもってお
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△
菰

挨拶閉

日本海洋工学会副会長山崎哲生

本日は朝から今までパネラの先生方に貴重な講演を頂きました。また、討義、

パネルに参加頂いた参加者の皆様にもお礼を申し上げたいと思います。いまお

話がありましたが、主催者側としては、寺島さんからお話があった時にパンフ

レットは１００部あれば大丈夫でしょうという話をしておりました。しかしなが

らうれしいことに本日は約１２０名の方々が参加して頂いております。手前みそ

ではありますが、テーマが良かったのかと思っています。しかし、このテーマ

を選定した一番の大きなよりどころは２回ほど前に行ったパネルで皆様方から

取ったアンケートの結果です。そのアンケートの結果から、海洋に関する基本

戦略といったものを聞きたいという皆さんのご意見がありました。それを元に

して今回のプログラムを組みました。そのほかにもアンケートの中にはいくつ

かこういうことが聞きたいということがありましたので、今後これに基づいて

このパネルを企画していきたいと思っておりますので、是非次回もご参加頂け

たらと思います。それから今、司会から話がありましたが、今日のパネルの先

生方はお話がなかなかおもしろい方々ばかりですので、この後、懇親会にご参

加頂ければもう少し議論が広がるかと思いますので、ご参加のほどよろしくお

願いします。本日はどうもありがとうございました。
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